
第 80 回中央委員会確認／2019.6.6 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

社会保障・教育・税制に関する政策構想 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

  

 

 

 

 

  

日本労働組合総連合会（連合）  



 



 

 

第 80回中央委員会確認／2019.6.6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  連合「社会保障構想（第 3 次）」 
 

 

 

 

 

  

  

  

  

   

  

  

  

 

 

 

  

  

日本労働組合総連合会（連合）  

2019年 6月  



 

 

目次 

 
はじめに……1 
 
Ⅰ．社会保障をめぐる現状と予想される課題……1 
１．少子高齢化の進行と家族の変化……1 
２．さまざまな「生きづらさ」を抱える人の増加……2 
３．過疎化や社会的孤立の進行……2 
４．労働力人口の減少……3 
５．非正規雇用などのさらなる増大と格差・貧困の拡大……3 
６．社会保障に対するニーズの変容と機能不全……4 
７．社会連帯の危機……4 
８．ひっ迫する社会保障財源……4 
 

Ⅱ．「社会保障構想（第 3次）」のめざす社会保障のすがた～積極的社会保障と参加型
社会保障により、すべての人が包摂された持続可能な社会の実現～……5 

１．連合がめざす社会と社会保障のすがた……5 
２．人口減少・超少子高齢社会を乗り越えていくための重点戦略……8 
３．社会保障機能強化のための基盤整備……10 
 

Ⅲ．参加型社会保障の推進と労働組合の役割……13 
１．社会保険、子ども・子育て支援など制度運営への主体的参画……13 
２．社会保険の完全適用に向けた取り組み……13 
３．労働条件の改善と雇用確保、労働協約の拡張適用の取り組み……14 
４．地域コミュニティの担い手としての参画……14 
５．労働者自主福祉活動の推進による互助・共助の強化……14 
６．社会保障政策の積極的な提言と「社会対話」の推進……14 

 
Ⅳ．具体的な制度改革の基本方向（各論）……15 
１．子ども・子育て支援……15 
２．社会的セーフティネット……20 
３．医療保障……26 
４．介護・高齢者福祉……31 
５．障がい者政策……36 
６．年金・所得保障……40 

 
＜付録＞……46 
「社会保障ビジョンの見直しに関する検討委員会」の検討経過……46 
「社会保障ビジョンの見直しに関する検討委員会」メンバー……48



1 

 

 

社会保障構想（第 3次）案 

 

 

はじめに 

わたしたちの生きる日本は、人口減少や超少子高齢化の進行、グローバル化やＡ

Ｉ、ＩｏＴなど技術革新の進展といった経済社会の変化に直面している。また、暮

らしと雇用の将来不安、社会保障制度の持続可能性、地球規模の気候変動など国内

外における課題も山積している。 

連合は 2010年 12月以来、「働くことに最も重要な価値を置き、誰もが公正な労働

条件の下、多様な働き方を通じて社会に参加でき、社会的・経済的に自立すること

を軸とし、それを相互に支え合い、自己実現に挑戦できるセーフティネットが組み

込まれている活力あふれる参加型社会」づくりに取り組んできた。社会のすがたが

大きく変わろうとする今、あらためてこの「働くことを軸とする安心社会」の重要

性を再認識し、労働組合として「まもる・つなぐ・創り出す」をスローガンに取り

組んでいくための「連合ビジョン」を 2019年 5月に策定した。 

「連合ビジョン」では、必要な負担を分かち合い社会の分断を生まない再配分を

すすめるとともに、希望あふれる未来が次の世代に続いていく「持続可能性」と、

互いに認め支え合い、誰一人取り残されることのない「包摂性」の理念を基底に置

く。そのうえで、年齢や性別、国籍の違い、障がいの有無などにかかわらず多様性

を受け入れ、互いに認め支え合い、誰一人取り残されることのない社会、すなわち

「つづく社会」「つづけたい社会」の実現をめざし、そのための政策と運動の強化を

打ち出している。 

 連合がめざす「働くことを軸とする安心社会」の実現に不可欠な基盤である、社

会保障制度についての連合の考え方を示したものが、この「社会保障構想（第 3

次）」である。現行の「新 21世紀社会保障ビジョン」のめざす社会保障のすがた

は、今後の社会を展望しても基本的に変わらないものであることを確認しつつ、人

口減少・超少子高齢社会を乗り越えていくための重点戦略を新たに掲げた。 

この「社会保障構想（第 3次）」の策定にあたり、「教育制度構想」と、これらの

実現を支える税財政のあり方を提起した「税制改革構想（第 4次）」を併せて策定し

た。 

 今後は、「社会保障構想（第 3次）」などの実現に向け、「政策・制度 要求と提

言」の策定や国会議員・地方議員との連携、審議会等における意見反映、職場や地

域での活動、世論喚起などに連合全体で取り組んでいく。 

 

Ⅰ．社会保障をめぐる現状と予想される課題 

１．少子高齢化の進行と家族の変化 

  日本の総人口は 2008年をピークに減少に転じた1。若年人口は総人口に先立ち

減少の一途をたどっており、2016 年には出生者数が 100 万人を割った2。団塊ジ

                         
1 総務省「人口推計」 
2 厚生労働省「人口動態統計」 
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ュニア世代3が高齢期を迎えることになる 2035 年4には 2017 年5より約 1150 万人6

減少することが見込まれている。また、団塊の世代の高齢化とあわせ平均寿命は

延伸を続けており7、65歳以上人口は急激に増加している。こうした状況は 2040

年に向け着実に進むことが予想されている8。 

  世帯については、長寿化による高齢女性単身者の増加、高齢者と子の同居の減

少や晩婚化・非婚化といったライフスタイルの変化などにより、単独世帯は増加

傾向にあり、平均世帯人数は減少の一途をたどっている9。そしてこうした状況は、

今後さらに進んでいくことが見込まれている10。 

 

２．さまざまな「生きづらさ」を抱える人の増加 

  高齢化の進展と世帯人数の減少により、家族を介護する人が急増している11。

家族介護のために離職する介護離職者は年間 10万人に上っており12、離職により

たちまち経済的困難に直面し、貧困に陥ることが指摘されている。高齢者夫婦に

よる、いわゆる「老老介護」に行き詰まり心中する痛ましい報道も後を絶たない。

家族介護者が認知症となり認知症の家族を介護する「認認介護」など、介護サー

ビスや社会的な支援無しには生活が困難な世帯の増加も指摘されている。 

  子育て世帯においては、従来からの「男性中心型労働慣行」により男性の生活

時間が十分に確保されていないこと、核家族で遠方に住む祖父母による子育て支

援が期待できない場合が少なくないこと、特に男性において性別役割分業意識が

依然として残っていること、地域社会における子どもに対する不寛容さの増大な

どにより、主に女性において心身の負担の重さが指摘されている。こうした子育

ての孤立の状況については、増加の一途をたどる児童虐待相談対応件数13との関

連が指摘されている。 

  また、「ひきこもり」の状態となり、本人と家族共々つらい日々を過ごしている

人も少なくない。こうした期間が長期にわたり、親とともに高齢化し、社会から

孤立する、いわゆる「8050問題」も指摘されている。 

  こうしたさまざまな生活課題を抱える人々に対する支援のために、介護保険サ

ービスや子育て支援の制度、生活困窮者自立支援制度での対応、地域社会による

取り組みが行われている。しかし、財政や人材などの課題のために十分な支援が

行き届いているとは言い難い状況である。   

 

３．過疎化や社会的孤立の進行 

地方においては、過疎化が進行し、高齢者を含め人口が減少している地域もあ

                         
3 1971年から 74年までに生まれた世代で約 800万人を数える。 
4 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成 29年推計)」 
5 総務省統計局「推計人口（2017年 10月 1日現在）」 
6 中国および四国 9県の人口（1,116万人（2017年 10月 1日現在））に相当。 
7 厚生労働省「完全生命表」 
8 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29年推計）」 
9 厚生労働省「国民生活基礎調査」 
10 国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計(全国推計)(2018(平成 30)年推

計)」 
11 総務省「平成 28年社会生活基本調査－生活時間に関する結果－」 
12 総務省統計局「就業構造基本調査」 
13 厚生労働省「児童相談所での児童虐待相談対応件数とその推移」 



3 

 

り、こうした地域では行政サービス、交通、医療、買い物などの利用が困難とな

り、さらなる過疎化を進め、地域コミュニティの維持を困難にしていくことが懸

念されている14。 

こうした動きに対して、都市部への人口集中が進んでいる。閉鎖性の高い集合

住宅に高齢者などさまざまな支援を必要とする人が生活している場合が多いこ

と、複数世代にわたり生活する人が相対的に少なく地域コミュニティが比較的希

薄であることなどから、こうした支援を必要とする人の社会的孤立を防いでいく

ことが課題となっている。 

 

４．労働力人口の減少 

人口減少局面に移行した中においても、労働力人口は 2005 年以降横ばいを続

けている。これは女性や高齢者の就業の増加が人口減少をカバーしているもので

ある。 

今後の就業者数の見通しについて、厚生労働省は、2014年の 6351万人から 2030

年には 5561 万人に 790 万人減少するとし、経済成長と労働参加が適切に進むこ

とにより 182 万人減の 6169 万人に食い止めることができるとのシミュレーショ

ンを示している。 

外国人労働者は年々増加しているが15、今後の労働力需給のひっ迫が予想され

る中、政府は単純労働分野への就労を可能とする在留資格を新設するため、改正

入管難民法案を 2018 年臨時国会に提出し、与党により強行採決された。 

同改正法により、政府は外国人労働者を当面５年間で 34 万人受け入れるとの

方針を示しており、家族を含めた社会保障の適用や地域コミュニティにおける共

生が課題となっている。 

 

５．非正規雇用などのさらなる増大と格差・貧困の拡大 

パート・アルバイト、派遣社員、契約社員等のいわゆる非正規雇用で働く人は年々

増加しており16、役員を除く雇用者に占める割合は４割に近づいている。もはや基

幹的な労働者であるにもかかわらず、いわゆる正社員の賃金の方が依然として所定

内給与額ベースで 1.5 倍、年収ベースで 1.8倍程度高く、賃金差は企業規模が大き

くおよび勤続年数が長いほど顕著となっている。そのため、将来の生活に対し自助

努力による資産形成が困難である。 

近年広がりをみせるシェアリングエコノミーなどで働く就業者には、被用者とし

ての社会保険が適用されず、こうした雇用類似の働き方に対する社会保障の確立も

課題となっている。偽装請負などによる社会保険料負担逃れの防止も課題である。 

とりわけ、「就職氷河期世代」と言われる人々の中には、1990 年のバブル崩壊以

降就業機会に恵まれず、また就職活動を通じ心身を病み就業できなくなるなど、社

会問題となった。十分な稼得機会が得られなかった人にとって、自助努力による資

産形成は到底困難であり、同時期は就労条件による社会保障の適用が現在に比べ限

定的であった。同世代は人口の比較的多い団塊ジュニア世代（1971～74 年生まれ）

とも重なることから、高齢期を迎える 2035 年以降に大きな貧困層を生み出さぬよ

う所得保障の確立が大きな課題である。 

                         
14 日本創成会議「ストップ少子化・地方元気戦略」 
15 内閣官房・法務省「外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議」資料 
16 厚生労働省「労働力調査（詳細集計）」 
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また、女性雇用者の５割以上がいわゆる非正規の職員・従業員であり17、男女間

賃金格差は年々縮小しているとはいえ女性の賃金は男性の７割程度18である上、結

婚や出産で就労期間が途切れる場合もある。厚生年金（第１号）受給権者の基礎年

金を含む老齢年金の平均年金月額も女性は男性より約 6.3 万円低い約 10.3 万円に

とどまる19。また、国民年金（基礎年金のみ）の受給権者は女性に多く男性の 4.3倍

に相当する 502 万人おり、老齢年金の平均年金月額は約 4.9 万円であり20、高齢女

性の貧困対策も課題である。 

 

６．社会保障に対するニーズの変容と機能不全 

これまで述べてきたような人口動態、世帯の変容、就業構造の変化などによる課

題の変化、多様化、複雑化に対し、社会保障制度が十分対応できているとは言い難

い。 

これまで社会保障は、高齢者中心に発展してきた一方で、子どもや子育て世帯、

現役世代の直面する課題には十分対応してこなかった。2009 年に発足した民主党

政権下では、子ども・子育て支援や現役世代を含む生活困窮者支援の充実・制度化、

社会保険の適用拡大などが進められた。しかし、こうした取り組みは緒に就いたば

かりであり、さらなる充実や全国での実施体制の確立が期待される。こうしたさま

ざまな課題に社会保障制度が対応し、安心して一人ひとりのもつチカラを最大限に

発揮できるような支援が求められる。 

 

７．社会連帯の危機 

私たち一人ひとりが社会で生きていくうえで、家族、職場、地域社会などさまざ

まな場で連帯することが生存の条件であることを繰り返し経験してきた。その知恵

が社会保障制度として具体化されてきた。「社会保障は、個々人を基底とすると同

時に、個々人の社会連帯によって成立するものであり、今後その役割はますます重

要になるといわねばならない」（社会保障制度審議会「社会保障体制の再構築に関

する勧告」1995）とあるとおり、社会保険、税の財源如何にかかわらず、社会保障

の成立条件である。 

しかし、今日、人種、信条、性別、社会的身分又は門地の違いだけでなく、民族

や障がいがあること、性的指向・性自認などを理由にした差別や偏見、偏狭な自己

中心主義、自己責任論が猛威をふるっている。このような考え方は社会連帯を真っ

向から否定するものであり、社会保障の危機といえる。 

 

８．ひっ迫する社会保障財源 

高齢者の急速な増加は社会保障費の増嵩を招く。高齢者の増加は 2035 年を超え

てなお続くことが確実であり、減少が見込まれる現役世代および次世代の負担の増

加につながる。 

民主党政権下で消費税率 10％への引き上げを決めたが、政府はその後、経済活性

化による経済運営で税収増を確保することとし、消費税率引き上げを延期するとと

もに、2020年のプライマリーバランス黒字化のスケジュールも先延ばしした。 

                         
17 総務省統計局「労働力調査（詳細集計）平成 29年（2017年）平均（速報）」 
18 厚生労働省「平成 29年賃金統計基本統計調査の概況」 
19 厚生労働省「平成 29年度厚生年金保険・国民年金事業の概況」 
20 厚生労働省「平成 29年度厚生年金保険・国民年金事業の概況」 
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また、社会保障給付費の事業主負担の比率は大きく低下し続けている一方で、地

方自治体の負担が増大している21。地方自治体においては、人口動態や産業構造の

影響で、財源確保に課題を抱えている。 

こうした中、人口減少・超少子高齢社会を乗り越えていくには、社会保障財源に

ついて、社会保険および税を中心に国民、事業主が公正な形でさらに負担していか

ざるを得ない。その際、社会保障は全世代を対象とすると同時に、その財源につい

ても広く負担していくことにより安定的に確保していくことが求められている。 

 

Ⅱ．「社会保障構想（第 3次）」のめざす社会保障のすがた 

～積極的社会保障と参加型社会保障により、すべての人が包摂された持続可能な

社会の実現～ 

 

「社会保障構想（第 3 次）」は、前述の情勢と将来見通しを踏まえ、「働くことを軸

とする安心社会」を深化させるための基盤となる社会保障制度改革の基本的考え方

と具体的な制度設計の姿を提起するものである。 

社会保障は社会の安心と安定の基盤であり、その活力の源泉でもある。貧困と社

会的格差の拡大や、人々の孤立が進めば、社会不安から治安の悪化など社会問題が

深刻化し、結果として社会的リスクが高まり社会的コストは増大する。社会保障は

「社会の安全保障」の基盤といっても過言ではない。人口減少・超少子高齢社会にお

いては、こうしたセーフティネットの機能に加え、将来の担い手である次世代の育

成と就業率の向上を同時に進め、すべての人が支え合い共生できる活力ある持続可

能な社会を実現することも、社会保障の役割に位置づけるべきである。 

今後家族や地域による支え合い機能が一層低下し、さまざまな地域において人々

が孤立しかねない状況が拡大することが予想される。そのような状況において、社

会連帯を基盤とする社会保障こそが人々の支えとなるものである。 

これまでの社会保障は、救貧、貧困への防波堤、病気やけが、加齢などへの対応と

いった、いわば対症療法型の支援、補填が中心であった。今後は、貧困に陥る前に、

就労を軸に積極的・能動的に支援を行うことや、次世代を担う子ども・子育て世帯を

社会全体で支える「積極的社会保障」を推し進めていくことが必要である。 

 

１．連合がめざす社会と社会保障のすがた 

（１）ソーシャル・インクルージョン（社会的包摂）政策のさらなる推進 

私たちが人口減少・超少子高齢社会を前に進んでいくとき、社会を構成する

私たち一人ひとりのもつチカラが最大限に発揮でき、皆が手を携えながら前に

進んでいく社会であることが重要となる。社会的排除は人権に反するだけでな

く、社会資源の活用の観点からみても不合理に他ならない。社会連帯と就労を

基礎に支え合い、誰一人取り残されることのない共生社会を実現していくため、

ソーシャル・インクルージョン（社会的包摂）政策を一層推進していくことが重

要である。 

そのため、特定のグループに対する「救済」を目的とした制度からすべての

人々を対象とする「普遍主義」、「措置」から「利用と契約」へと発展してきた社

会保障のあり方をさらに推し進めていくことが重要である。とりわけ、社会保

                         
21 国立社会保障・人口問題研究所「社会保障給付費」 
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障制度の充実の結果、制度の縦割りによりカバーされない人が出ないようにす

る必要があるという意味で、また、共生社会を実現していくためにも、「普遍主

義」は一層重要性を増す。 

また、さまざまな困難に直面したときに社会的孤立を防ぐため、社会保障や

さまざまな資源を持ち寄って、原因を探り、必要な支援を行い、社会の一員とし

て参加し、就労をめざすために、パーソナルサポートなど包括的で切れ目のな

いオーダーメイド型の支援によるセーフティネットが、全国に構築されること

が重要となる。 

その際、支援される人と支援する人の役割を固定的に位置づけるのではなく、

私たち一人ひとりが自らを、人生の各局面で支え支えられる存在として理解し

ていくことが重要となる。 

 

（２）積極的社会保障政策と積極的雇用政策の連携 

これまで、働くことは主に労働政策、雇用政策の担当分野であり、人々が能動

的な労働市場への参加と復帰を支えるしくみは十分ではなかった。他方、社会

保障政策は、何らかのリスクが原因で働けない、収入が十分でない場合の最低

限の生活を保障することに重点が置かれ、社会保障に対するニーズの変容とと

もに、申請主義と人々のもつスティグマ意識などにより、社会保障が十分機能

してこなかったという課題がある。 

企業においては、終身雇用制に象徴されるように雇用の維持を最重視する考

え方から、労働者の流動性を高める方向性が取られてきているが、そのような

中でも、労働移動を円滑化させるための施策は、民間職業紹介事業によるマッ

チング機能や派遣業者による労働力需給調整機能を中心に行われ、公的な職業

能力開発機会の提供や能力評価のしくみの構築は十分に行われてこなかった。 

そのため、ひとたび労働市場から排除され貧困に陥ると、再び労働市場に戻

る手立てが不十分なことにより、労働に復帰することが困難な状況は依然とし

て続いている。労働市場からの排除は、社会保障機能を支える根幹である社会

保険機能の弱体化にもつながり得る。 

こうした状況を転換するため、一人ひとりが直面する困難についてさまざま

な社会資源が早い段階で察知し、セーフティネットを提供する「プッシュ型社

会保障」を推進し、生活上の課題を解決することが重要となる。その上で、職業

訓練や就労支援策（積極的雇用政策）により、再び労働市場に戻ることのできる

トランポリン型の支援施策の確立は、労働力確保という大きな課題に直面する

中、今後さらに重要となる。 

 

 （３）生涯をつうじて安心が確保される全世代支援型社会保障の構築 

現役世代の生活は、終身雇用制や賃金制度、企業内福利厚生などにより、企業

により保障されてきた。また、子育てや介護などの役割は家庭が地域と相まっ

て担ってきた。こうした「日本型福祉社会」の下、社会保障制度は高齢期に重点

的に整備されてきた。 

しかし、現役世代においては、経済のグローバル化の進展や雇用の流動化の

中で不確実性が高まっていること、長寿化による介護の必要性の高まりなど、

仕事と生活の両面においてリスクが高まっている。また、子ども・若者の成育過

程においても、さまざまな困難が待ちかまえており、こうしたリスクや困難は



7 

 

家庭全体に波及し得る。 

単身化、過疎化、非正規労働などが進行し家族や地域、職場での支え合い機能

が低下する中、こうした困難を取り除くための支援も社会保障が発揮すべき機

能となっている。こうした社会の変動は人口減少・超少子高齢化が進む今後も

続くことが予想されている。このような状況において、「高齢者中心の社会保障」

から、子ども･若者･現役世代から高齢期まで生涯を通じて安心が確保される「全

世代支援型社会保障」への再構築を一層推進していくことが重要となる。 

 

 （４）拠出者、利用者、地域住民などによる参加型社会保障の推進 

これまで社会保障について、私たちは拠出者、受給者といった一面的な立場

で理解しがちであった。こうした理解の下では、主に拠出する役割を求められ

る現役世代においては、負担に対する抵抗感だけを認識する一方、社会保障給

付を受ける者は「保護の客体」として後ろめたさを感じながら制度に接しがち

である。 

しかし、人は一生涯を通じて、支え支えられる立場となることから、社会保障

制度に対する受け身の立場ではなく、労使など拠出者、受給者が制度を構成す

る主体として制度の設計や運営等に参加・参画する「参加型社会保障」を一層推

進することが重要である。 

また、保育施設や児童相談所、障がい者施設などの立地が地域住民の反対に

遭う場面が各地で報告されている。連帯が成立基盤である社会保障の危機の現

れである。こうした状況は、生活上直面し得るさまざまな困難を自らの問題と

して理解する機会が不足していることにより生じうると考えられる。こうした

状況を改善するため、社会保障給付やサービスの提供にあたっては、受給者、拠

出者にとどまらず、労働者、地域住民といったさまざまなステークホルダーが

運営やチェック機能を果たしていくしくみを確立していくことが重要である。 

 

 （５）社会保障を持続可能とするための安定財源の確保 

積極的社会保障政策や新たなニーズに対応した全世代支援型社会保障を推進

し、人口減少・超少子高齢化が進む中においても全国で安心して介護や子育て

ができるためのサービスの担い手を確保していくには、その費用を賄う財源の

確保とその負担の分かち合いが不可欠である。そのためには、「参加型社会保障」

の推進を通じて税・社会保険料負担についての透明性と納得性を高めることが

重要である。 

現在、社会保障費用は、社会保険料（労使・個人負担）、税負担（国・自治体）、

利用者負担、事業主拠出（子ども・子育て拠出金）などで賄われている。各制度

の目的・性格の違いによって、これらの構成比率は異なっている。今後を展望し

たとき、基本的には現行の枠組を堅持し、「国民皆保険・皆年金」の下、医療・

介護・年金の社会保険制度が持続可能となるよう、これらの構成比率は個別制

度ごとに判断していく必要がある。 

「社会保障構想（第 3 次）」の実現には新たに追加の財源が必要となるが、こ

れらの費用は、私たちの社会保険料と税を中心に賄うこととなる。社会保障ニ

ーズの高まりに応じて、社会保険料、税とも負担増は避けられない。その際、国

民の租税抵抗が著しく強い現状に鑑み、「公平・連帯・納得」の観点から各種税

制の見直しを進めるとともに、人口減少・超少子高齢化が急速に進行する期間
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に限った、特別の財源確保策についても検討が必要となりうる。 

なお、日本の国民所得に対する国民負担率は 42.8％（2019 年度）と、米国

（33.1％、2016年）と比べ高いものの、イギリス（46.9％、同）、ドイツ（53.4％、

同）、フランス（67.2％、同）と、日本より高齢化率の低い欧州諸国などよりも

低い水準にある22。今後、一定の名目成長があればこの程度の負担は十分に可能

であり、同時に社会保障の機能強化が労働力確保につながるとともに、社会を

支える中間層の再生を通じた安定成長の基盤ともなる。 

 

２．人口減少・超少子高齢社会を乗り越えていくための重点戦略 

日本は世界各国で最も高齢化の進んだ国であり、かつ、社会保障制度の整備が

進められてきた先進国である23。こうした状況の中で人口減少局面を進む際に手

本となる諸外国の例は存在しない。そこで、社会保障を安心と活力の源とした、

人口減少・超少子高齢社会を乗り越えていくための戦略を展開していくことが必

要である。 

 

（１）子ども・子育てを社会全体で支えるしくみをつくる 

活力ある持続可能な社会を実現するため、将来の担い手である次世代の育成

を進めていくには、子ども・子育てを社会全体で支えていく体制づくりを強力

に推し進めることが必要である。 

子どもを育成する基本的な責任はすべての保護者にあるが、子どもは育ちの

場を選ぶことはできず、与えられた環境で成育するしかない。子どもの最善の

利益を重視する観点から、子どもに関する社会手当や現物給付は子ども自身に

対する給付と位置づけることにより、子ども・子育て支援については所得制限

を無くし、すべての子どもを平等に取り扱うべきである。 

また、子どもを社会全体で支えるという考え方に立ち、保育サービスの質を

改善しつつ待機児童を速やかに解消した上で、保育サービスの無償化を実現す

る必要がある。 

出産・子育てを行う世帯に対しては、出産前から子の青年期を通じ支援を強

化し、子育ての不安を解消する取り組みを進める必要がある。あわせて、子自身

が直面する課題を、専門家やさまざまな社会資源などとともに解決し、大人へ

の成長を支えていくことが必要である。こうした取り組みと連合「教育制度構

想」により貧困の連鎖を解消していくことが重要である。 

こうした子ども・子育て支援の強化をはかるため、特定財源の創設など財源

確保策の検討が必要である。24 

 

（２）安心の住まいを保障する 

人間としての生活の基本は「衣」「食」「住」である。中でも「住まい」を確保

することは、日本において特に都市部では実現が困難な場合が少なくない。し

                         
22 財務省「国民負担率の国際比較」2019年 2月 28日付報道発表資料 
23 内閣府「平成 30年版高齢社会白書」 
24 子どもの貧困格差や子育て支援のニーズに対応するため、財源を安定的に確保していく手段と

して、現在の税や事業主による拠出金および国民による拠出金で構成する「子ども・子育て拠出

金」制度の具体化に向け、ビジョン検討委員会で議論を進めたが最終結論に至らなかった。しか

し、子ども・子育て支援の拡充と財源確保の必要性についての認識については一致した。 
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かし、住まいは単に生活の基本要素であるだけでなく、事実上就労のための基

礎的条件ともなっている。そのため、住まいを確保できないことにより、就職を

遠ざけ、結果として社会的自立を妨げることにつながる。 

そのため、すべての人が文化的な生活を営めるよう、現行の生活保護制度に

よる住宅扶助を元に、就労困難者や高齢者などに対する住宅補助制度に改革し

ていく【居住保障Ⅰ】ことに加え、求職期間中の住まいと就職後の賃金支給まで

の間の生活費をセットで保障する「居住・生活保障制度」を創設する【居住保障

Ⅱ】。 

 

（３）介護離職をさせない 

介護保険制度の創設により「介護の社会化」が進められ、さまざまな居宅サー

ビスと施設が契約により利用できるようになった。その結果、介護をしている

人の有業率は特に女性において顕著に上昇しており、介護離職者数も減少して

いるが、依然として約 10万人（2017年）おり、女性が８割を占めている25。 

介護離職をすることは、ほとんどの場合収入源を絶たれることとなり、世帯

全体の貧困化に直結する。家族介護に専念することにより、社会と接点が少な

くなり、貧困と相まって世帯が社会的に孤立する例も少なくない。介護離職者

は労働者などとしてそれぞれのもつ能力を発揮していた社会的な存在であった

という意味で、介護離職は社会的な損失をもたらすものとも言える。 

家族介護をしている人は 698.7万人（2016年）で５年前に比べ 15.8 万人増加

しており、こうした人々を離職させないために、全国いずれの地域においても

介護サービスが確実に利用できるよう、サービス提供体制を確保していくこと

が必要である。そのためには、介護人材を確保するための処遇改善を強力に進

めることが必要である。 

また、やむを得ず離職した人に対して、介護サービスやＮＰＯ、介護者のネッ

トワークなどのさまざまな資源に関する情報提供や、離職者のもつ能力を地域

や職場で生かせるようスキルの把握などにつなげ、再就職支援の契機をつくる

といった支援を行っていくため、介護離職者の登録制度を創設することが求め

られる。 

 

  （４）健康でいきいきくらせるための環境をつくる 

今後長寿化が着実に進むことから、一人ひとりが自己実現可能な豊かな人生

を謳歌できるよう、若い時期から健康の維持・増進に対する意識と関心をもつ

ことが重要となる。 

しかし、生まれながらにして病気や障がいのある人や免疫疾患がある人など、

医療や福祉などの支援が不可欠な人も少なくない。健康の度合いを人間の価値

に置き換えるようなことは絶対にあってはならない。 

労働者にとっての健康の維持・増進には、１日の３分の１を過ごす職場の環

境が大きな要素となる。長時間労働の抑止をはじめ、ワークライフバランスが

確保できる勤務体制の確保、労働安全衛生の強化などが重要である。 

加えて、ふだんからの適度な運動の実践や生活習慣病予防のための保健指導

の確実な実施、栄養改善の取り組みなど、一人ひとりの取り組みに対する積極

                         
25 総務省統計局「就業構造基本調査」 
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的な支援を行政や職場が行っていくことも重要である。 

 

（５）データや新技術の積極活用による効率的な社会保障を実現する 

労働力人口が減少する中にあっても、社会保障を確実に提供していくために

は、効果的な治療法や介護の手法、さまざまな支援の方法を確立することや、効

率化が重要となる。そのために有効なツールと考えられるのが医療・介護等の

データとロボット・センサーをはじめとした新技術の活用である。 

医療機関においては、電子カルテにより医療機関間と介護サービス事業所間、

またこれら相互の情報連携を可能とすることで、災害時に安心の医療が受けら

れるようになるだけでなく、医療・介護間の円滑な連携により、患者・要介護者

およびその家族の負担軽減にもつながり得る。こうした情報を患者自身がアク

セスできるようにすることで、医療の透明化が進み、患者本位の医療の推進に

つながることとなる。 

また、介護や保育などの現場で必要となる記録や、行政に対する申請や報告

などにおいて、できるだけ入力作業が不要となるデータ端末を導入することな

ども有効である。公的年金に係る手続きについてもオンライン手続きに移行さ

せ、実務上のトラブルを減少させていくことが必要である。 

 

３．社会保障機能強化のための基盤整備 

積極的社会保障政策や新たなニーズに対応した全世代支援型社会保障を推進

し、人口減少・超少子高齢社会を乗り越えていくための基盤として、まず（１）

サービスの担い手を確保・育成することが不可欠である。また、（２）国と地方自

治体、市民セクターなど民間などとの役割と責任を明確にした上で、相互の緊密

な連携をすすめるべきである。さらに、（３）マイナンバーと個人単位被保険者番

号の個人情報保護の強化と活用の推進、（４）国民合意による社会保障改革のた

めの「協議の場」の設置が必要である。 

 

（１）医療・介護・福祉サービス提供の担い手の育成・確保 

高齢化と世帯単位の小規模化の進行により、今後、医療・介護・福祉・子ども・

子育て支援のニーズは増大する。しかし、現状においてすでに、特に介護・保育

で、責任の重さに対し処遇が低いことから人材確保難が深刻になっている。医

療分野では、勤務医の長時間労働の改善が課題となっている一方、その改善の

ために、看護職員やその他の専門職の負担増となることも懸念されている。ま

た、さまざまな困難に直面する人への支援をコーディネートするソーシャルワ

ークの専門人材が今後一層重要となるとともに、高齢者や子どもに対する地域

における生活援助や見守りなどを行う人材の育成がすべての地域で進んでいる

とは言い難い状況である。 

今後は、介護サービスが全国いずれの地域でも確実に利用できるとともに、

子ども・子育て支援を充実させ安心して子育てができる体制を確保するため、

特に介護と子ども・子育て支援の分野の人材確保を強力に推し進めることが必

要である。そのため、これらの人材の処遇改善を集中的に行うことが必要であ

る。また、医療の地域偏在および診療科間の偏在を是正するため、医療人材の育

成と配置について一定の強制力を働かせることも必要となる。 

こうした人材を、労働力人口が減少する中で確保していこうとすると、就業
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構造を大きく変えることにもなり得る。しかし、社会保障分野における人材確

保は、あらゆる産業における生産性の向上の度合いなどを踏まえつつ進めざる

を得ない。そのため、今後は、市民や労働者が地域の中で支え合いの活動をする

ことで専門人材の業務と連携していくことが、これまで以上に重要となってい

く。 

外国人材による人材確保は、送り出し国や世界各国の経済状況などに影響を

受けるものであり、安定的な対策とはなり得ない。外国人を専門人材として育

成する観点で受け入れるとともに、外国人材について国内人材と同等の処遇を

確保するための監視が重要となる。また、社会保障分野は対人サービスが主で

あり、また、生命に関わる業務が多いことから、十分な日本語能力のある者に限

ってサービス提供に従事させる必要がある。 

なお、厚生労働省のマンパワー推計（2018 年 5 月）によれば、今後の需要低

下と生産性の向上を考慮した医療人材の必要数は 2018 年の 309 万人から 2040

年には 293 万人に、介護人材は同じく 334 万人から 438 万人に、その他の福祉

人材は 180万人から 204万人に変化するとされる26。 

 

（２）社会保障における国・地方自治体・ＮＰＯなどの役割分担と連携強化 

積極的社会保障政策や新たなニーズに対応した全世代支援型社会保障を実施

していく際には、関係する各主体の役割と責任を明確にし、相互の連携を緊密

にしていくことが必要である。 

 

① 各主体の役割や責任 

ａ）国 

社会保障全体の制度設計、財源確保、情報・統計、全国一律の制度によ

る給付水準の設定、ナショナル・ミニマムの保障（地方自治体等における

実施の支援を含む）と基準設定、医薬品の安全・承認、感染症対策、公衆

衛生等 

ｂ）地方自治体 

 ア）都道府県 

医療・福祉・介護分野の実施機関に関する基盤整備・指導監査・人材

確保、ナショナル・ミニマム保障の実施（市町村の実施するものを除く）、

地域保険の財政運営・指導監査等 

イ）市町村 

現物サービスの実施、地域保険による住民サービスの実施等 

ｃ）社会福祉協議会、非営利法人・団体等 

国や地方自治体の基準・指導の下、医療、福祉、介護、子ども・子育て

支援などを実施（特に、さまざまな困難に直面している人への対応が求め

られる） 

ｄ）営利企業 

国や地方自治体の基準・指導の下、介護、子ども・子育て支援などを実

施 

 

                         
26 厚生労働省「『2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）』に基づくマンパワー

のシミュレーション」 
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② 小規模自治体などにおける実施体制の確保 

人口減少に伴い、過疎地域を中心に自治体による社会保障の実施が困

難になることが考えられる。しかし、社会保障はいずれの地域で生活する

人にも確実に提供されることが求められる。特に社会保険を財源にする

医療・介護分野においては、「保険あってサービス無し」となれば制度の

根幹を揺るがす事態となりかねないものであり、実施体制の確保は極め

て重要である。 

そのため、広域連合制度や一部事務組合など自治体間の広域連携のし

くみを活用するとともに、サービス提供を担う事業者はできる限り協力

することとし、特に社会福祉協議会や非営利法人・団体は協力義務を負う

ものとする必要がある。その際、国と都道府県は、確実な実施のために当

該自治体に対し支援を行うことが不可欠である。 

 

③ 地域の実情を踏まえた分権型社会保障の推進 

社会保障の実施にあたっては、全国いずれの地で生活する人にとって

も不利・有利の差があるべきではない。しかし、それぞれの地域において、

人材、実施機関の配置、財政、習慣、地域組織の機能など資源の状況に違

いがある。また、地域の抱える課題もさまざまである。 

そのため、社会保障に関するサービスの提供に関しては、国がナショ

ナル・ミニマムとしての基準を定めた上で、市町村が都道府県の支援を得

ながら、地域の実情を踏まえた実施体制を確保していくことが重要とな

る。 

 

（３）マイナンバーと個人識別番号の個人情報保護の強化 

医療や介護、福祉などを必要とする人に確実に提供されるとともに、良質で

効率的なサービスの提供が行われるためには、マイナンバーと医療分野で使わ

れる個人識別番号の活用が重要となる。その際、不可欠な条件は、これらの番号

について、個人情報保護が確実に講じられることである。私たちに関する情報

が、いつどこでだれによって利用されているかを私たち自身が把握できなけれ

ば、これらの番号を安心して社会保障分野のさまざまな主体に利活用してもら

うことはできない。 

マイナンバーについては 2015年に導入されて以来、番号の流出による被害は

聞かれない。それは、マイナンバー制度が法律にもとづき非常に厳格な管理の

下、利用機関を限定して利用されているからである。 

一方、医療分野で使用する個人識別番号については、医療保険制度の被保険

者の記号番号を個人単位化し活用することが政府において検討されている。し

かし、被保険者記号番号については、カルテやレセプト、処方せんなどと連結し

得る極めて機微性の高い情報であるにもかかわらず、現行法でその利用範囲や

他の情報との連結などについての規制は存在していない。個人情報保護法によ

って取得や第三者提供の本人同意などが義務付けられているだけである。 

医療分野の個人識別番号の導入にあたっては、自己情報をコントロールでき

るしくみとし、公益を目的とし医療・介護分野に利用範囲を限定することや、他

のデータとの連結に関するルールを定める法令を整備することが不可欠である。 
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（４）国民合意による社会保障改革のための「協議の場」の設置 

社会保障制度に対する国民の信頼を高めるには、どのような政権の下でも、

基本的な制度の方向性は大きく変更すべきでない。そのため、今後の社会保障

制度改革について、政府、各政党が責任あるビジョンを示し、各政党、労使、国

民各層の代表による国民的な「協議の場」を設置し、国民合意の下に着実に改革

を進めていくことが必要である。 

 

Ⅲ．参加型社会保障の推進と労働組合の役割 

 社会保障は支え合い・助け合い（社会連帯）のシステムであり、この連帯こそ労働

組合の原点であり「チカラ」である。その意味で、労働組合と労働運動には、積極的

社会保障と参加型社会保障を推進し、実践する役割を担い、自らセーフティネットの

機能を果たす社会的・歴史的な責任がある。 

 

 社会保障の歴史・源流の一つは、職域における支え合い・助け合いのシステムであ

り、これを社会保険など国の制度に発展させてきたものである。職域から始まった社

会連帯が医療保険、年金保険、雇用保険、労災保険、介護保険の源流であり、属性を

問わず適用する普遍的な「国民皆保険・皆年金」制度へと発展してきた。しかし、拡

大する非正規労働で働く人や就職困難者、稼得機会に恵まれなかった人などの保障に

十分対応できておらず、人口減少・超少子高齢社会においてその課題は拡大すること

が懸念される。 

 まだだれも経験したことのない人口減少・超少子高齢社会を進む今、積極的社会保

障と参加型社会保障を推進し安心社会を実現していくことは、社会連帯を実践してき

た労働組合と労働運動の社会的な役割である。労働組合には、社会の一員としての存

在を再認識し社会に目を向けた運動と活動を強化し、主体的に積極的社会保障と参加

型社会保障を推進していくことが求められる。 

 特に、長時間労働の解消や賃金・労働条件の改善に向けた職場での労働協約の締結

とその同業種・地域への適用の拡張、共済活動など、労働組合によるセーフティネッ

ト機能の強化を自ら取り組むことに加え、地域社会での活動に対し社会的な期待が高

まっている。また、労働組合のセーフティネット機能を広く発揮するためには、あら

ゆる働く人に労働組合に参加してもらえるよう取り組みを進めることが重要である。 

 そのため、次の取り組みを職場、地域、中央の各段階で進めていく。 

 

１．社会保険、子ども・子育て支援など制度運営への主体的参画 

 参加型社会保障を推進するため、各企業などの単位で構成する健康保険組合、

協会けんぽ、労働保険事務組合、共済組合、企業年金基金、日本年金機構、年金

積立金運用、子ども・子育て支援など各種制度の運営に、被保険者・労働者・利

用者・住民代表などとして労働組合が主体的かつ積極的に参画・関与していく。 

 

２．社会保険の完全適用に向けた取り組み 

 パート・アルバイト、派遣社員、契約社員等のいわゆる非正規労働で働く人な

ど、すべての雇用労働者に社会保険を完全適用させる。そのため、事業者単位の

加入に加え、５人未満事業所などを対象にした個人単位での加入方式、事業主負

担の見直し（賃金に一定率を賦課する方式への移行）、中小・零細事業者などの

事務を担う「社会保険事務組合（仮称）」制度の創設に取り組む。これら制度改
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革に加え、労使協議を通じた適用促進の取り組みを進める。 

 

３．労働条件の改善と雇用確保、労働協約の拡張適用の取り組み 

 長時間労働の縮減、育児・介護休業の取得促進、子育て支援の充実、育児・介

護・治療における雇用の継続・確保などワークライフバランス推進、「男性中心

型労働慣行」からの脱却、性別役割分担意識の払拭、障がい者や高齢者の雇用促

進、パート・有期・派遣等の労働者の均等・均衡処遇の確保、外国人労働者の労

働条件の確保・改善を進める。また、自治体、ＮＰＯとの連携などにより地域に

おける雇用創出、子ども・子育て支援サービスの充実などの取り組みを進める。 

 さらに、「３６協定」や企業内最低賃金など労働協約締結を通じ、これら職域

における賃金・労働条件の改善を関連産業・業種・地域への拡張適用（産業別最

低賃金など）により、未組織労働者の労働条件改善につなげる取り組みを進める。

また、労働組合による産業横断的な職業教育、就労支援の取り組み（無料職業紹

介など）など、労働組合がもつセーフティネット機能の強化に取り組む。 

 

４．地域コミュニティの担い手としての参画 

 子どもや子育て世帯、高齢者、さまざまな困難に直面する人に対する支援に取

り組むＮＰＯなどの活動に参加するなど、地域コミュニティの担い手としての取

り組みを進める。その際、構成組織・地方連合会・地協・単組などの取り組み事

例を参考に、労福協や退職者連合、地域の人々などとネットワークを構築しつつ、

労働組合自ら地域での活動に参画していくことが重要である。特に災害時などに

は、労働組合の組織力を生かし救援などの活動に積極的に取り組む。また、社員

向けの保育施設の地域への開放に向けて労使協議を進めるなど、地域社会と職場

をつなぐ取り組みを進める。 

 

 ５．労働者自主福祉活動の推進による互助・共助の強化 

 労働組合による共済活動や全労済・労働金庫などの労働者福祉活動による互

助・共助の取り組みを各業種・地域で拡充・推進し、中小零細企業で働く労働者

やパート・有期・派遣等で働く労働者などに広く普及をはかる。 

 

 ６．社会保障政策の積極的な提言と「社会対話」の推進 

 中央・地方での政策提言の能力と発信力を高め、国や地方自治体との協議、与

野党との政策協議、審議会などへの参画などに積極的に取り組む。 

子ども・子育て、福祉、医療、介護、年金など社会保障政策は国民生活に広範

な影響を与えうることから、その検討にあたっては、政労使をはじめ国民各層の

ステークホルダーによる「社会対話」を通じた合意が極めて重要である。 

 そのため、安定的な財源確保を含めた社会保障制度改革に関する各政党、労使、

国民各層の代表による国民的な「協議の場」の設置とその参画に向けて積極的に

取り組みを進める。 
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Ⅳ．具体的な制度改革の基本方向（各論） 

 

１．子ども・子育て支援 
 

【連合の描く未来】 

① 子どもや子育てが社会から孤立することなく地域等の中に居場所があり、子

どもや子育てを社会全体で支えるという意識が共有されている。 

② 子どもが 1人の人間として、成長できるよう、子どもに関する施策について、

子どもの意思と最善の利益が尊重されている。 

③ 希望するすべての人が普遍的に質の確保された保育サービスを利用でき、ま

た、保育サービスに対して利用者や地域住民等の参加が保障されている。 

 

（１）現状認識と課題 

① 子どもや子育て世帯を取り巻く不安の増大 

ａ）地域住民や親族から子育てに対する協力や助言を得られにくい状況に置かれて

いる子育て世帯が多いことが指摘されている。子育てに対する不安な点として

「きちんとした子供に育てられるか自信がない」や「周囲の協力が期待できな

い」等を挙げる保護者が多く27、精神的不安や孤立感を抱く保護者が一定程度み

られる。また、子育てを通じた付き合いが少ない程、子育てを楽しいと感じる

ときは少ない傾向にある。 

ｂ）男性の育児休業取得率は徐々に上昇しているが、女性の 83.2％に対し 5.1％に

とどまっている。また、性別役割分担の意識は男女ともに薄まりつつあるもの

の、依然として根強く残っており、6歳未満の子どもをもつ夫婦の家事・育児関

連時間を比較すると、妻と夫で約 5．5倍の差がある28。 

ｃ）政府は、2009年に初めて相対的貧困率を集計、公表し、日本に貧困問題が存在

することを認めた。その後、教育や生活、保護者の就労や経済等の支援により、

子どもの貧困率や進学率等に改善は見られたものの、子どもの貧困率は 13.9％

（2015年）にのぼり、ＯＥＣＤ加盟国 34カ国中 29位（2013年）である。子ど

もがいる現役世帯のうち、大人が２人以上の世帯の貧困率は 10.7％であるのに

対し、大人が１人の世帯は 50.8％（2015年）であり、特に母子世帯の貧困の解

消が喫緊の課題である。 

ｄ）児童相談所における児童虐待の相談対応件数は調査開始以来一貫して増加し続

け 13 万件（2017 年）にのぼる。児童虐待に至るおそれのある要因として、望

まぬ妊娠、育児に対する不安やストレス、親族や地域社会からの孤立や経済不

安、配偶者からの暴力等不安定な状況等が想定される。 

ｅ）障がい者と保護者への支援は、障がい者施策、子ども・子育て施策のいずれの

面からも不十分なものとなっている。また、近年は、学習障害（ＬＤ）や注意

欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）、自閉症スペクトラム障害など、学習面や生活の面

で支援を必要とする子どもの数が増えているが、社会的な理解は進んでいない。 

ｆ）家庭や友人関係、将来などに関する不安や学習のつまづき、身体の不調など様々

                         
27 内閣府 平成 26年度「結婚・家族形成に関する意識調査」 
28 内閣府 平成 30年度版 男女共同参画白書 
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な理由を背景に不登校児童は増加している29。また、10 代の死因をみると、自

殺が一定の割合を占めており、全体の自殺死亡率30は減少しているものの、19歳

以下は概ね横ばいであり課題である。 

 

② 保育サービスの質の低下 

ａ）保育サービスの提供にあたっては、安全性と質の確保が極めて重要である。し

かし政府は、保育の質ではなく量の拡充を優先し、保育施設の定員弾力化や面

積基準、園庭の有無、保育従事者の配置基準等の規制緩和を行ってきており、

十分に保育の質が確保されているとは言えない。 

ｂ）2004 年に公立保育所運営費国庫負担金が保育所運営に使途を限定しない地方

交付税とされて以降、地方財政の厳しさもあり、公立保育所の保育士等の非正

規化が進んだ。また、民間保育所においても、保育士等の平均勤続年数は 10年

程度であり、保育や子育て相談に関する専門的な技術や経験を有する職員が少

なくなっている。 

ｃ）保育士の年収は全産業平均と比較して 150万円以上低い水準にあり、保育士と

しての就職を希望しない理由として「賃金が希望と合わない」「休暇が少ない、

取りにくい」などが大半を占める。放課後児童支援員の年収は同じく 220 万円

以上低く、また、非常勤職員が常勤職員を上回る状態にある。保育士と全職種

の有効求人倍率の乖離は拡大し、放課後児童クラブでは、放課後児童支援員の

確保が全国的な課題となっている。 

ｄ）現在、保育施設等への監査結果や人件費比率がわかる財務情報等は公表が義務

づけられておらず、また保育施設等による評価の受審、結果の公表は努力義務

に留まっている。また、監査は法令遵守の確認、評価は保育所保育指針に沿っ

ているかの確認が中心であり、子どもの発達の面からの質に関する監査や評価

は行われていない。 

ｅ）保育所保育指針の解説は「様々な研究成果の蓄積によって、乳幼児期における

自尊心や自己制御、忍耐力といった育ちが大人になってからの生活に影響を及

ぼすこと等が明らかとなってきた」と示している。また、アメリカの国立研究

所31からは、保育者の配置比率が高く、保育者の専門性が高い保育を受けていた

子どもは、そうでない子どもよりも言語理解能力等が優れていたとする調査結

果を発表されている。 

ｆ）このように、乳幼児期の教育の重要性や保育従事者の質や専門性と子どもの発

達との関連性について指摘がされているが、保育従事者の処遇や職場環境、研

修の内容やその機会等は不十分である。 

 

③ ニーズを充足していない保育サービス 

ａ）現在、保育需要の増加に受け皿整備が追いつかず、保育所や放課後児童クラブ

等の待機児童は、地域差があるものの 2 万人前後を推移している。今後、少子

化により保育サービスを利用する子どもの数は減少が見込まれるが、一方、保

護者の就業率の上昇により、保育需要は当面増加が見込まれる。 

                         
29 起立性調節障害などの児童が増加している 
30 10万人当たりの自殺者数 
31 2006年 1月アメリカ国立小児保健・人間発達研究所(NICHD)は研究成果を出版 
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ｂ）保育需要の増加に対して、幼稚園から認定こども園への移行によって対応する

ことが考えられるが、幼稚園の認定こども園への移行率は約 4 割に留まってい

る。 

ｃ）若年世代における非正規雇用者は約 3割（2017年）おり、こうした世代は子育

て世帯と重なるため、短時間勤務の掛け持ちや勤務場所が家庭である等の理由

によって、保育サービスが利用しにくい等の問題が生じている。保護者の就労

状況等にかかわらず利用できる多様な保育サービスの提供が求められる。 

ｄ）諸外国では、保育サービスに対して保護者の参画を促進することで保育の質の

向上をはかる動きがみられるが、日本では、利用者や地域住民がその運営や評

価などに参加する仕組みは極一部の施設で行われているものの、拡がりはみら

れない。 

 

④ 見通しの立たない、子ども・子育て支援政策の財源確保 

ａ）現在、子ども・子育て支援政策の財源は主に税金と事業主拠出金により賄われ

ている。子ども・子育て支援新制度実施にあたり、1 兆円超程度の財源が必要

とされ、政府はその確保に最大限努力するとしている。しかし、消費税増税に

よる 0.7 兆円の財源とは別に、保育の質の向上分として確保するとされた 0.3

兆円超について、確保の見通しは立っていない。 

ｂ）子育てに対する負担・不安な点として、0～15 歳の子どもがいる 15～39 歳の

保護者の半数以上が「子育ての出費がかさむ」を挙げている32。政府は 2019年

10 月より、3～5 歳のすべての子どもと、0～2 歳の住民税非課税世帯への幼児

教育・保育の無償化を実施することとしている。しかし、待機児童が解消して

おらず、無償化の恩恵が受けられない非利用者にとって公平感を欠く仕組みと

なっている。また、指導監督基準を満たさない認可外保育施設を無償化の対象

とされ、保育の質が担保されていない等の課題をはらんでいる。 

 

（２）改革に向けたアプローチ 

① 未来をつくるため子どもや子育てを社会全体で支える 

ａ）すべての子どもと保護者（妊娠期の者を含む）が、切れ目のない総合的な子ど

も・子育てサービスを受けることができるよう、「子ども・子育て総合支援セン

ター（仮称）」を創設する。「子ども・子育て総合支援センター（仮称）」は市区

町村ごとに最低 1 ヶ所ずつ設置し、乳幼児期から思春期、青年期に至るまでの

すべての子どもとその保護者があらゆる相談・支援サービスをワンストップで

受けられるとともに、アウトリーチ33機能を有する機関とする。「子ども・子育

て総合支援センター（仮称）」には専門機関も参画する。また、地域住民や地域

の労使など様々な関係者が運営に参画する体制を整備する。 

ｂ）性別にかかわらず仕事と子育ての両立がしやすくなるよう、長時間労働の是正、

育児休業や短時間勤務等の支援制度の充実に企業や労働組合が積極的に取り組

むとともに、社会全体で性別役割分担意識の払拭に取り組む。 

ｃ）子どもや子育て世帯と地域を繋ぐ取り組みとして、子ども食堂34のような居場

                         
32 厚生労働省「人口減少社会に関する意識調査」（2015年） 
33 援助が必要であるにもかかわらず、自発的に申し出をしない、できない人々に対して、公共機

関などが積極的に働きかけて支援の実現をめざすこと 
34 地域のボランティアが子どもたちに対し、無料又は安価で栄養のある食事や温かな団らんを提
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所を地域に創設する。その際、特定の子どもを対象とするのではなく、地域の

すべての子どもや保護者等に開かれた場所とする。 

ｄ）子どもの貧困への対策として、子どもがいる低所得世帯に対して、経済的負担

の軽減を強化するとともに、これらの世帯が支援サービスに繋がるための情報

アクセスの支援等を充実させる。特に所得が低い傾向にあるひとり親家庭に対

して、保護者への就労支援や就労継続のための生活支援を充実させる。 

ｅ）子育てを孤立させないため、妊娠中の女性（プレママ）やそのパートナーであ

る男性（プレパパ）が早期に地域の支援サービスと繋がるよう周知を徹底し、

相談支援など子育て中の保護者に対する支援を充実する。子育ては社会全体で

支えるものという認識や子育ての喜びを広く社会で共有する。 

ｆ）いかなる場合であっても子どもに対する体罰を禁止する法律を制定し、児童虐

待のない社会を実現する。 

ｇ）社会的養護を必要とする子どもに関して、子どもの意思を尊重しつつ、安定的

な養育環境の確保に向け、里親や養子縁組等の活用をすすめる。併せて、家庭

的な環境と一定のプライバシーを保護するために児童養護施設等の設置・運営

基準を改善する。 

ｈ）障がい児とその保護者への支援は、子ども・子育て施策の一環と位置づけ、「合

理的配慮」を前提として、普遍的に行う仕組みとする。また、発達障害につい

ては、社会全体の理解を深めつつ、その特性に応じた支援を行う仕組みを構築

する。 

 

② 保育の質を確保し、子どもの権利を保障する 

ａ）保育の質の確保にあたって最も重要なのは専門職である保育士や幼稚園教諭、

放課後児童支援員などの人材であることから、保育従事者の全産業平均との賃

金格差を早急に是正し、復職支援の強化等を進める。 

ｂ）あらゆる機関において子どもの権利を保障するため、市町村単位で子どもオン

ブズパーソン35制度を設け、子どもの救済、制度やサービスの運営の改善につな

げる。 

ｃ）子どもオンブズパーソン制度は、子ども本人からの相談を受ける機能も有する

ものとし、子どもが自分に関係のあることについて自由に意見を表す権利（子

どもの権利条約第 12条）を保障する。 

ｄ）保育施設等やサービスにおいては、施設の利用者や地域住民等が運営に参画す

る体制を整備し、保育の質の確保の観点を重視して、保育施設等の設備に関す

る基準の遵守状況等のチェックと評価を行い、改善につなげる。 

ｅ）自治体による保育施設等への監査の結果を施設単位で公表することを義務化す

る。また、保育施設等に対し、第三者機関による評価結果や施設の財務情報等

の常時公開を義務づける。 

ｆ）保育の質の評価にあたっては、減点方式や施設間の競争を生じさせるものでは

なく、現場を支援する観点で行う。 

ｇ）知識や技能、思考力、判断力、表現力の基礎や学びに向かう力、人間性といっ

                         
供する取り組み 
35 子どもの利益の養護者および代弁者。行政から独立した機関であり、行政に対する調査権限等

を有し、調査に基づいて勧告や意見表明を行う。子どもの人権侵害に対する救済や人権擁護のた

め必要な制度の改善等を行う。子どもの人権に関する専門家等で構成される。 
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た、子どもが生涯にわたる生きる力の基礎を培えるよう、保育従事者の専門性

を高める研修を徹底する。 

ｈ）保育従事者が研修を受講できるよう、代替人員の確保や研修開催場所の工夫、

開催回数を増やす等の支援を行う。 

ｉ）保育従事者が子どもに対して応答的な関わり方をすることが、子どもの発達に

おいて重要であることを踏まえ、職員配置基準を改善する。 

ｊ）保育従事者が子どもの発達に影響を与え、子どもの生涯にわたる生きる力の基

礎を育む存在であることを周知し、保育従事者の専門職としての社会的認識を

広める。 

 

③ 柔軟な保育サービスを確保するとともに、経済的負担を軽減する 

ａ）希望する誰もがいつでも質の確保された保育サービスを受けられる体制を確保

する。 

ｂ）今後見込まれる保護者の就業率の上昇による保育需要の増加へ対応するよう、

また同じ地域ですごす子どもが同じ教育・保育をうけられるよう、さらに幼保

一体化を推進する。 

ｃ）保護者の経済状況や生活環境等にかかわらず、すべての子どもへ成育環境が保

障される機会の提供、保護者の経済的負担の軽減、貧困の連鎖の解消による経

済社会の活性化36をはかる観点から、子どもが保育所等の施設を無償で利用で

きるようにする。 

ｄ）保育の必要性の認定において就労要件を撤廃し、短時間就労時やレスパイトケ

ア37としての利用等を可能とする。 

ｅ）放課後児童クラブ等の就学後の保育サービスは、希望すれば誰でも利用できる

よう、子ども・子育て支援法上の給付として位置づけ、施設や人員配置等の最

低基準を法制化し、保護者が安心して子どもを預けることができるような体制

とする。 

ｆ）保護者がゆとりをもって仕事と生活が両立できるよう、働き方・働かせ方を見

直すとともに、必要に応じて病児・病後児・延長・夜間・休日保育や一時預か

り事業等の多様な保育を整備する。 

ｇ）市町村における保育の必要性の認定や利用調整、施設における事務や保護者と

の連携等においてＩＣＴを活用し効率化をはかる。 

ｈ）保護者、地域のそれぞれの資源を保育施設の運営に活用する。 

  

                         
36 ＯＥＣＤは「全ての子供に質の高い早期幼児教育・保育を受ける機会を与えることが、将来

的な技能開発の基礎となり、社会的流動性を高め、包摂的成長を支えることになる」と指摘して

いる。（2017年 6月 21日） 
37 乳幼児や障がい児・者、高齢者などを在宅でケアしている家族の一時的な休息のための支援 
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２．社会的セーフティネット 
 

【連合の描く未来】 

① 子どもから高齢者まで様々な世代の人々や障がい者・外国人など、だれもが

かけがえのない存在としてお互いの多様性や差異を認めつつ、さまざまなつ

ながりを持ちながら共生し、社会的孤立のない社会が実現している。 

② 生活の安定を損なうさまざまな事態が生じた場合にも、生活保護制度や生活

困窮者自立支援制度といった事態に応じた重層的セーフティネットを利用す

ることで、すべての人が健康で文化的な生活を送り、就労や仕事を通じて自

立と参加を実現することができる。 

③ アウトリーチを中心とした生活困窮者自立支援制度の包括的な相談体制を入

り口として、複合的課題をかかえる人や制度の狭間にいる人などを支援につ

なげることで、人が人を支える仕組みが構築され、これらの仕組みとさまざ

まな地域資源とがつながり循環しながら共生社会が実現している。 

④ 税による所得再分配機能の強化等により、格差の拡大・固定化をくいとめ、貧

困の連鎖をたちきり、貧富の差を縮小することで、中間層が拡大している。 

⑤ 公的賃貸住宅・空き家の活用や住宅確保給付金等、公的な居住保障の仕組み

のさらなる充実により、だれもが住居を確保し安心して暮らすことができる。 

 

（１）現状認識と課題 

  すべての人にとって、自己の能力を最大限に発揮し、個性をいかしていきいきと

働き暮らしていくということは、人生の充実の観点から非常に大切なことだ。 

  しかし、働き暮らしていくうえでは、失業や病気、家族の死亡や介護、事故・災

害などさまざまな困難や課題に直面する。それまで当たり前だった日常がある日一

変し、日々の営みの土台が揺らぐことがありうる。介護と育児のダブルケアなど、

多種多様な分野の課題が絡み合っていたり、世帯内で複数の課題を抱えたりして、

横断的かつ複合的な支援を必要とする状況に置かれることもある。これまでは地域

や家族などのつながりの中で対応されてきた課題も、急速な人口減少と高齢化、家

族形態の変化などにより、解決することが困難な状況になっている。 

  

 ① 増加する非正規雇用 

   総務省労働力調査（2018 年 10 月分（速報））によると、非正規の職員・従業

員数は 2,156万人と、前年同月に比べ 115万人増加した。役員を除く雇用者に占

める非正規雇用で働く者の割合は 38.0％となり、高水準が続いている。 

JILPT 調査38によると非正規雇用での労働を選択した理由は「自分の都合のよ

い時間に働けるから」との積極的理由が多く挙がる一方で、「正規で働ける会社

がないため」との消極的理由も少なからず挙げられている。なかでも就職氷河期

世代といわれる 35～44 歳ではその回答割合が 42.7％と高い。不安定な雇用と低

賃金で生活するワーキングプアの問題は現役期の不利益だけでなく、生涯を通じ

た不利益につながる。高齢期を見据えた社会保障の観点からも対策が求められる。 

 

② 家族形態の変化と地域のつながりの希薄化 

                         
38 JILPT（2015）「日本人の職業キャリアと働き方―JILPT『職業キャリアと働き方に関するアン
ケート』調査結果より―」 
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   日本の世帯数は 2018 年時点で 5,389 万世帯であるが、65 歳以上の者のいる世

帯のうち、単身世帯が 26.4％39を占めるなどその割合が増加している。生涯未婚

率の上昇により、中年層でも単身世帯が増加している。今後も高齢者数の増加に

伴い、特に社会保障ニーズの高い単身や認知症の高齢者世帯の大幅な増加が見込

まれている。 

   また、地域のつながりが 10 年前と比較して「弱くなっている」「やや弱くな

っている」と回答した者が 35.8％存在したとの調査結果40があり、その理由とし

て「少子高齢化や人口減少」「人々の地域に対する親近感の希薄化」が挙げられ

た。これまで家族機能を補い、ともに支え合ってきた地域社会が崩壊しつつある。

従来は家族内や地域における自助努力で解決してきた課題にどのように対応す

るかが求められている。 

 

 ③ 生活保護を受ける高齢者世帯の増加、格差の拡大・貧困の連鎖 

   生活保護受給者数は 2018 年 7 月分概数で約 210 万人となっており、2015 年 3

月をピークに減少に転じた。一方、単身世帯が多い高齢の生活保護受給者が増加

しているため、受給世帯の全数は増加傾向を続けており、同月概数で約 164万世

帯となった。生活保護制度は「最後の砦」だが、ミーンズテストや申請保護の原

則などにより捕捉率が低く、必ずしも十分な活用がされていない実態にある。 

相対的貧困率41はここ数年横ばい状態が続いているが、世帯主年齢別に見ると

30歳未満と 65歳以上の貧困率が高い。ひとり親世帯の貧困率は依然として 50％

を超えており、精神的・経済的窮乏状態は貧困の連鎖へのトリガーとなりかねな

い。 

 

 ④ 生活困窮者自立支援制度における任意事業実施割合のばらつき 

既存の制度では十分に対応できなかった者に対する自立に向けた包括的な支

援を行うことを目的として、2015 年 4 月、生活困窮者自立支援制度が創設され

た。制度の対象となり得る者として、福祉事務所来訪者のうち生活保護に至らな

い者の約 30万人（2017 年）、ひきこもり状態にある者や多重債務者などが挙げら

れる。 

生活困窮者自立支援制度の任意事業の実施自治体数は増加傾向にあるものの、

都道府県別の実施割合に大きなばらつきがある。今後、制度の本旨を踏まえ機能

を発揮していくためには、事業の質の改善や地域差の平準化をはかることが必要

である。そして、ソーシャルワーク42を中心とした相談支援体制を整備すべく、

相談員や支援員の人材確保・養成が必須となる。 

 

 ⑤ 高齢期や失業時の住まい確保の困難さ 

   住居は、財産や生命・身体を自然災害等から防御する役割にとどまらず、家庭

                         
39 厚生労働省（2017）「国民生活基礎調査」 
40 厚生労働省「平成 27年版厚生労働白書」 
41 一定基準（貧困線）を下回る等価可処分所得しか得ていない者の割合。 
42 社会福祉援助のことであり、人々が生活していく上での問題を解決なり緩和することで、質の
高い生活（ＱＯＬ）を支援し、個人のウェルビーイング（※）の状態を高めることを目指してい
くこと（日本学術会議社会福祉・社会保障研究連絡委員会報告書）。 
※ウェルビーイング（well-being）とは、個人の人権の尊重を前提に自己実現の促進を目的とし
た積極的でより権利性の強い意味合いを含んだものとして理解されている。 
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生活を営み、地域社会とつながりを持ちながら生活する拠点としての重要な役割

を有する。持ち家政策が中心に進められてきたこともあり、高齢になって民間の

賃貸物件に入居しようとしても連帯保証人等の問題により、住居確保が困難とな

るケースが多い。また、失業した場合等で、家賃が支払えず、退去を求められ、

次の仕事を探そうにも住所がないがために求職活動が困難に陥る事態もある。生

活困窮者自立支援制度の住宅確保給付金は再就職までの一時的な支援という性

格が強い。2017年 10 月に「新たな住宅セーフティネット制度」が開始されたが、

制度の認知度が低く、登録件数が少ないなどの課題も見受けられる。制度の周知

とともに、住宅確保要配慮者43のニーズの的確な把握が求められる。 

 

 ⑥ 増加する「生活者」としての外国人労働者等との共生 

   外国人労働者数は年々増加傾向にあり、2018 年 10 月末時点で 1,460,463 人と

なっている。また、2018 年 1月 1日時点で、住民登録を基にした総務省の人口調

査によると、外国人住民は 2,497,656人と昨年より 174,228人増加した。 

   共生施策に関してはさまざまな課題がある。日本語教育では地方公共団体の行

う外国人児童生徒等への支援体制整備やその財源確保が課題となっている。防災

対策では、地域において外国人被災者への情報伝達が十分になされていないとの

声がある。同じ「生活者」として、貧困の連鎖を防止し、安心して暮らしていけ

るよう環境整備が必要となる。外国人労働者をはじめ、日本の地域社会で住み暮

らす外国人との共生社会の実現が求められている。 

 

（２）改革に向けたアプローチ 

生活上の困難に直面したときややむを得ない事情で働けなくなったときに、公的

支援制度の狭間に陥ることなく、安心して社会的セーフティネットを利用すること

で、生活が保障されふたたび働くことができるようにするためには、重層的な制度

の構築が必要不可欠である。2015年 4月に生活困窮者自立支援制度が始動し、社会

保険・労働保険、生活困窮者自立支援制度、生活保護制度の三層からなる社会的セ

ーフティネットが構築された。今後は、各層のさらなる充実・強靱化をはかるとと

もに、生活困窮者自立支援制度が軸となり既存の社会保障制度との連携を強くしな

がら、困難に直面したそれぞれの者が抱える課題に対応したオーダーメイド型支援

を可能にする社会的セーフティネット体系の実現が求められている。 

また、すべての人の生存権と尊厳ある暮らしを保障するため、だれもが安心の住

まいを確保できるよう、質の伴った住宅セーフティネットの構築が欠かせない。 

そして、生活困窮者自立支援制度を基軸とする個の支援と地域コミュニティの活

性化という面の強化との一体的推進が重要となる。住み慣れた地域を基盤にしたつ

ながりを再構築し、地域の伴走者を増やすことで、社会的孤立や生きづらさを感じ

ることなく、誰もが居場所を有して自分らしい生活を送ることができる共生社会の

実現が急務である。 

 

① オーダーメイド型支援を可能にする「社会的セーフティネット」体系の実現 

                         
43 ①低所得者、②被災者、③高齢者、④障がい者、⑤子育て世帯、⑥その他住宅の確保に特に配

慮を要する者として国土交通省令で定める者。⑥としては、外国人、中国残留邦人、児童虐待被

害者、ハンセン病療養所入所者、DV被害者、海外からの引揚者、犯罪被害者、更正対象者、生

活困窮自立支援対象者等を定めている。 
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ａ）第 1層のセーフティネット 

  ア）雇用労働環境の変化などに対応するワークルールを整備・確立するとともに

積極的雇用政策をさらに推進する。 

イ）社会保険・労働保険の完全適用および給付改善をはかる。 

ウ）日本に居住するすべての者が高齢期における一定水準の所得保障を確保する

ため、所得比例年金が低額である者に対しては、最低保障年金を支給する（「6．

年金・所得保障」参照）。 

 

 ｂ）第 2層のセーフティネット 

  ア）生活困窮者自立支援制度における各任意事業の必須事業化と一体的実施をは

かるとともに、事業の質の改善を行う。また、好事例の横展開を進めるなど、

地域差の平準化をはかる。これらに対する財源を確保する。 

    イ）生活困窮者の相談・把握を「入口」として、早期の支援につなげるべく、ア

ウトリーチ手法を中心にさまざまなチャネルを活用した包括的かつ持続的な

相談支援体制を整備する。そのために、相談員や支援員の人材確保・養成を積

極的に進めるとともに、これらの者の雇用の安定と処遇改善をはかる。 

    ウ）「働くことを軸とする安心社会」の実現に向けて、求職者支援制度をはじめと

する他の就労支援関連施策との整合性や連続性がはかられた生活困窮者就労

準備支援事業を再整備し、本人の事情や状況に応じた息の長い本人伴走型の就

労支援を強化する。 

    エ）就労困難者を就労へと橋渡す求職期間中の住居と生活を保障するための制度

（「住居・生活保障制度」）を創設する（後掲【居住保障Ⅱ】参照）。 

 

 ｃ）第 3層のセーフティネット 

  ア）生活保護は権利であることを明確にし、「生活保障給付」制度によるセーフテ

ィネットの再整備を行う。 

具体的には、ⅰ）「生活保障給付」は「健康で文化的な最低限度の生活」を営

むために必要な保護基準とする、ⅱ）不適切な給付抑制を排除し、給付基準を

法定化する、ⅲ）補足性の原則を前提に資産調査を適切に実施し、給付期間は

定めない、ⅳ）本人への継続的な支援という観点を踏まえ、第 2層と第 3層と

を連続的に機能させていくことなどを内容とする。 

  イ）幅広い事案に総合的に対応するため、ケースワーカー（生活保護担当職員）

を増員し人員体制の充実をはかるとともに、これらに対する財源を確保する。 

 

 ｄ）新たな横断的セーフティネット 

  ア）生活困窮者自立支援制度（第 2層）と生活保護制度（第 3層）とも組み合わ

さる「住宅支援制度」（後掲「住宅セーフティネット」参照）と「医療・介護費

補助制度」を整備する。 

 

 ｅ）所得再分配機能の強化 

  ア）拡大する所得格差やその固定化や貧困の連鎖を是正するために、税による所

得再分配機能を強化するとともに、社会保険においても所得再分配を行う。ま

た、制度単位ではなく家計全体をトータルに捉えて、医療・介護・保育・障が

いに関する自己負担の合計額に上限を設定する「総合合算制度」を導入する。 
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ｆ）支援の担い手の育成 

ア）ソーシャルワークの実践などにより、地域における生活上の課題をすくい上

げ、相談者の自立に向けたオーダーメイド型支援を行う人材の育成・確保を進

める。 

イ）地方連合会・地域協議会、地域の労働組合が一体となり、地域の実態に応じ

た社会活動参加を推進する（後掲「地域コミュニティの活性化」参照）。 

 

② だれもが住居を確保し安心して暮らせる社会の実現 

ａ）自立の基盤となる質を伴った住宅セーフティネット44の構築 

  ア）人間の尊厳と生存の確保のため、「居住の権利」を基本的人権として位置づ

ける。 

  イ）公的賃貸住宅45をリノベーション等による老朽化対策を講じたうえで活用す

る。また、居住ニーズと住宅ストックをマッチングさせ、全国にある空き家を

積極的に活用する。 

  ウ）だれもが住居を確保し、安心して暮らせるよう、住宅確保要配慮者や離職に

よって住居や生活に困っている者のそれぞれニーズを踏まえた家賃補助と現

物サービスの組み合わせによる住居の確保を強力に推進する。 

    具体的には、ⅰ）生活困窮者自立支援制度における住宅確保給付金の支給要

件の緩和や支給期間の延長、ⅱ）新たな住宅セーフティネット制度をより活用

すべく、制度を積極的に周知するとともに登録手数料の平準化や居住支援協議

会による支援強化等を行ったうえで、以下の制度を創設する。 

    【居住保障Ⅰ】就労困難者や高齢者に対する住宅補助制度の創設 

 住居を失った人や失うおそれのある者が一定基準以下の所得であると

きに住居の現物支給ないし家賃補助等を行う。支給水準は、最低居住面

積基準を勘案し、収入に応じて逓減するものとし、年収要件を設けたう

えで期限は定めない。 

    【居住保障Ⅱ】求職期間中の居住・生活保障制度の創設 

 求職後も生活基盤を確立することができるようになるまでの居住・生活

保障として、長期継続性のある家賃補助制度を創設する。 

       

ｂ）安心の住まい確保に向けた居住環境の改善 

  ア）個人の尊厳を重視し、介護保険施設や社会福祉施設等の居住環境の抜本的な

改善をはかる。 

具体的には、ⅰ）高齢者に関して、住み慣れた自宅での生活を基本としつつ、

やむを得ず施設に入所する場合には、個室ユニットを基本とする（「4．介護・

高齢者福祉」参照）。ⅱ）老人福祉施設、障がい者支援施設、母子家庭支援施設

等の入所施設については、必要な介護や介助のための環境を勘案しつつ、住環

境基本計画の最低居住面積水準46を踏まえ、居住環境の向上をはかる。 

                         
44 住宅市場の中で独立では住宅を確保することが困難な方々が、それぞれの所得、家族構成、身
体の状況等に適した住宅を確保できるような様々な仕組み。 
45 2016年度末時点で公営住宅の管理戸数は全国約 216万戸。 
46 世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎として不可欠な住宅の面積に関する水
準。単身者は 25㎡、2人以上世帯では 10㎡×世帯人数＋10㎡とされる。 
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③ 互いに認めあう共生社会の実現 

ａ）地域でつながるまちづくり 

ア）地域の実情に留意しつつ、公務の多様な人材やＮＰＯなどの民間団体やサー

クル、労働組合など、地域の社会資源を活用しながらコンパクトなまちづくり

等の政策との連携をはかる。また、過疎化や高齢化の進行による買い物弱者の

増加については、宅配ネットワーク維持のための「小さな拠点47」の形成など、

持続可能な買い物環境の確保に向けた仕組みを構築する。 

イ）共助型共同居住や外国人留学生向け共同居住、新たな住宅セーフティネット

制度を活用した共同居住用への改修、居住支援協議会への市町村の参画推進等、

セーフティネット住宅を活用したまちづくりを推進する。 

ウ）安定的に地域で暮らし続けていくために、社会的孤立などにより緊急連絡

先の確保に困難を生じている者に対して、地域のつながりを活用した相互の

見守り・支え合いを行う。 

     

ｂ）地域コミュニティの活性化 

  ア）相談のたらい回しを防ぐとともに、相談者が迷わず容易に抜け漏れなく必要

とする行政サービスにたどり着くことができるよう、行政サービスのワンスト

ップ化を進める。 

  イ）地域ごとに担当者を集めたセンターや集まる場を設置するとともに、チーム

アプローチ体制を構築するため、問題発見と対応策開発を担う人材（地方自治

体職員、社会福祉協議会職員、ＮＰＯ団体職員等）の確保・養成を行う。 

  ウ）生活者としての外国人に対する日本語教育や公共サービス、多文化理解等

の共生施策を進めるとともに財源を確保する。 

  エ）「職域における助け合い」を「地域における助け合い」へと広げ、地域コミュ

ニティの一員として、地域に根ざした労働組合としての取り組みを進める。 

 

ｃ）「つなぐ社会基金」の創設 

  ア）縦割りの公的支援制度を横断・連携し、さらに共生社会づくりへとつなげて

いくべく、一般財源のもと、都道府県単位で「つなぐ社会基金」を創設し、地

域の居場所づくりや地域コミュニティの活動等を行う。 

 

  

                         
47 過疎地の中で基幹となる集落に、住民の生活に必要な生活サービス機能の集約化と周辺集落と
のネットワーク化を進める施策のこと。 
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３．医療保障 
 

【連合の描く未来】 

① 地域偏在と診療科偏在が解消し、すべての人へ医療アクセスが保障されている。 

② 患者の状態像に応じた必要な医療が効率的に提供されている。 

③ 患者の意思決定や知る権利が保障された、患者本位の医療が実践されている。 

④ すべての人が負担可能な負担で利用し続けることのできる持続可能な医療保

険制度が構築されている。 

⑤ 予防・健康づくりに向けた取り組みが広く浸透し、国民全体が健康を通じた幸

福を追求することができる。 

 

（１）現状認識と課題 

 ① 拡大する医師・診療科の偏在 

地域における医師数や病床数、診療科別医師数には明らかな偏りが認められる。

例えば診療科別の医師数をみると、多くの診療科で医師数が増加していることに

対し、産科・産婦人科や外科などはほぼ横ばいで推移している48。また、人口 10

万人に対する病床数をみると、全国平均が約 1,227床であるのに対し、もっとも

多い県では約 2,545 床と 2倍以上の差がある49。 

こうした中、急性疾患時の救急搬送にかかる搬送時間は死亡率や治療予後の生

活水準に影響を及ぼすことが指摘されている50が、一方で勤務医・医療従事者が

働く医療現場は逼迫している。医療の偏在は、国民生活の安心の基盤を揺るがす

ものであり、公的社会保険制度における公平な給付を確保する観点から、早急に

是正しなければならない。 

これまで、医学部定員の大幅増員や地域枠の拡大、地方などでの勤務経験を評

価する仕組みの創設などの対策が講じられてきたものの、いまだ医療の偏在は是

正されていない。医師・診療科の適正配置や不足している診療科の労働条件改善

に向けたより実効性ある取り組みを推進するため、行政の権限強化も含め、実効

性ある施策が求められる。 

 

 ② 高齢化のさらなる進展による疾病構造の変化 

高齢化はますます進展し、国立社会保障・人口問題研究所の推計では 65 歳以

上人口の比率は 2035 年に 32.8％に達するとされる51。これにともない疾病構造

も変化し、入院医療における回復期・慢性期の需要は急速に高まる。また、在宅・

訪問診療や介護の需要が高まるとともに、医療機能の分化や連携、切れ目ない医

療・介護連携の強化がいっそう重要となる。こうした変化に対し、地域の実態や

特性に応じて医療提供体制が整備されるよう、行政が責任と権限をもって改革を

推し進める必要がある。 

 

 ③ いまだ埋まらない情報の非対称性 

患者と医療提供者の情報の非対称性は大きく、安心・信頼で患者本位の医療を

                         
48 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調査」より。 
49 厚生労働省「平成 29年医療施設（静態・動態）調査・病院報告」より。 
50 鮎川ら（2006）など。 
51 国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29年推計）」より。 
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実現するためには、患者の尊厳や知る権利を確保するための適切な情報公開や、

患者・家族が病状や治療について十分に理解し合意するインフォームドコンセン

トのプロセスを通じた双方の信頼関係の構築が不可欠である。また、カルテ・レ

セプトなどの開示の徹底、すべての医療機関における診療明細書の完全無料発行

などをいっそう推進すべきである。加えて、今後の高齢化にともない終末期医療

の需要が急速に高まることが見込まれるが、患者本位で家族等も納得できる最期

を迎えることのできるような体制を整備しなければならない。 

 

 ④ 求められる高齢者医療制度の抜本改革 

足元の医療費は 39.2 兆円（2018年度）に達し、政府の推計52では 2040 年度に

70 兆円弱にまで達することが推計されている上、医療の高度化や高齢化によっ

て当面の医療費は増加の一途を辿ることが見込まれる。一方、人口構造の変化か

ら保険料負担の担い手が減少している中、現役世代による高齢者医療への拠出金

負担は増大し続けており、医療保険制度の持続可能性が危ぶまれる状況にある。

皆保険を堅持し、国民生活の安定と発展を実現するためには、高齢者医療制度の

抜本改革によって負担能力に応じた負担のあり方へと早急に再構築しなければ

ならない。 

 

⑤ 寿命の延伸、予防・健康づくりの重要性の高まり 

超長寿社会に向かう我が国にとって、健康寿命の延伸に向けた予防・健康づく

りの取り組みは、国民の幸福追求の観点などからいっそう重要性を増していく。

「日本では 2007 年に生まれた子供の半数が 107 歳より長く生きる」とする研

究53も存在する。退職等の後の第二、第三の人生も含めた長い人生プランを描い

ていく上で、若年期から自らの健康や医療に関心をもつことが、自己実現を可能

とし豊かな人生をおくることにつながる。個人がそれぞれの特性や環境に応じて

予防・健康づくりへ能動的に取り組みやすい仕組みづくりや、保険者がより積極

的に保健事業に注力できるような施策が求められる。 

 

（２）改革に向けたアプローチ 

① 患者本位の医療提供体制 

ａ）地域偏在と診療科偏在の解消 

ア）医師免許は 5～10年ごとの更新制とし、研修体制を充実する 

イ）初期医療を担う「家庭医(仮称)」と機能別医療機関による連携体制を確立す

るため、診療所や中小病院を「家庭医（仮称）」として制度化し、初期医療か

ら高次医療に至る医療機関の機能分担を明確化し、その相互連携をはかる。 

ウ）「家庭医(仮称)」は、24時間の緊急応需体制を複数医による連携や地域の他

医療機関との連携体制を構築することで確保しており、かつ訪問診療を行う総

合診療専門医であることを要件とする。 

エ）専門医療の質を確保する観点から、診療所の開設・保険指定時における標榜

科は専門医認定や一定の研修を受けた診療科に限ることとし、現在の自由標榜

                         
52 内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の

素材）－概要－」（2018年 5月 21日）より。 
53 Human Mortality Database, U.C. Berkeley(USA) and Max Planck Institute for 

Demographic Research(Germany) 
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制は廃止する。 

オ）地域における医師の偏在を是正するため、都道府県毎に国が定めた医師数の

目安を超える地域での保険医の登録について、地方厚生(支)局は登録を行わな

いこととする。なお、病院勤務医は制限に含めない。 

カ）地域における診療科の偏在を是正するため、都道府県毎の診療科別医師数を

もとに、国は各圏域の人口等を勘案しつつ診療科別医師数の目安を定める。目

安を超える診療科の新規開設・指定申請に対し、地方厚生(支)局は指定を行わ

ないこととする。なお、(オ)の登録医師数が管内の目安を超えていた場合であ

っても、当該診療科の医師数が管内の目安を下回っていた場合には指定を行う。 

キ）在宅医療や訪問看護の拡充やドクターヘリのさらなる整備、オンライン診療

の普及等により、離島、へき地、過疎地域における医療アクセスを保障する。

また、離島、へき地、過疎地域の医師の働きやすい環境整備に向けた支援を行

う。 

ク）医療機関における働き方改革を実現し、医療従事者の処遇と労働条件の改善

によって離職防止をはかるとともに、復職支援を強化する。 

 

ｂ）医療機能の分化、医療・介護連携の徹底 

ア）医療受診時には、まずは「家庭医(仮称)」の受診を原則化し、必要に応じて

高度医療への連携を行うなど、医療機関の機能分化を徹底する。なお、患者に

よる「家庭医（仮称）」受診後の専門医療機関の選択の自由は保障する。 

イ）精神科における「社会的入院」54を解消するため、障害者福祉と連携した精

神科に係る在宅医療を推進するとともに、心理社会的療法の専門家の育成な

ど医療従事者の資質向上、抗精神病薬の不適切な多剤・大量投薬の是正などを

すすめる。また、精神疾患の予防および早期支援のため、患者と家族への情報

提供医や相談体制を確立する。 

ウ）糖尿病などの慢性的な疾病で状態が安定している患者に対する医薬品の処

方について、保険薬剤師による薬学管理によって再度の調剤を可能とするリ

フィル処方箋制度を導入し、患者の利便性向上と医薬分業の推進、薬剤師の権

限強化をはかる。ただし、患者の必要に応じた受診機会は十分に確保する。 

エ）急性期後の回復期・慢性期にある患者が良質な療養環境で入院できる体制

を確保する。また、早期のリハビリや、在宅医療、退院支援、訪問看護の充実

をはかる。 

オ）認知症の人、精神疾患の患者をはじめとする長期入院している人の地域生

活への移行を進める取り組みを充実する。 

カ）地域の医療・福祉・介護関係者の連携を強化するため、地域ケア会議の開

催をいっそう普及しつつ、運営事務の効率化をはかる。 

 

ｃ）患者の選択、自己決定、知る権利の確保 

ア）医療機能情報提供制度の掲載項目に、医師の履歴、技術、経験や手術のアウ

トカム情報、経営状況や財務情報、看護師や専門職員数を含めるなど、患者の

医療機関選択に資する情報を充実する。合わせて、都道府県ごとにばらつきの

                         
54 医学的には入院の必要がなく、在宅での療養が可能であるにもかかわらず、ケアの担い手が

いないなど家庭の事情や引き取り拒否により、病院で生活をしている状態。 
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ある閲覧性・利便性の底上げをはかり、患者への周知を強化する。 

イ）自己の医療情報へのアクセスを保障するため、十分なセキュリティ管理のも

とでカルテ・レセプトなどの医療情報を開示するとともに、自己負担の有無に

かかわらず診療明細書の無料発行をすべての保険医療機関に義務づける。ま

た、マイナンバーカードによって医療・介護にかかわる効率的な情報連携を実

現する。 

ウ）患者の尊厳と生存権を尊重した終末期医療のため、自らが希望する医療やケ

アについて自分自身や周囲の家族等と話し合う「人生会議」55の普及を徹底し、

延命治療の拒否を含め「患者に最善の医療」を選択できる体制を整える。 

 

② 効率的かつ公平な医療保険制度 

ａ）給付の効率化 

ア）急性期病床にかたよった病床の転換をすすめ、手術後等における早期のリハ

ビリを徹底することで、退院後の患者のＡＤＬ向上と急性期病床における入院

日数の縮減をはかる。 

イ）すべての保険医療機関・保険薬局においてオンライン請求を要件化し、事務

の効率化をはかる。 

 ウ）出来高払いによる診療報酬の算定の仕組みは最低限とし、包括払い・人頭払

い制を原則化する。 

エ）ＡＩを活用した検査・診断の補助を普及させ、医療の効率性や正確性を高め

る。その際には、活用にかかるルールの明確化や、患者に対する十分な説明と

患者の了承の上での実施を前提とする。 

 

ｂ）負担能力に応じた負担の徹底と高齢者医療制度の抜本改革による、持続可能な

保険制度の再構築 

  ア）窓口負担について、就学前は無料、その他は年齢にかかわらず原則 3 割と

し、応能負担とする。 

イ）現行の高齢者医療制度は廃止し、保険者機能が十分に発揮される仕組みとす

るため、被用者保険全体で退職者を共同で支える「退職者健康保険制度」（仮

称）を創設する。 

ウ）負担能力に配慮しつつ、給付と負担のあり方は被用者保険と共通のルール適

用を原則とする。 

エ）働き続ける高齢者は被用者保険に加入し続けるほか、退職者については、以

下のうちから選択できるようにする。 

ⅰ）被用者保険グループが支える「退職者健康保険(仮称)」に加入する 

ⅱ）地域の国民健康保険に加入する 

この際、「退職者健康保険」に退職者を加入させることが各保険者にとっ

て財政上の負担とならず、また、高齢者医療費を支える現役世代の負担が過

重になることがないよう、公費の充実をはかり、各保険者からの拠出は負担

能力に応じたものとする。 

                         
55 厚生労働省は、2018年 11 月 30日、人生の最終段階における医療・ケアについて、本人が家族

などや医療・ケアチームと繰り返し話し合う取り組み、「ACP(アドバンス・ケア・プランニング)」

に つ い て 、 愛 称 を 「 人 生 会 議 」 に 決 定 し た （ 同 省 報 道 発 表 資 料

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_02615.html参照）。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_02615.html
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③ 予防・健康づくりを通じた幸福の追求 

ａ）予防・健康づくりの普及・啓発 

ア）予防・健康づくりの普及・促進に向け、適切な情報提供にもとづく個人の主

体的な意志を前提に、個々の健康状況等に応じた積極的な取り組みを評価する

仕組みを創設する56。 

イ）予防・健康づくりの積極的な推進をはかる保険者に対し、保険者横断的な財

政的インセンティブを強化する57。 

ウ）保険者は被保険者への情報提供の充実、ＡＩ・ビッグデータを活用した医療

費通知の内容充実、本人・家族申請によるレセプトの開示などを積極的に進め

る。 

 

ｂ）個人の医療情報の一元管理化、閲覧性の強化 

ア）個人が自らの受診状況や服薬履歴を一元管理・閲覧できる仕組みを構築する

とともに普及・啓発を徹底し、予防・健康づくりに向けた意識の涵養や行動変

容を促す。 

イ）被保険者番号の個人単位化と当該個人単位番号を用いた医療情報の管理に

あたっては、情報の機微性の観点で必要な法整備を行うとともに、被保険者の

同意にもとづく運用を徹底する。 

 

  

                         
56 例えば、個々の特性に応じて設定された規定の運動量を数ヶ月にわたって継続した者による

二次検査の受診を全額保険者負担化／選定療養費の一部減免など。ただし、公的保険の性格に鑑

みつつ、地域性にかかわらずメリットのある仕組みとなるよう、引き続き検討が必要。 
57 例えば、特定検診・特定保健指導の実施実績に応じた保健事業にかかる費用の一部公費助成

など。 
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４．介護・高齢者福祉 
 

【連合の描く未来】 

①在宅であるか施設であるかにかかわらず、誰もが必要なサービスを利用でき、年齢

や要介護の理由を問わず、介護が必要になったすべての人を対象とした総合的・普

遍的な介護保障制度が確立している。 

②住み慣れた地域で生活を継続することができるよう、介護予防や要介護状態の改善、

ＱＯＬ（生活の質）の改善が図られ、医療・介護・保健・福祉が連携した、地域に

密着した総合的な支援サービス供給体制が確立している。 

地域包括支援センター機能を抜本的に拡充し、センターを中心に地域包括ケアが

推進され、多様な職種や専門家、コミュニティによる支援体制が整備されている。 

③家族等介護者（ケアラー）への情報提供や相談支援、レスパイトケアの体制が整備

されている。家族の介護のために就業を中断する就業者が減り、介護と就労が両立

できる条件が整備され、介護離職のない社会が実現している。 

④介護労働者には、適正な賃金・労働条件が担保された安定した職場が確保され、十

分な専門性を持った人材が確保されている。介護分野は主要な雇用創出産業として、

安定的に人材が供給されている。 

⑤バリアフリーの優良な賃貸住宅や公的住宅が整備され、高齢者のニーズに応じた住

まいへの住み替えが可能となっている。また、施設における個室は住まいとみなし、

低所得者には住宅手当による補填など、誰もが住まい・居場所を持つことができる。 

⑥介護の財源は、総合的・普遍的な介護保険制度による保険料、公費、利用料のバラ

ンスが保たれ、低所得者への配慮がなされている。 

 

（１）現状認識と課題 

① 増大する介護ニーズに追いつかないサービス供給 

介護保険は、増大する医療費と社会的入院の解消、家族介護から社会的介護へ、

措置制度のスティグマの解消と権利性の確立、社会連帯を基礎とする保険制度に

よる財源確保を目的に、国民合意のもとに導入されてきた。介護保険制度はその

創設から 18年が経過したが、この間、介護保険サービスの受給者（2000 年度 184

万人→2016 年度 560 万人）、介護保険の総費用（2000 年度 3.6 兆円→2015 年度

9.8 兆円）ともに増大する一方、介護人材の有効求人倍率は全職業平均に比べ 2

倍以上も高く、しかもその差は年々拡大しており、必要な介護ニーズにサービス

の供給が追いつかない現状にある。 

② 人口減少・超少子高齢社会の進展による介護ニーズの高まり 

2017年の「日本の将来人口推計」によれば、65歳以上（高齢者）の人口は、2035

年に約 3,782万人（2010 年比+858万人）まで増加し、高齢化率は 32.8％(2010年

は 23.0％）に達して介護サービス需要の増加が見込まれる一方、介護保険料の負

担者である 40 歳以上人口は 2021 年をピークに減少することが見込まれる。高齢

者の単独・夫婦のみ世帯が増加し、認知症を有する高齢者が急増するなど、介護

のニーズは一層高まる。病気や介護が必要な状態になっても、適切なサービスを

利用して個人としての自立とＱＯＬを追求することを可能にしていくためには、

人材、財源といった資源を確保しながら、一人ひとりの心身状態にあった切れ目

のないサービスが提供されることが重要である。 
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③ 家族形態の変化と高齢期の住まい確保の困難さ 

単身・高齢夫婦のみ世帯の増加、認知症の人の増加が見込まれる中、地域社会

での孤立化に対応した見守りや医療・介護サービス、成年後見制度による権利保

護、就労継続や移動への支援など、包括的な支援の強化が求められている。誰も

が在宅での、医療・介護サービスにより、住み慣れた自宅での生活を送れること

が望ましいが、住宅の老朽化、良質な賃貸住宅不足、家族の介護と仕事の両立が

困難であることなど、在宅生活の困難などにより施設サービスの需要も多くあり、

待機者が 2016年 4月 1日時点で約 36.6万人という現状にある。 

④ 家族等介護者（ケアラー）の介護離職が社会問題化 

一方、老老介護、認認介護で共倒れになるケースや、家族等介護者（ケアラー）

が孤立して介護を担っているケースなどケアラーの不安や疲弊、孤立が深刻な社

会問題となっている。介護のために就労中断を余儀なくされた介護者（以下、「介

護離職者」という）は年間 10万人前後で推移しており、その多くは、経済的に困

窮し、再就職の見通しも立ちにくく、再就職できたとしても将来の低年金予備軍

となる可能性が高い。介護離職は社会の損失であり、介護離職のない社会の実現

に向けて、介護離職をさせないための社会的な支援策が求められている。 

⑤ 安心できる安定したサービス提供に向けた制度見直しが必要 

2017 年には介護保険法の改正、2018 年には介護報酬と診療報酬の同時改定が

行われた。その中で、自己負担の引き上げや、介護保険サービスから市町村事業

への切り替えなど、負担増と給付抑制が進められてきている。利用者が安心でき

る安定した医療と介護サービスが供給されるよう、在宅医療や訪問看護の充実、

医療と介護サービスの連携と役割分担、保険財源の安定化対策など、高齢化のピ

ークを見越した制度見直しが求められている。 

⑥ ＱＯＬを重視した、生活・活動環境の整備が求められている 

年金支給開始年齢が 2030年には男女ともに 65歳からとなることから、就労を

希望する高齢者の雇用機会の確保も必要となる。また地域における、経験や技術

を生かした社会活動への参加やネットワーク作り、健康事業や予防事業の推進な

ど、ＱＯＬを重視した、生活・活動環境の整備が求められている。 

 

（２）改革に向けたアプローチ 

① 在宅ケアを支えるサービスの充実 

ａ）急性期医療から在宅医療・訪問看護、リハビリテーション、在宅介護への切れ

目のない支援体制の構築に向けて、訪問看護、在宅介護、短時間定期巡回、緊急

訪問などを組み合わせ、必要な時に必要なサービスを提供して在宅生活を支える

体制を整備する。医療については、在宅医療や訪問看護の体制を充実する。 

 

② 医療と介護の役割分担の明確化と連携の強化 

ａ）高齢者介護は重度になるほど医療と介護のケアミックスを必要とする。急性期

医療から在宅看護、リハビリ、在宅介護への切れ目のないケア・サポートを整備

するため、医療的ケアと介護ケアの双方を利用者の状態に合わせて展開する。介

護と医療は一体的なインフラとして提供される必要があるが、小規模多機能型な

どの中間型施設、人的連携など総合的にコーディネートしていく仕組みを整備す
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る。 

ｂ）利用者のニーズ、ＱＯＬの確保に対応するため、看護師の一定の医療行為（専

門看護師）、介護職員の一定の医療行為については、医療・介護ケアの基礎的イ

ンフラとして安全性の担保など一定のルールのもとで実施可能にする。介護従事

者による医療（類似）行為については、公費による研修の整備および認証、責任

の所在など法律による規定を整備する。 

ｃ）これらを踏まえ、限られた財源とサービスを効率的に供給するため、医療費の

増大の抑制という観点からも、中間型施設や介護サービスの供給量を拡大する。 

 

③ 地域における地域包括ケアの推進 

ａ）市町村(保険者)は介護サービスの総合的な推進機関としての役割を強化すると

ともに、地域包括支援センターの機能を拡充し、介護や地域生活にかかる総合的

なコーディネート、在宅・施設介護の総合相談・支援、寝たきり・認知症予防対

策、介護総合相談・ケアラー支援などを実施する。高齢者の生活の安全・安心・

健康を確保するため、医療・介護・保健・福祉など総合的かつ多様なサービスを

日常生活圏域で提供するよう、少なくとも小学校区に1箇所地域包括支援センター

を設置し、地域包括ケアを全国的に推進する。 

 

④ 介護専門人材の育成と強力な処遇改善、人材の確保 

以下ａ）～ｃ）を通して、介護人材の確保と、雇用創出および雇用開発を進める。 

ａ）ケアマネジャーを地域における介護サービスの推進体制の中核的人材と位置付

け、キャリアを向上させる。また、安全性の担保などのもとで一定の医療行為も

実施可能な、認知症、障がいなどの専門的な介護について研修し認定を受けた「専

門介護福祉士（仮称）」を導入し、育成する。 

ｂ）介護労働者の特定最低賃金の設定や、介護労働者に対する利用者やその家族か

らのハラスメント防止対策の制度化など、介護現場で働くすべての人々の全産業

平均との賃金格差を是正するとともに労働環境を改善して離職防止策を強化する。

事業者に対しては、労働法規の遵守を徹底するとともに、雇用管理に関する情報

（賃金、離職率、勤務時間、研修制度、キャリアアップなど）の公表を義務化す

るなど、事業者の雇用管理の改善を促すしくみを導入する。また、経験による技

能の習得や新たな資格の取得が、外部労働市場においてもより高い労働条件につ

なげられるよう、社会的なキャリアアップのしくみを創設する。 

ｃ）さらに、潜在的な専門職種資格の保有者に対して、個人情報保護措置を講じる

ことを前提に登録制度を創設し、求人に関する情報提供や、保有者が持つ能力を

職場で生かせるようスキルの把握などにつなげ、復職支援の契機をつくるといっ

た支援を行う。 

 

⑤ データや新技術の積極活用による効率的な介護の実現 

ａ）労働力人口が減少する中でも介護サービスを確実に提供していくためには、効

果的な介護の手法の確立や効率化が重要となる。そのため、介護の行為などのデ

ータを集積・分析し、その成果を介護技術に反映するとともに、介護分野におけ

るロボット・センサーをはじめとした新技術の研究開発を促進して、介護サービ

スの質を向上させる。 

ｂ）また、ＡＩにより適切なケアプランの作成を支援するとともに、介護の現場で
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必要となる記録や、行政に対する申請や報告などで、できるだけ入力作業が不要

となるデータ端末を導入することなどにより、介護の効率化をはかる。 

 

⑥ 家族等介護者（ケアラー）支援の強化 

ａ）家族などの介護者を支援するため、地域包括支援センターなどを拠点とした、

介護者支援対策の強化―情報提供、相談支援、レスパイトケア、就労支援、家族

のケアをする18歳未満の子ども（ヤングケアラー）に対する生活支援や就学支援

などの包括的な支援提供体制を整備する。 

ｂ）家族介護を行いながら就労する労働者の増加が見込まれる中、家族の介護と仕

事の両立が困難になり離職した場合は将来、低年金、無年金者になりかねない。

そうならないようにするため、退職や長期間の就業中断を回避できるよう、両立

支援体制の整備を進める。具体的には、要介護者の経済的困窮や介護者（ケアラ

ー）の介護離職防止に関する相談窓口の充実など情報提供・相談体制づくり、介

護休業制度の拡充と社会保険料の免除、家族の介護による経済的困窮者への金銭

貸付制度など一定の経済的支援などを行う。また、職場においては、勤務時間の

短縮など就業環境を整備するとともに、働く場と地域包括支援センターなどをつ

なぐ機能を提供する。 

ｃ）やむを得ず離職した人に対しては、個人情報保護措置を講じることを前提に介

護離職者の登録制度を創設し、ハローワークや自治体などと連携しつつ地域包括

支援センターを拠点に介護サービスやＮＰＯ、介護者のネットワークなどのさま

ざまな資源に関する情報提供や、離職者が持つ能力を地域や職場で生かせるよう

スキルの把握などにつなげ、再就職支援の契機をつくるといった支援を行う。 

 

⑦ 認知症の人への支援の強化 

ａ）地域包括支援センターが中心となり、地域の介護施設、保健所、医療機関との

連携をはかり、認知症の早期発見と治療、情報提供、家族への相談・支援などの

包括的なサービス提供体制を整備する。 

ｂ）認知症の人は早期発見と適切な治療で在宅生活が可能なことから、本人の意思

が尊重され、住み慣れた地域で良質な環境のもと自分らしく暮らし続けられるよ

う、安易な精神病院入院や施設入所を回避し、早期の治療支援、生活支援、就労・

移動支援、地域の見守り体制づくりなどを行う。 

 

⑧ 利用者の選択、自己決定の確保 

ａ）利用者の尊厳と生存権を尊重した看取り介護の改善をはかるため、自らが希望

する介護について自分自身や周囲の家族などと話し合う「人生会議」の普及を徹

底し、延命の可否を含め「利用者に最善の介護」を選択できる体制を整え、在宅

や施設におけるターミナルケアを充実させる。 

 

⑨ 住民参加型のシステム運営とチェック機能 

ａ）地域包括支援センター運営協議会を発展させ、住民や利用者、介護労働者の代

表が参加する「介護サービス運営協議会」を市町村ごとに設置し、介護保険制度

の運営のチェックを行う。地域のＮＰＯなど地域福祉の担い手の参画により、地

域における介護ネットワークを形成し、地域の介護資源や、情報交換、介護保険

事業の参加型運営をはかる。 
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⑩ 高齢者の良質な住まいの確保 

ａ）住み慣れた自宅で生活すること、やむを得ず施設入所の場合には個室ユニット

を基本とし、自立的な生活と生活の場を確保することが、個としての尊厳、ＱＯ

Ｌの向上に寄与する。 

ｂ）このため、サービスの質の確保を前提に、サービス付き高齢者向け住宅や優良

賃貸住宅を整備するとともに、公営住宅などをリノベーションなどによる老朽化

対策を講じたうえで活用する。また、全国にある空き家も積極的に活用する。ま

た、施設入居に関しては、施設も居場所であり住まいとみなし、低所得者には社

会手当として住宅手当を支給するなど、個人の住まい・居場所が確保されるよう

体制を整備する。あわせて、新たな住宅セーフティネット制度をより活用すべく、

制度を積極的に周知するとともに登録手数料の平準化や居住支援協議会などによ

る支援強化などを行った上で、住居を失った人や失うおそれのある者が一定基準

以下の所得である時に住居の現物支給ないし家賃補助などを行う（「2.社会的セ

ーフティネット」参照）。 

ｃ）リバースモーゲージの活用や、低所得者に対する住宅給付の創設などを通して、

利用者の負担の軽減と“居場所”確保をはかる。 

 

⑪ 介護保険制度の普遍化 

ａ）要介護または要支援の事由を問わず介護や支援が必要な時に受給できるように

するため、介護保険制度の加入者の範囲を現行の40歳以上58から18歳以上のすべ

ての医療保険加入者に拡大する。その際、保険料の仕組みは所得に応じた応能負

担とする。 

ｂ）対人サービスを給付内容の基本としつつ、新たに加入対象となる者への反対給

付として、被保険者による将来の介護予防・健康づくりに資する取り組みに対す

る給付59の創設など、給付対象を拡大する。 

ｃ）障がい者については、介助サービス、介護サービス、移送サービスなど財源や

給付制度のあり方を早急に検討し、スケールメリットと障がい者独自の介助ニー

ズへの支援のあり方など、制度設計の見直しをはかる。 

  

                         
58 現行において、65 歳以上の者は原因を問わず要支援または要介護状態となった場合に受給で

きる。しかし、40歳から 64 歳までの医療保険加入者は、末期がん・関節リウマチなどの加齢に起

因する 16疾病（特定疾病）が原因で要介護または要支援状態になった場合に限り受給することが

できる。 
59 例えば、個々の特性に応じて設定された規定の運動量を数ヶ月にわたって継続した者に対し

「健康な食事・食環境」認証制度の認証を受けた店舗・事業所において提供される「スマート・

ミール」の無償化やスポーツイベントの観覧の無料化／厚生局指定のスポーツジムなどにおいて、

インストラクターが設定した目標を所定の期間内に達成した場合に入会金・会費を一部償還など。 
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５．障がい者政策 
 

【連合の描く未来】 

① 障がい者の人権、社会参加や地域生活の権利が確立している。 

② 障がいのある人もない人も地域の中でともに学び、すべての障がい者が地域

の中でともに暮らし、あらゆる分野で活躍・参加するインクルーシブ60な社会

が実現している。 

③ 障がい児・者を支える家族への支援が充実し、障がい児・者とそれを支える家

族が、それぞれの希望に沿って自立生活や社会参加を行うことが実現してい

る。 

④ 希望するすべての障がい者が働けるよう、多様な就労機会が確保されている。

また、障がい者が安心して活動できる場が確保されている。 

 

（１）現状認識と課題 

① 障がい者の増加、高齢化 

現在、身体障がい者(436.0 万人)、知的障がい者(108.2 万人)、精神障がい者

(392.4 万人)の３障がいあわせて約 936.6 万人の障がい者がいるとされており、

人口の約 7.4％（2016 年）にあたる。障害認定された者は増加傾向にあり、また

高齢化が進んでいる。発達障害や高次脳機能障害、難病など社会的支援が必要に

も関わらず、制度の谷間に置かれている人々が多く存在する。そのような中、障

がい者のニーズを踏まえた各種支援の拡充が求められる。 

 

② 障がい者の権利保障の遅れ 

政府は、2014 年 1 月に障害者権利条約を批准、同年 2 月に発効した。しかし、

国内法において課題が残る。具体的には、障害者基本法に関して、「差別」「合理

的配慮」の定義がされていないこと、女性障がい者への複合差別について記載が

ないこと、条約の国内実施の監視機能を担うべき障害者政策委員会の権限が脆弱

であり、また委員会への多様な障がい当事者の参画が保障されていないこと等が

ある。また、障害者差別解消法に関して、合理的配慮の提供が民間事業者に対し

て努力義務にとどまっていること、紛争解決の仕組みが不十分であること等があ

る。 

 

③ 不十分な障がい者の地域移行・地域定着 

障がい者が住み慣れた地域で暮らすことができるよう、障がい者の地域におけ

る自立生活支援の取り組みが進められてきたが、高齢化や重度化等を背景に施設

入所者の地域移行率は低く、また、地域生活支援拠点等の整備はすすんでいない。

地域住民の理解の促進、重度障がい者や短期入所等の受け入れ体制の確保、社会

資源の連携強化などの取り組みが求められる。 

 

④ 障がい者を支える家族への支援の不足 

障がい者自身の自己決定を前提とした上で家族による支援がなされる場合に

おいても、「支える家族の就業継続が困難になる」「精神的なストレス」「支援者に

                         
60 包括的な 
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よる虐待」といった問題が発生している。障がい児・者を支える家族が支援を続

ける中で、身体的なきつさやストレスを訴える人は多く、家族への支援の拡充が

求められる。 

 

⑤ 医療的ケア児に対応する体制の不足 

医療的ケア61を必要とする障がい児（重症心身障がい児を含む。以下「医療的

ケア児」と言う。）は増加傾向にあるが、医療的ケアができる環境が整備されてい

ない、障害児通所支援事業所等に医療的ケア児に対応できる看護師等がいない等

の理由により、医療的ケア児の受入場所が少ない状況にある。 

 

⑥ 就労移行・就労継続の困難さ 

障がい者の社会参加や経済的自立の観点から、働くための環境整備の充実が重

要である。しかし、多様なニーズ等に対応した働く場が十分に整備されていない

ために就労に至らない、就労継続が難しくなるといった課題がある。あらゆる障

がい者の就労を可能とするような多様な就労機会の確保が求められている。また、

雇用とはならない福祉的就労においては、労働者性が認められず、最低賃金法が

適用されないこと、雇用保険・労災保険の加入ができないことなどの課題がある。 

 

（２）改革に向けたアプローチ 

① 障がい者の人権が守られ、差別のないインクルーシブな社会を実現する 

ａ）差別のない社会を実現するため、国内法を整備するとともに、国連「障害者権

利条約」の実効性を確保する。障がいのある人もない人も、人間の固有の尊厳

と価値を有することを共有し、多様性を認め合い、障がいに基づく差別のない

社会を実現する。 

ｂ）幼少期から、障がいのある児童もない児童もともに教育を受け、また障がいの

有無にかかわらない教育体制を構築し、インクルーシブ教育62を実現する。イン

クルーシブ教育を通じて、障がいのある人もない人もともに同じ地域で暮らす

こと（インクルーシブな社会）や、誰しもが人間の固有の尊厳と価値を有する

という理念を共有する。 

ｃ）国・地方の政策決定や運営プロセス、政策評価等、あらゆる意思決定の場へ、

障がい当事者が参加できる体制を構築する。 

ｄ）日常や災害時等の非日常を問わず、誰もが、情報アクセスやコミュニケーショ

ン、移動方法等に不自由を感じず、ユニバーサルデザインやバリアフリー等が

常に考慮されている社会を実現する。 

ｅ）国連「障害者権利条約」の実効性を確保するため、司法、立法、行政機関から

独立した監視機関、人権救済機関を設置する。設置するまでの間は、障害者政

策委員会の所掌事務に障害者権利条約における監視機関の役割を明示し、障害

者政策委員会の監視機関としての独立性を担保する。 

ｆ）入所施設、家庭、学校、職場、医療機関等における障がい者に対する虐待を根

絶するため、人権救済機関による調査や介入を実施する。また、あらゆる場面

                         
61 治療行為としての医療行為と区別した、日常生活に必要な医療的な生活援助行為。経管栄養
（胃ろう）、吸引、気管切開、人口呼吸器、酸素、導尿等 
62 障がいのある子どもや、異なる文化・言語を背景とした子どもなどが、普通学級に在籍して
同じ場で学ぶこと。個人にとって必要な合理的配慮が提供される等が必要とされている。 
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において誰もが虐待を通報できる体制の整備や、障害者権利条約の理念の周知

による差別意識の解消等に取り組む。 

ｇ）障がい者の生活の場を施設から地域へ移行し、社会全体で障がい者の地域生活

を支えるため、地域住民の理解の促進や当事者参加のモニタリング機関を設置

する。また、地域全体での支援を実現し継続していくため、人材の確保と専門

性の向上に取り組む。 

ｈ）障がい者自身が、どこでどのように生活するかを自由意思のもと選択できるよ

う、制度の利用しやすさを踏まえつつ、パーソナルアシスタンス制度63の導入や

複数の関係者によるチーム体制64の構築等により、意思決定支援を強化し、障が

い者の権利を擁護する。 

 

② 障がい者とその家族に対する総合的なサービス体系を充実する 

ａ）障がい児・者を支える家族への支援として、相談体制や緊急時の受け入れ体制

の充実、障がい者福祉サービス関連の情報提供、利用できるサービスの確保と

充実、障がい児・者の就労先の確保等を進める。 

ｂ）障がい者とその家族が、希望すればそれぞれが自立生活や社会参加ができるよ

う支援を強化する。 

ｃ）障がい者やその家族等が安心して障がい福祉サービス等を利用し続けられるよ

う、障がい者福祉を担う従事者等の賃金や雇用環境等を改善する。 

ｄ）障がい児の施策は子ども・子育て施策に組み込む。障がいのない児童と障がい

児を区別しないことを前提に、さらに必要となる特別な支援については障がい

者施策に組み込む。また、家族の相談に関する体制の充実と家族、保育所等、

行政等の連携等により、子どもに対する障がいの早期発見、早期療育を支援す

る。 

ｅ）医療的ケア児とそれを支える家族への支援として、障害児通所支援事業所や保

育所、幼稚園、学校、放課後児童クラブ等の職員が医療的ケアに関する研修を

受講し医療的ケアを行える人材を育成することで、医療的ケア児の受け入れ体

制を充実させる。 

 

③ 多様な就労機会を確保し、障がい者が安心して活動できる場をつくる 

ａ）障がい者の一般就労に向けた環境を整えつつ、障がいの程度に限定されず、障

がい者がそれぞれの希望や能力、適性に応じた仕事に従事し、その働きに見合

う対価や働きがいを得られるよう、既存の就労継続支援Ａ型事業所の役割と問

題点も踏まえつつ、一般就労と福祉的就労の中間的な就労の場として社会的就

労を拡充する。障がい者の就労の選択肢を増やすとともに、一般就労が困難と

される重度障がい者等の就労モデルをつくり、企業等による一般就労の促進に

繋げる。なお、就労先の事業者については、貧困ビジネス防止の観点から都道

府県の認定とする。 

ｂ）就労継続に向け、障がい者が身近な地域で必要とする支援を受けられるよう、

「障害者就業・生活支援センター」の設置を促進し、「地域障害者職業センター」

                         
63事業所との契約である重度訪問介護と異なり、利用者が介助者と直接契約を結び、自ら必要と

する介助を組み立てる制度。介護に要した費用は、市町村が利用者に直接支給する。 
64家族や成年後見人、意思決定支援責任者、事業者など障がい者本人に関わる多くの人が意思決

定支援へ参加する体制。  
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等との連携による専門性の向上を行い機能強化することで、障がい者それぞれ

が必要とする生活支援や就労定着支援を充実する。 

ｃ）障がい者の多様な就労機会の確保に向け、障害者就労施設等に仕事を発注する

企業等への支援を行うとともに、国や地方自治体は優先発注、優先購入を徹底

する。 

ｄ）行政は、工賃の向上にむけて工賃の調査、把握、公表を行う。また、最低工賃

の設定を改善する。 

ｅ）障がい者が安心して活動できるよう、障がい者やその家族、行政、労働組合、

地域住民等の参画の下で、対価を決定し、環境を確保する。 
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６．年金・所得保障 
 

【連合の描く未来】 

① 真に皆年金が実現され、すべての者に老齢、障がいなどによって生じるリス

クに対する一定水準の所得保障が確立されている。 

② 公平性と信頼が確保された年金制度が充実している。 

③ 公的年金制度の持続可能性を維持するため、安心して生活できる年金給付水

準を確保しつつ、現役世代への過度な負担とならない保険料となるよう、調

整がはかられている。 

④ 就業形態や企業規模にかかわらず、すべての労働者が同じ所得比例年金に一

元化されている。自営業者等についても所得捕捉を制度化した上で、自営業

者等の所得比例年金が創設されている。 

⑤ すべての労働者に企業年金が適用され、制度間の連携とポータビリティが確

保されて安定的な資産形成を促進することにより、公的年金を十分に補完す

る私的年金制度が実現している。 

 

（１）現状認識と課題 

公的年金制度は高齢期の生活保障の大きな柱となっている。しかし、2014 年の財

政検証は過去の経済実勢を十分に踏まえておらず、将来世代の安定的かつ持続的な

所得保障が十分に確立されていないことや、年金積立金においては長期的な安全性

よりも効率性や収益性を重視する方向で運用が行われるなど、公的年金制度に対す

る将来にわたる信頼と公平性が確保されているとは言いがたい。 

今後、単身高齢者が増加していくことが見込まれている中で、高齢期において誰

もが不安なく暮らすことができる一定水準の所得保障を確立することは大きな課

題である。現状でも単身世帯では基礎年金のみで生活費（基礎的消費）を賄うこと

は困難であり、基礎年金のみの受給者や加入期間が短い低年金者、保険料を支払う

ことができず受給資格期間（10年）を満たすことができなかった無年金者に対する

所得保障のあり方が問われている。 

2004年の制度見直しにより、制度の持続可能性を高めることを目的として、マク

ロ経済スライドが導入されたが、長引くデフレによって 2015 年度の 1 回のみの発

動にとどまっており、調整期間が長期化し将来世代の所得代替率が低下していくこ

とが見込まれている。そのような公的年金の長期的な給付水準の低下に対して、企

業年金が果たす補完機能の向上が要請されているが、企業年金を実施する企業の割

合は低下しており、中小企業で働く者や非正規雇用で働く者を含めてすべての労働

者に企業年金を適用するための対策を急ぐ必要がある。 

さらには、これからの急激な技術革新による働き方の多様化や、高齢者の就労機

会の増大といった変化に適切に対応した年金制度全体のあり方が問われている。 

 

① 年金制度の信頼性と納得性を高める取り組みの不足 

国民年金の保険料納付率は年々上昇しているものの、いまだに未納率は約 30％

と高い水準にある。未納である理由として、1 割強が「制度の将来への不安」や

「日本年金機構等への信頼感のなさ」を挙げている65。 

                         
65 厚生労働省「2014年国民年金被保険者実態調査」 
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また、20歳以上を対象にした意識調査66によれば、社会保障制度の中で「もっ

とも将来が不安である」項目として「公的年金の給付の十分性」が約 5 割を占め

ており、突出している。年金制度の信頼性や納得性を確保するためには実施体制

の強化とともに、年金制度の意義や内容、将来の見通しなどに関して一層の理解

促進に向けた取り組みが求められている。 

 

② 単身高齢者の増加と基礎年金の給付水準の低下 

単身高齢者が男女ともに増加傾向にあり、2035 年には 65 歳以上の女性の 4 人

に 1人、男性の 5人に 1人が一人暮らしとなると推計されている。一方で、2018

年度の基礎年金額（新規裁定者の満額の老齢基礎年金額）64,941円（月額）に対

し、基礎的消費支出（2017年度の無職・65 歳以上）は 66,574円（月額）となっ

ており、単身世帯では、現状でも老齢基礎年金のみで高齢期の消費支出のすべて

を賄うことは困難な状況にある。 

そのうえ、マクロ経済スライドによって、基礎年金の所得代替率はしだいに低

下していくことが見込まれており、40年間保険料を払い続けたとしても、将来に

わたって安心して生活することが望めないということになれば、公的年金制度そ

のものの信頼をもゆるがしかねない。 

 

③ いまだ解消されない低年金・無年金の問題 

  2017 年 8 月から国民年金の受給資格期間が 10 年に短縮されたことで、無年金

となる者が縮小されたとはいえ依然としてその給付水準はきわめて低いままで

ある。生活保護受給世帯に占める高齢者世帯の割合は 52％（2016 年）であり、

増加傾向にある。2014 年の厚労省調査によれば、65 歳以上の生活保護受給者の

うち 52.2％（約 48万人）は無年金となっている。 

 

④ 制度の持続可能性の確保に向けて要請される現実的な財政検証 

公的年金制度に対する信頼性と納得性を高めつつ、現行の負担水準のもとで制

度の安定性と持続可能性を確保することが求められている中、2014 年財政検証

においてはマクロ経済スライドによる調整は 2043 年度まで続き、調整終了後の

標準的な厚生年金の所得代替率は 50.6％となり（ケースＥ（人口中位・経済中位）

の場合）、2110年度までの財政の均衡を確保できるとした。 

しかしながら、検証の経済前提（物価上昇率、賃金上昇率、名目運用利回りな

ど）は過去の実勢を踏まえたものではなく、足下の実情から乖離しており、制度

への信頼を確保できる客観的な検証となっていない。 

 

⑤ 限定的な範囲にとどまる短時間労働者等の適用拡大 

短時間労働者の被用者保険の適用拡大については、2016 年 10 月の適用拡大に

よる対象者数は約 25 万人と想定されていたが、2018 年 7 月末時点で約 40 万人

が適用となった。しかし、企業規模（従業員数 501人以上）・労働時間（週 20時

間以上）・年収（約 106 万円以上）などの要件が設けられていることや、非適用

業種があることで、いまだに大部分の短時間労働者等が厚生年金保険に適用され

ていない。 

                         
66 厚生労働省「2016年社会保障を支える世代に関する意識調査」 
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  なお、国民年金第 1 号被保険者に占める被用者の割合は約 4 割にのぼってい

る。国民年金の保険料は所得にかかわらず一律であり、所得が低い者ほど負担が

重くなっている。 

 

⑥ 企業年金の実施率の低下 

20 歳以上 65 歳未満で企業年金制度等に加入している者は約 24％である67。企

業年金を実施する企業の割合は 21.5％（2018 年）と低下傾向にあり、特に中小

企業では実施率が低い68。また、企業年金の適用がある非正規雇用で働く者はき

わめて少ない。私的年金制度である個人型確定拠出年金（iDeCo）についても、

2018年 8月末時点で約 100万人となったが、公的年金の被保険者全体の約 1.4％

にとどまっている69。 

 

（２）改革に向けたアプローチ 

  「働くことを軸とする安心社会」を深化させるため、すべての労働者が所得に応

じた負担を行い、負担に応じた給付を受けられる所得比例年金制度を創設すること

で、働いているときから引退後まで一貫して安心して生活を続けることができる社

会を実現する。あわせて、低年金・無年金を解消するため、様々な事情から十分に

保険料を支払うことができなかった者などに対する一定の所得保障を行うため、最

低保障年金を創設する。 

  第一段階の改革では、すべての労働者の被用者年金への適用を徹底し、自営業者

等の所得捕捉を制度化して所得比例年金の一元化に向けて取り組む。同時に、基礎

年金の給付水準の改善と低年金者・無年金者に対する生活手当（仮称）を支給する

ことにより、最低保障年金が確立するまでの最低限の所得保障を実施する。 

  第二段階の改革では、自営業者等の所得比例年金制度を創設し、すべての労働者

（雇用関係によらない働き方を含む）が一つの年金制度に加入することで、負担と

給付の関係が明確化された所得比例年金の一元化を実現する。あわせて、生活手当

（仮称）を最低保障年金化することで、すべての者への所得保障を確立する。 

 

１）第一段階の改革 

① 公的年金制度の充実と生活手当（仮称）の導入 

ａ）年金制度における所得再分配機能の一層の強化と財源の確保を行いつつ、

基礎年金の給付水準を改善するため、 

ア）高齢期の生活の基礎的部分を賄うものである基礎年金と障害厚生年金に

ついては、マクロ経済スライドの対象から外す。 

イ）基礎年金における税財源の割合を段階的に引き上げる。 

ウ）所得額に応じて、基礎年金（税財源分）を国（年金財政）に返金する制

度（クローバック方式）を導入する70。 

ｂ）高齢期において安心して暮らせる所得保障を実現するため、 

ア）最低保障年金が確立するまでの間、低年金・無年金を解消することを目

                         
67 社会保障審議会企業年金部会（第 20回、2018年 4月 20日）資料 
68 厚生労働省「2019年就労条件総合調査」 
69 国民年金基金連合会ホームページなど 
70 公的年金保険のあり方をめぐって、稼得能力の喪失または減少を重視すべきか、社会保険の給

付と負担のけん連性を重視すべきか等について議論があった。 
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的として、年金生活者支援給付金制度を大幅に強化した「生活手当（仮称）」

を導入し、低年金者には保険料納付済期間等に比例した加算を設け（生活

手当Ⅰ）、働く意思がある無年金者等には最低額を保障しつつ保険料納付

済期間等に比例した社会手当を支給する（生活手当Ⅱ）。なお、実施に際し

ては、地方自治体や日本年金機構が低所得者に対し免除申請を奨励すると

ともに、障がいのある者への手続き面での支援を充実する。 

イ）生活手当Ⅱは、働くことを希望するすべての者に支給し、65歳以上を対

象として高齢期の求職活動を支え一定の生活支援を行う「高齢者手当（仮

称）」と、65歳未満を対象として就職準備支援を行う「求職者手当（仮称）」

という二種類の手当を設ける。 

 

② すべての労働者の被用者年金への適用 

ａ）就業形態や企業規模にかかわらず、すべての労働者の被用者年金への適用

を行うため、 

ア）企業規模要件を撤廃するとともに非適用業種をなくし、労働者を使用す

るすべての事業所を適用対象とする。 

イ）すべての労働者を被用者年金の適用対象とする。その際、働き方の多様

化にかんがみ、次の点に留意する。雇用類似で働く者で労働者性が認めら

れる場合は、すべて適用対象とする。また、多重就労者については保険料

負担を明確化する。 

ウ）保険料負担については、応能負担原則を徹底するため、現行の標準報酬

によるものから、賃金に一定の率を乗じた額を納付する仕組みに改める。 

ｂ）所得比例年金の一元化に向けて、 

ア）自営業者等の所得を捕捉する仕組みを確立する。 

ｃ）厚生年金の持続可能性を高め、世代間の公平性を確保するため、 

ア）標準的な雇用労働者の所得代替率は、将来にわたって 50％を維持する。 

イ）マクロ経済スライドの名目下限措置を撤廃し、経済状況にかかわらず、

厚生年金（障害厚生年金を除く）の給付水準を調整する。 

ｄ）高齢期における就労を阻害しないよう、就労収入にもとづく年金額の調整

等については、働き方に中立的な制度とする。 

 

③ 企業年金の普及促進と補完機能の強化 

ａ）すべての労働者が高齢期において公的年金に加えて企業年金を受給できる

よう、 

ア）企業年金の普及促進をはかるため、中小企業に対しては受給権が確立さ

れた企業年金の導入にかかる支援を強化する。 

イ）企業年金の対象となっていない非正規雇用で働く者については、均等待

遇原則を参考にしつつ、企業年金を適用することを促進する。 

ウ）転職や退職によって生じた退職給付を老後の資産形成に活用できるよう、

私的年金におけるポータビリティを高め、制度間の連携を強化する。 

ｂ）企業年金の受給権を将来にわたって確実に保護するため、 

ア）企業年金に対する労働組合の積極的な関与のための条件整備を行う。 

 

２）第二段階の改革 
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① すべての働く者が加入する所得比例年金制度の創設 

ａ）多様な生き方や働き方に対応した所得比例の年金制度を実現するため、 

ア）自営業者等の所得捕捉を徹底した上で、自営業者等が加入する所得比例

年金制度を創設する。なお、創設時の保険料率、保険料負担については、

加入者の合意をはかり決定する。 

イ）自営業者等も含めてすべての働く者が同じ所得比例年金制度に加入する。

公平性を確保するため、保険料は所得に応じて負担し、納付した保険料に

応じて年金を受給する制度とする。 

② すべての者への所得保障の充実 

ａ）最低保障年金の創設 

ア）働く意思の有無にかかわらず、所得比例年金が一定額以下のすべての者

に基礎年金と生活手当を組み替えた最低保障年金を支給する。最低保障年

金の受給に際しては、保険料納付等にかかるインセンティブ低下を防ぐた

め、保険料納付済期間等に反比例する若干の給付制限を行う。ただし、保

険料納付等の手続きを行うことができない理由があると認められる場合

については、満額を支給する。 

イ）最低保障年金については、マクロ経済スライドの対象とはせず、一定

水準の所得代替率を維持する。  
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○改革のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

以 上 
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＜付録＞ 

 

「社会保障ビジョンの見直しに関する検討委員会」の検討経過 

(設置確認：第 10回中央執行委員会・2018年 5月 24日) 

 

本構想の検討に際しては、「連合ビジョン」の策定に向けた 2018 年 6 月の「人口

減少・超少子高齢社会ビジョン検討委員会」の最終報告を踏まえ、政策委員会のも

とに「社会保障ビジョンの見直しに関する検討委員会」が設置された。検討委員会

は、2018年 6月から 2019 年 2月の間で 12回にわたる議論を行い、素案を取りまと

めた。 

 

○第 1回 日時：2018年 6月 15日（金）15:00～17:00 

     会場：連合会館 8階三役会議室 

     議事／１．議論の進め方について 

        ２．連合「人口減少・超少子高齢社会ビジョン」検討委員会 

（最終報告）の報告 

        ３．フリーディスカッション 

 

○第 2回 日時：2018年 7月 30日（月）15:00～18:00 

     会場：連合会館 8階三役会議室 

     議事／１．講演：医療政策の理念からみた医療制度のあるべき姿 

         講師：印南 一路 慶應義塾大学総合政策学部教授 

医療経済研究機構 研究部長 

                ２．各論（医療）について 

 

○第 3回 日時：2018年 8月 7日（火）15:30～18:30 

場所：連合本部 3階ＡＢ会議室 

議事／１．講演：全世代型社会保障への展望－2040年を視野に置いて 

          講師：山崎 史郎 前内閣官房まち・ひと・しごと創生本部 

地方創生総括官 

（現・在リトアニア日本国特命全権大使） 

２．各論（地域社会と社会保障、高齢者福祉・介護）について 

 

○第 4回 日時：2018年 9月 13日（木）9:30～12:30 

場所：連合本部 3階Ａ会議室 

議事／１．講演：今後の障がい者福祉施策の課題と展望 

      講師：小澤 温 筑波大学大学院人間総合科学研究科教授 

２．各論（障がい者福祉）について 

 

○第 5回 日時：2018年 10月 18日（木）9:30～12:30 

場所：連合本部 3階ＡＢ会議室 

議事／１．講演：今後の子ども・子育て支援施策の課題と展望 

      講師：池本 美香 株式会社日本総合研究所調査部主任研究員 

２．各論（子ども・子育て支援施策）について 
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○第 6回 日時：2018年 10月 25日（木）9:30～12:30 

場所：連合本部 2階 201会議室 

議事／１．講演：豊中市社会福祉協議会のＣＳＷと生活困窮者自立支援の

とりくみ－地域共生社会へのあらたなステージ 

      講師：勝部 麗子 社会福祉法人豊中市社会福祉協議会 

福祉推進室長 

              ２．各論（セーフティネット）について 

 

○第 7回 日時：2018年 11月 6日（火）14:00～15:30 

場所：連合本部 3階ＡＢ会議室 

     議事／１．講演：年金制度改革の選択肢 

          講師：駒村 康平 慶應義塾大学教授 

（慶應義塾大学ファイナンシャル・ジェロ

ントロジー研究センターセンター長） 

        ２．各論（年金）について 

 

○第 8回 日時：2018年 12月 3日（月）14:30～17:30 

場所：連合会館 8階三役会議室 

     議事／１．講演：社会保障と財政 

          講師：山崎 泰彦 神奈川県立保健福祉大学名誉教授 

        ２．各論（社会保障と財政）について 

 

○第 9回 日時：2018年 12月 10日（月）14:30～17:30 

場所：連合会館 8階三役会議室 

     議事／１．連合「新たな社会保障ビジョン（仮称）」骨子（案）について 

※第 13回福祉・社会保障政策小委員会との合同会議で開催 

 

○第 10回 日時：2019年 1月 10日（木）15:00～17:35 

場所：連合会館 4階 401会議室 

     議事／１．連合「新たな社会保障ビジョン（仮称）」（原案）について 

 

○第 11回 日時：2019年 1月 23日（水）14:00～16:20 

場所：中央大学駿河台記念館 5階 501教室 

     議事／１．連合「新たな社会保障ビジョン（仮称）」（素案）について 

 

○第 12回 日時：2019年 2月 8日（金）13:30～15:00 

場所：連合会館 8階三役会議室 

     議事／１．連合「新たな社会保障ビジョン（仮称）」（素案）について 
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「社会保障ビジョンの見直しに関する検討委員会」 

 

委員  小笠原 呂和 ＵＡゼンセン  政策・労働条件局部長 

  徳永 佳紀 自治労     政策局長 

  江川 佳子 自動車総連  労働政策局部長 

  山中 しのぶ 電機連合  中央執行委員 

  小林 妙 ＪＡＭ     総合政策副グループ長 

  下茶 健一 基幹労連  中央執行委員 

  篠原 和彦 ＪＰ労組  総合政策部長 

  大橋 由紀子 日教組     中央執行委員 

  川添 浩良 生保労連  中央副執行委員長(社会政策委員長) 

  浅井 まり子 電力総連  労働政策局部長 

  倉田 典明 情報労連  政策担当 

  武井 伸泰 運輸労連  中央書記次長 

  久松 勇治 私鉄総連  社会保障対策局長 

  青木 大樹 フード連合  政策局長 

  仲長 武男 ＪＥＣ連合  ＪＥＣ総研政治部長 

  落合 賢人 損保労連  事務局次長 

  渡邉 努 国公連合  書記次長 

  八幡 直文 ＪＲ総連  政策部長 

  遠藤 飾 海員組合  総合政策部専任部長 

       岩城 李香  ゴム連合  書記（～第 3回） 

  萩原 一人 ゴム連合  中央執行委員（第 4回～） 

  鈴木 龍舞 航空連合  副事務局長 

  工藤 豊 ヘルスケア労協 事務局次長 

  本多 一哉 労済労連  副中央執行委員長 

  南部 美智代 連合本部  副事務局長 

オブザーバー 河崎 智文 電機連合  書記 

  秋山 和義 基幹労連  職員 

  新井 康弘 生保労連  政策局局長 

  小岩 さゆり 国公連合  事務局員 

  中村 栄一 ヘルスケア労協 事務局長 

  浦野 高宏 連合総研  主任研究員 

  川端 邦彦 退職者連合  常任幹事（政策委員長） 

主査（座長） 平川 則男 連合本部  総合政策局長 

事務局  伊藤 彰久 連合本部  生活福祉局長 

  陳 浩 展 連合本部  生活福祉局次長 

  重富 健太郎 連合本部  生活福祉局次長（～第 4回） 

  松永 優紀 連合本部  生活福祉局部長 

  長江 彰 連合本部  生活福祉局部員 

鈴鹿 麻菜 連合本部  生活福祉局部員（第 5回～） 

  鶴見 梨絵子 連合本部  生活福祉局職員 

以 上 
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はじめに 

 

わたしたちの生きる日本は、人口減少や超少子高齢化の進行、グローバル化やＡＩ、

ＩｏＴなど技術革新の進展といった経済社会の変化に直面している。また、暮らしと

雇用の将来不安、社会保障制度の持続可能性、地球規模の気候変動など国内外におけ

る課題も山積している。 

連合は 2010 年 12 月以来、「働くことに最も重要な価値を置き、誰もが公正な労働

条件の下、多様な働き方を通じて社会に参加でき、社会的・経済的に自立することを

軸とし、それを相互に支え合い、自己実現に挑戦できるセーフティネットが組み込ま

れている活力あふれる参加型社会」づくりに取り組んできた。社会のすがたが大きく

変わろうとする今、あらためてこの「働くことを軸とする安心社会」の重要性を再認

識し、労働組合として「まもる・つなぐ・創り出す」をスローガンに掲げ、その実現

に取り組んでいくための「連合ビジョン」を 2019年 5月に策定した。 

「連合ビジョン」では、必要な負担を分かち合い社会の分断を生まない再配分をす

すめるとともに、希望あふれる未来が次の世代に続いていく「持続可能性」と、互い

に認め支え合い、誰一人取り残されることのない「包摂性」の理念を基底に置く。そ

のうえで、年齢や性別、国籍の違い、障がいの有無などにかかわらず多様性を受け入

れ、互いに認め支え合い、誰一人取り残されることのない社会、すなわち「つづく社

会」「つづけたい社会」の実現をめざし、そのための政策と運動の強化を打ち出してい

る。 

この連合「教育制度構想」は、連合の環境・社会政策小委員会において、連合が

めざす社会像である「連合ビジョン」や、社会の現状と将来起こりうる問題を想定

した「人口減少・超少子高齢社会ビジョン」を踏まえ、教育制度にかかわる課題に

ついて検討してきたものである。 

 連合は、この構想で掲げた教育制度の実現に向けて、「政策・制度 要求と提言」の

策定や国会議員・地方議員との連携、審議会等における意見反映、職場や地域での活

動、世論喚起などに連合全体で取り組んでいく。 

 

 

総論 

 

Ⅰ．教育制度構想の位置づけ 

2035年頃には、第４次産業革命ともいわれる、ＩｏＴやビッグデータ、ＡＩ等を

はじめとする技術革新が一層進展し、社会や生活を大きく変えていく超スマート社

会（Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0）の到来が予想されている。研究・開発・商品化から普及ま

でのスピードも加速化しており、次々に生み出される新しい知識やアイデアが組織

や国の競争力を大きく左右していくことが想定される。我が国は第４次産業革命へ

の対応において世界に遅れをとっているとの指摘もあり、取り組みの加速が大きな

課題となっている。2107年には先進国における人口の半数以上が100歳以上まで生き

る人生100年時代が到来し、少子化と高齢化による労働力人口の不足がさらに進むこ

とが予測されている。また、誰もが生涯を通じてやりたいことを続けられる社会を

実現することが必要である。 

これらに対応するためには、個人が生涯を通じて学び続けることが求められる。

連合が教育制度にかかわる課題として掲げている「教育費の無償化」「労働教育・
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主権者教育」「リカレント教育」「人材育成」に共通するのは、いずれも個人がど

のような状況にあろうとも、学びたいときに学べる機会を保障することが求められ

る。 

憲法では、第26条で「すべての国民は、法律の定めるところにより、その能力に

応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する」とし、第2項で義務教育を無償とする

ことを定めている。家庭環境に関わらず、すべての子どもに学ぶ機会を保障するた

めには、義務教育から高等教育まで、あらゆる教育にかかる「教育費の無償化」が

必要である。次に、個人が働く上で知っておくべきワークルールに関する知識を身

につけ活用できる「労働教育」、社会保険や税などの負担を自分ごととして学ぶ

「主権者教育」、個人が社会に出てからも働く場と学ぶ場を自由に行き来できる

「リカレント教育」、社会が変化する中で、個人が求められる職業能力が大きく変

わっていくことから「人材育成」を充実させる必要がある。 

また、これら教育制度を検討する上では、教育の質を維持・向上させるために、

教員の負担が増加し心身に支障を来さないよう、学校における働き方改革の進展に

即して、健康確保に向けた授業時間数の削減や専科教員などの教職員定数の確保と

いった環境を整備することが求められる。 

 

Ⅱ．連合がめざす社会像を実現するための教育制度の検討の必要性 

連合がめざす社会像として掲げている「働くことを軸とする安心社会」の実現に

向けた5つの「安心の橋」の第1の橋は、教育と働くことをつなぐ橋である。2035年

以降の社会を生きる次の世代が、安心して働き生活できるようにするため、すべて

の子どもたちに学ぶ機会を保障することに加え、急速な技術革新の進展など不確実

な環境変化にも適応していくことのできる「学ぶ力」を養っていく視点が必要であ

る。また、年齢にかかわらず労働者が働く場と学ぶ場を自由に行き来できる仕組み

を確立することが求められる。 

「連合ビジョン」や「人口減少・超少子高齢社会ビジョン」においては、労働者

自らが取り組む自己啓発も必要性を増していくことから、労働者が学び直しできる

環境改善をはかることも必要であること、労働者が働きながら学び直しできるよう

教育機関の地域偏在なき整備と学習プログラムの開発や、キャリア権の確立に向け

た社会的啓発、有給教育訓練休暇を制度化するなどの環境整備が求められることを

指摘している。 

こういった様々な機会において、教育に関する課題や連合の考え方を示してきた

ものの、連合が教育制度に関する構想を示すのは、初めてのことである。誰もが将

来に希望をもち自己実現をはかるためには、生涯を通じて学び続けることができる

社会を実現することが求められる。このような社会を実現するために必要な財源に

関する考え方を含め、2035年を目途に実現をめざす、教育制度のあり方について、

連合としての考え方をまとめるものである。 

 

Ⅲ．教育制度に関する現状と方向性 

１．教育費の無償化・学びの機会の保障 

憲法第26条に「すべて国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、

ひとしく教育を受ける権利を有する。すべて国民は、法律の定めるところにより、

その保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負う。義務教育は、これを無償と

する」とあるように、義務教育は誰もが無償で受けられることが規定されている。 
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一方で、2006年に国の負担割合が2分の1から3分の1に引き下げられたことで、地

方自治体の負担割合が大きくなり、教育の水準に地域間格差が生じていることが指

摘されている。人口減少などにより地方自治体の財政が更に厳しくなることが見込

まれることから、将来にわたって義務教育の機会均等と水準の維持向上をはかるた

めに、国の負担割合を3分の1から2分の1に再度引き上げるべきである。 

政府は2018年6月、「経済財政運営と改革の基本方針2018」を閣議決定し、2019年

10月から3歳から5歳までのすべての子どもの幼稚園、保育所、認定こども園の費用

を無償化すること、また、2020年4月からは住民税非課税世帯（年収270万円未満）

の子どもに対して、国立大学の授業料を免除、公立大学は国立大学の授業料を上限

として免除、私立大学は、国立大学の授業料に加え、私立大学の平均授業料と国立

大学の授業料の差額の2分の1を加算した額までの対応をはかることとした。 

加えて、年収300 万円未満の世帯については住民税非課税世帯の子どもたちに対

する授業料減免および給付型奨学金の3分の2、年収300万円から年収380万円未満の

世帯については3分の1の額の支援を行い、給付額の段差をなだらかにする措置も併

せて行うこととなった。 

連合は同日、事務局長談話において「幼児教育無償化の加速が示されているが、

待機児童問題を解消しないままに進めることは、保育の質の低下、高所得者ほど恩

恵を受けるといった問題を引き起こしかねない」「高等教育については、貸与型奨

学金の完全無利子化や返還困難者への支援の拡充など、中間層を含めた抜本的な対

策を強化し、早期に子どもたちの学びを社会全体で支える体制を構築する必要があ

る」ことを指摘した。 

幼児教育については、待機児童の問題を解消した上で無償化を進められるべきで

ある。高等教育については、2020年4月から住民税非課税世帯の子どもの授業料が無

償化されるとともに、給付型奨学金は生活費に充てられることになるが、学生生活

の実態に照らし、相応の学習の時間を確保するための額までに拡充すべきである。

一方で、中間層に対する支援策が不足しているため、すべての子どもの無償化が実

現されるまでの過渡的な対応として、奨学金制度の充実をはかるとともに、「卒業

後拠出金制度i」を導入することで、家庭の経済状況にかかわらず、すべての子ども

が費用の面で躊躇することなく、学びたいことを学べる社会の実現をめざす。 

また、2018年12月に入管難民法改正法が成立したことを受けて、今後さらに外国

人労働者が増加する。共生社会の実現に向けて、地域でくらす生活者でもある外国

人の子どもたちには、地域の学校において日本語教育を含めた教育を受ける権利を

保障すべきである。学校教育においては、多様な価値観や文化の違いを認め合える

人材を育成し、すべての子どもを包摂することも求められる。また、その前提とし

て、人種、民族、思想、宗教、容姿、肌の色、性別、年齢、疾病、障害、門地、性

的指向・性自認等による人権侵害を解消し、人権意識を高めることも必要である。 

 

２．労働教育・主権者教育 

労働教育は、働く場に出る前に、あるいは働く場に出てからも、すべての人に働

くことに関する事項を学ぶ機会を提供するものである。また、主権者教育は、税や

社会保険といった負担を「自分ごと」として理解するとともに、自らの政治参画

が、自らの人生に大きく関わっていることを学ぶものである。 

高等学校では、新たな学習指導要領において、「公共」が必修科目となる。これ

をきっかけとして、働く上で必要なワークルールなどに関する知識を深め活用でき
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るよう、すべての教育段階における労働教育および主権者教育のカリキュラム化を

推進する必要がある。 

 文部科学省は、2018年8月に主権者教育推進会議を設置し、2020年度以降の学習指

導要領の全面実施に向けて、子どもたちが主権者としての資質を身につけるための

検討を進めている。連合はオブザーバーとして参画し意見反映をはかる。 

また、超党派の議員連盟で検討が進められてきた「ワークルール教育推進法」

（ワークルール教育を総合的に推進し、国民生活の安定・向上および国民経済の健

全な発展に寄与することを目的に、①国・地方公共団体・事業主・使用者の責務、

②基本方針に基づき、学校や大学等の学齢期から、地域・職場などの各段階に応じ

たあらゆる場で労働教育を推進するための基本的施策を講じること、③文部科学

省・厚生労働省などの関係行政機関のもとに「ワークルール教育推進会議」を設置

することなどを定める基本法）の制定により、学校教育および社会教育を通じ生涯

にわたって働くことの意義やワークルールなどを学ぶことで、ディーセントワーク

を実現し、持続的な社会の発展をめざす。 

加えて、公民館・図書館・博物館などの社会教育施設での労働教育に関する出前

講座やワークルール検定の実施など、様々な年齢層が学ぶ社会教育に対象を広げ、

幅広い展開をはかる必要がある。 

 

３．リカレント教育・人材育成 

女性の社会進出が進み、一部の高等教育機関では女性の学び直しを就労支援につ

なげるなどの取り組みが進んでいる。しかし、大学などの高等教育機関への入学者

において、25歳以上の社会人が占める割合は2.5％（2013年時点、ＯＥＣＤ平均

16.6％）と非常に低い水準にある。様々な調査において、社会人が学び直しを進め

る上で壁になっているのが、「費用」と「時間」の問題であることが明らかになっ

ている。 

他方で、企業の人的投資については、1990年代以降の企業における1人当たり教育

訓練費を見ると減少しており、国際的にみても他先進国に比べ、低い傾向にある。

また、企業規模間や雇用形態間で格差が生じているなどの課題がある。今後、就労

期間の長期化や加速する技術革新など、労働者を取り巻く環境の変化が想定される

中、職業訓練制度全般に関わる内容であり、人的投資のあるべき姿については、企

業の費用負担のあり方を含め、課題として検討する必要がある。政府は、文部科学

大臣が認定した講座については、社会人が学び直しをしやすいように講座の最低時

間を120時間から60時間に短縮し、2019年度から看護師や介護福祉士などの専門職の

資格取得をめざす社会人には最大4年間の学費支給を行うなどの施策を実施すること

になった。 

上記に加えて、更なる学費の減免、サバティカル休暇のような長期の有給教育休

暇の制度化など、「学び方改革」を通じた実効性のある対策の実施をめざす。 

 

４．財源のあり方 

就労前の学校教育における費用の無償化にかかる財源については、大きく分けて

税、国債、社会保険の3つに分類できる。教育制度の位置づけや、各財源の性格、実

現可能性に鑑みて、教育にかかる費用は社会全体で負担すべきであり、税によって

賄うのがあるべき姿である。 

就労後のリカレント教育にかかる費用については、その性格から全額を税で賄う
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ことが必ずしも適切ではないとの議論もある。また、リカレント教育と関係が深い

現状の雇用保険の被保険者を対象とした教育訓練に関わる諸制度については、今後

の学び直しの社会的ニーズや雇用情勢の変化を見据えつつ、雇用保険制度と職業訓

練制度全般との関係を整理する中で、労働行政の責任として能力開発支援のために

一般財源で確保することを検討する必要がある。 

連合はこの間、「税制改革構想（第4次）」ならびに「社会保障構想（第3次）」

の改定の検討作業と適宜連携をとりつつ検討を進めてきた。教育費の無償化など教

育にかかる財源には、社会全体で学び続ける個人を支える観点から、消費税の増税

分を充てるべきである。 
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【Ⅰ．子どもの学びを社会で支えるための教育費の無償化と学びの機会の保障】 

 

【連合がめざす社会像】 

１．教育にかかる費用は原則として無償とする。 

２．社会全体で子どもの学びを支え、教育の機会を保障する。 

３．すべての子どもが学びたいことを学べる社会を実現する。 

○2019年 10月以降、0～2歳の住民税非課税世帯の子ども、3～5歳の子どもの就学前

教育の無償化、住民税非課税世帯やこれに準じる世帯の子どもの国立大学授業料の

無償化などが実施される。対象者数と金額の拡充をめざすとともに、過渡的な対応

として奨学金制度などを充実・改善させる。 

○幼児教育および高等教育の無償化をきっかけとし、将来的にはすべての教育にかか

る費用の無償化を行うことで教育の機会を保障し、子どもたちの学びを支える社会

の実現をめざす。 

 

【具体的な教育制度】 

１．幼児教育 

（１）幼児教育（保育所・幼稚園・認定こども園）の無償化と全入により教育機

会を保障する。 

（２）保護者の経済状況などによって異なることのない保育・教育環境を確保す

る。 

 

２．義務教育 

（１）学校給食の完全実施と無償化を進める。 

（２）学習指導上必要な教材（教科書以外）を無償支給とする。 

（３）就学援助制度（学用品費・クラブ活動費・修学旅行費など）を拡充する。 

（４）いじめや虐待、貧困などを早期に把握し、適切に対応するため、スクール

カウンセラーおよびスクールソーシャルワーカーをすべての学校に常勤配

置する。 

（５）日本語教育および母国語・母文化教育を支援することで、異なる文化・言

語を背景とした子どもの教育の権利と機会を確保する。 

（６）義務教育における地域格差を是正するため、義務教育費国庫負担制度（国3

分の1・地方3分の2）を拡充（国2分の1・地方2の分の1）する。 

 

３．高等学校教育 

（１）経済的背景による教育格差を是正するため、すべての生徒の授業料を無償

化する。 

（２）所得制限のある高等学校等就学支援金の対象者を拡充する。 

（３）生活保護受給世帯、非課税世帯が対象の高校生等奨学給付金制度を拡充す

る。 

（４）定時制・通信制の教科書等給与費を拡充する。 

 

４．高等教育 

（１）経済的背景による教育格差を是正するため、すべての学生の学費を無償化す

る。 
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（２）給付型奨学金は生活費に充当する。 

（３）現在の枠組みを前提とした過渡的な対応をはかる。 

①運営費交付金や私学助成などの公費負担を増額し学費（入学金、授業料）を低

額化する。 

②所得連動型返還制度について、有利子奨学金貸与者も対象とする。 

③返還猶予や減額返還（現行 10 年）の期間を延長する。 

④延滞金の賦課率（現行 5％）を引き下げる。 

⑤保証制度の人的保障は廃止する。機関保証を原則とし保証料を引き下げる。 

⑥無利子奨学金の枠を拡充するための予算措置を行い、国の奨学金制度は無利子

とする。 

⑦中間層（無償化対象外）の負担軽減をはかるため、貸与型奨学金のうち無利子

奨学金の所得連動返還型奨学金制度を活用し、卒業後拠出金制度を導入する。 
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【Ⅱ．学校・社会教育を通じた労働教育・主権者教育】 

 

【連合がめざす社会像】 

１．働くことの意義や知識、主権者としての知識を学ぶ機会を拡充する。 

２．労働教育や主権者教育で得た知識を活用できる力を育成する。 

３．あらゆる層に向けたワークルール教育を進めるため、「ワークルール教育推進

法」の制定をめざす。 

○新たな学習指導要領のもと、高等学校で新設される「公共」をきっかけに、働く

上で必要なワークルールなどに関する知識を深め活用できるよう、すべての教育

段階における労働教育のカリキュラム化をめざす。 

○「ワークルール教育推進法」の制定により、学校教育および社会教育での学びを

拡げ、あらゆる層が多様な機会にワークルールを学ぶことで、ディーセントワー

クの実現を通じた持続的な社会の発展をめざす。 

 

【具体的な教育制度】 

１．幼児教育 

（１）子どもたちが、働くことを身近に感じられる体験活動を実施する。 

  

２．義務教育 

（１）主権者として、社会保障や税、労働法など働く者の権利と義務など働くこと

に関する知識を学ぶ機会を保障する。 

（２）自らの政治参画が自らの人生に係わることや、社会保険や税などの負担や権

利を「自分ごと」として理解するなど、主権者として必要な資質を育む。 

（３）職場体験などにより働くことを学ぶ機会を拡充する。 

 

３．高等学校教育 

（１）社会に出る前のすべての子どもが、ワークルールやワーク・ライフ・バラ

ンスなど、働くことの意義・雇用関係などの知識を学ぶ機会を拡充する。 

（２）アルバイトなど、身近な働き方の労働条件や勤務実態を知ることを通じ

て、身につけた知識を社会に出てから活用できる学びの機会を拡充する。 

 （３）国政選挙や地方選挙への投票行動を含む政治参画意識を醸成する。 

 

４．高等教育 

（１）すべての都道府県において、大学などにおける労働教育に関する寄附講座

を拡充する。 

（２）社会保険の仕組みに関する基本的な知識、相談窓口などについて学ぶ機会を

確保する。 

 

５．社会教育 

（１）公民館などの社会教育施設で労働教育・主権者教育に関する出前講座を行

う。 

（２）ワークルール検定を受検する機会を拡充する。 
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６．ワークルール教育推進法 

（１）充実した職業生活の実現と健全な労使関係を構築する。 

（２）権利侵害などに対する実践的な救済方法に関する知識を習得する。 

（３）行政機関による実効的な取締りや支援を可能とするよう連携強化をはかる。 

（４）使用者がワークルールに関する知識を向上させるよう環境整備をはかる。 

（５）学齢期から高齢期までの各段階に応じて体系的にワークルール教育を行

う。 

（６）学校、職場、地域など様々な場において、ワークルール教育を推進する。 
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【Ⅲ．いつでもどこでも学び直すことができるリカレント教育と 

第 4次産業革命による技術革新を見据えた人材育成】 

 

【連合がめざす社会像】 

１．学ぶ楽しさや学ぶ喜びを得られるよう学びたいときに学べる環境を整える。 

２．人生を豊かにするため、個人が生涯にわたって学び続ける社会を実現する。 

３．技術革新を見据えた人材育成に向け、働く場と学ぶ場を行き来できる環境整

備を行う。 

○社会人が学び直しを進める上で壁になっているのは、「費用」と「時間」の問題であ

る。学費の減免、長期の有給教育休暇の制度化などの実施をめざす。 

○第 4次産業革命などによる技術革新が著しく、求められる職業能力が大きく変化す

る。企業による人への投資が減少する中、2019年度に新設された専門職大学をはじ

め、大学などの高等教育機関において、社会人が積極的に学び直す機会が保障され

る社会の実現をめざす。 

 

【具体的な教育制度】 

１．義務教育・高等学校教育 

（１）小中学校に通っていない・卒業していない約12万8千人の学び直しの機会を

保障する。 

（２）中学校夜間学級（2019年度時点、9都府県33校）を全県に設置する。 

（３）第4次産業革命に対応できる人材育成として、ＩＣＴ教育やプログラミング

教育、グローバル社会に対応できる外国語教育を進める。 

（４）通信制高校、定時制高校における学び直しの機会を保障する。 

 

２．高等教育 

（１）大学における社会人特別選抜枠の拡大などの編入制度の弾力化、高等専門学

校や夜間大学院の拡充、科目等履修制度・研究生制度の活用、通信教育・放

送大学の拡充を進める。 

（２）第 4次産業革命による技術革新を見据え、能力開発支援に必要な一般財源を

確保するとともに、専門職大学をはじめとした働くことに直結する学びの機

会を拡充する。なお、専門職大学における長期のインターンシップは労働と

し、労働諸法を適用する。 

（３）幅広い知識にもとづき多様な考え方を理解できる人材を育成するための、リ

ベラルアーツ教育を充実させる 

（４）教育訓練機会の企業間や雇用形態間の格差を是正し、長期の教育訓練休暇制

度を導入しやすいよう、社員が休暇を取得し学び直した際に支援を行う「人

材開発支援助成金」を拡充する。 

（５）高等教育機関は、社会人が企業に在籍しながら通学できるカリキュラムの編

成、夜間や休日に開講する講座、オンデマンド講座などを充実させる。 

（６）企業は、学び直しの課程におけるインターンシップに協力するなど、高等教

育機関との連携を強化するとともに、学び直しをした社会人を評価するよう

人事制度を変革する。 

（７）本人の任意に基づくものでない限り、教育研修・訓練への参加時間は労働時

間であることを徹底する。 
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３．社会教育 

 （１）公民館、図書館、博物館などの社会教育施設における学びの機会を確保する。 

 

４．ＩＣＴを活用した教育 

（１）教育と技術を組み合わせたＥｄＴｅｃｈ（エドテック）を活用し、誰もがい

つでもどこでも学べるプラットフォームを構築する。  

（２）放送大学や大規模な公開オンライン講座の「ＭＯＯＣ」（ムーク：Massive Open 

Online Courses）を活用した学びを拡充する。 
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【Ⅳ．教育制度構想を実現するための財源のあり方】 

 

【連合がめざす社会像】 

１．税、国債、社会保険のうち、税を教育にかかる費用に充てる。 

２．広く社会全般の負担を求めることのできる消費税を中心とした税財源を充て

る。 

３．費用の負担の心配がなく、誰もがいつでも学びたいときに学べる社会を実現

する。 

○教育機会の格差是正に向けて、財源のあり方を検討する必要がある。わが国の財政

収支の改善が必要であることを念頭におきつつ、2020 年以降の教育費に関する公

的負担のあり方を含めた教育制度の裏付けとなる財源について検討してきた。 

○財源については、大きく分けて税、国債、社会保険の３つに分類できる。各財源の

性格、実現可能性に鑑みて、教育にかかる費用のあるべき財源を税財源とする。 

 

１．税 
連合はこの間、「税制改革構想（第4次）」ならびに「社会保障構想（第3次）」の改

定の検討作業と適宜連携をとりつつ検討を進めてきた。学校教育にかかる費用は、

希望する誰もが学べる社会を実現するために、社会全体で負担すべきであり、税に

よって賄うのがあるべき姿である。 

（１）教育費の無償化に充てる財源については、すべての国民がすべての子どもの教

育を受ける機会を保障する考えのもと、消費税を中心とした税財源を充てるこ

ととする。 

（２）2019年 10月の消費税増税時に、「新しい経済政策パッケージ」に基づいて、幼

児教育および高等教育の一部無償化がなされることとなる。次の消費税増税時

に、すべての子どもの幼児教育から高等教育に係わる費用について無償とする。 

 

なお、就労後のリカレント教育にかかる費用については、職業訓練制度全般に関

わる問題もあることから、企業負担や個人負担のあり方も含めて継続的に検討して

いくことが必要である。 

 
２．国債（「こども国債」「教育国債」など） 
建設国債などのように普通国債を発行して、子どもの教育にかかる費用の財源を確

保すべきとの考え方があるが、国債はあくまでも将来世代への負担となることから問
題がある。 

 
３．社会保険（「こども保険」など） 
社会保険の仕組みを使って、子どもの教育にかかる費用に充てるべきとの考え方が

ある。しかし、教育は保険原理におけるリスク（保険事故）ではないことに加え、教
育を受ける子どもやその保護者を被保険者とした場合、保険料を拠出していない被保
険者や、社会的養護の下にある子どもへの給付のあり方など、財源としての性格上の
問題が残る。そのため、子どもの教育にかかる費用の財源として社会保険料を充てる
ことは馴染まない。 
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※文部科学省試算から連合が算出 

１．就学前教育（保育所、幼稚園、認定こども園）無償化【0.7兆円】 
→3～5 歳子どものいる全世帯を対象に、2019 年 10 月完全実施（約 7,700 億

円） 
２．初等中等教育（小学校、中学校、高等学校など） 
（１）小中学校の学校給食の完全無償化【0.4兆円】 
（２）高等学校の授業料無償化【0.3兆円】 

３．高等教育（大学、短大、高専、専門学校）無償化【3.7兆円】 
→住民税非課税世帯と準ずる世帯のみ、2020年 4月一部実施（約 7,600億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

i 「卒業後拠出金制度」 

 オーストラリアで導入された制度。 

○学生は、入学時に納税者番号を登録し、卒業後に授業料相当額のうち高等教育から受ける私

的便益に応じた額を拠出金として源泉徴収により納付、その他を政府が社会的便益相当とし

て政府貢献分を負担する。 

○学生・政府それぞれの負担額は、教育に要する費用と卒業後の期待所得水準、国として人材

を必要とする分野等を加味して、専攻分野ごとに設定する。 

○卒業後の年収が 54,126 豪ドル（約 460 万円）未満の者は拠出金の支払い義務は生じない。 
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はじめに 

 

わたしたちの生きる日本は、人口減少や超少子高齢化の進行、グローバル化やＡＩ、

ＩｏＴなど技術革新の進展といった経済社会の変化に直面している。また、暮らしと

雇用の将来不安、社会保障制度の持続可能性、地球規模の気候変動など国内外におけ

る課題も山積している。 

連合は 2010 年 12 月以来、「働くことに最も重要な価値を置き、誰もが公正な労働

条件の下、多様な働き方を通じて社会に参加でき、社会的・経済的に自立することを

軸とし、それを相互に支え合い、自己実現に挑戦できるセーフティネットが組み込ま

れている活力あふれる参加型社会」づくりに取り組んできた。社会のすがたが大きく

変わろうとする今、あらためてこの「働くことを軸とする安心社会」の重要性を再認

識し、労働組合として「まもる・つなぐ・創り出す」をスローガンに掲げ、その実現

に取り組んでいくための「連合ビジョン」を 2019年 5月に策定した。 

「連合ビジョン」では、必要な負担を分かち合い社会の分断を生まない再配分をす

すめるとともに、希望あふれる未来が次の世代に続いていく「持続可能性」と、互い

に認め支え合い、誰一人取り残されることのない「包摂性」の理念を基底に置く。そ

のうえで、年齢や性別、国籍の違い、障がいの有無などにかかわらず多様性を受け入

れ、互いに認め支え合い、誰一人取り残されることのない社会、すなわち「つづく社

会」「つづけたい社会」の実現をめざし、そのための政策と運動の強化を打ち出してい

る。 

 「税制改革構想（第 4次）」は、「働くことを軸とする安心社会」の実現に向けて策

定した「社会保障構想（第 3 次）」、「教育制度構想」などにおける政策を実行するた

めの基盤となる税制のあり方について、連合の考え方を示したものである。「公平・連

帯・納得」の基本理念を継承しつつ、税制が持つべき所得再分配機能と財源調達機能

の回復、持続的かつ人々のニーズに対応しうる社会保障制度の財源確保、企業の社会

的責任の発揮、地域による偏りの少ない安定的な地方税体系の構築など、税制全般の

抜本改革に向けた全体像を提示した。併せて、経済のデジタル化などの新たな課題を

踏まえた税制の方向性についても検討した。 

税制改革と並行して、より質の高い雇用の確保、格差是正、暮らしの底上げ・底支

えにつながる政策･制度の実現をはかることや、生み出した付加価値の適正な分配に

向けた労使の取り組みも欠かせない。一連の取り組みによって将来不安を払拭し、経

済を安定的な成長軌道に乗せていくことは、所得と消費の持続的な拡大による税収の

自然増を通じ、結果として財政健全化にもつながっていく。 

 連合は、本構想で掲げた税制抜本改革の実現に向けて、「政策・制度 要求と提言」

の策定や国会議員・地方議員との連携、審議会等における意見反映、職場や地域での

活動、世論喚起などに連合全体で取り組んでいく。 
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総論 

 

Ⅰ．連合がめざす社会の実現に向けて 

 １．連合が掲げる社会像と税制改革構想の経緯 

連合はこれまで、働く者の立場から、めざす社会の実現に向けた基盤づくりと

して、中長期における税制改革の方策を「税制改革基本大綱」で提起してきた。 

第 1次大綱（1994年）では、「日本の進路―連合からの提言―」「総合福祉ビジ

ョン」を前提に、今後の高齢化の進行などを念頭に、給与所得者の立場から不公

平税制の是正と行財政改革を前提とした国民合意の税制改革を掲げ、公正・公平・

簡素で所得・資産・消費課税のバランスに配慮した税体系の構築などを求めた。 

第 2 次大綱（2003 年）は、第 1 次大綱をベースに、「労働を中心とする福祉型

社会」「21世紀社会保障ビジョン」を踏まえ、安心・安定・安全の福祉・社会保障

に資する公正・公平で分権と参加を基軸とした税制改革を掲げた。その中で、社

会保障給付や福祉サービスの拡充を前提とした所得課税の各種人的控除の見直し

を明確化するとともに、基礎年金財源の税方式への転換、社会保障の充実を目的

とした消費税率の引き上げを提起した。 

2010年に策定した「働くことを軸とする安心社会」では、安心社会を支える基

盤の一つとして、「公平な負担による分かちあいの社会」を掲げた。そして、わが

国財政の危機的状況を打開しつつ、持続可能な社会のため、国民のニーズに応え

る施策が展開されるならば、「公平・連帯・納得」の 3つの理念にもとづく負担は

受け入れる用意があることを確認した。そのうえで、人々の能動的な社会参加と

就労を進め能力を高める社会に対する支出は未来への投資であるとし、そのため

の財源について、とりわけ税については、課税ベースを拡げることで広く負担し

あう必要性を掲げた。 

この考え方を踏まえ、「新 21 世紀社会保障ビジョン」との整合もとりつつ策定

されたのが第 3次大綱（2011年）であり、当時の民主党政権による社会保障・税

一体改革の実現に向けて具体的な政策提言を行った。 

 

２．持続可能で包摂的な社会の実現に向けた政策強化の必要性 

その後の政権交代で登場した安倍政権においては、2 度にわたる消費税率引き

上げの延期などで社会保障の機能強化に遅れが生じ、所得再分配機能や財源調達

機能の回復などの税制抜本改革も一向に進んでいない。 

政治において社会保障や財政の持続可能性に対する責任が欠如し、それが国民

の不安・不信をかきたてる中、持続可能で包摂的な社会に向けた改革の全体像と

その実行が問われている。今こそ、一人ひとりのニーズを満たす積極的社会保障

制度と積極的雇用政策の確立や、教育制度の充実をはじめとする政策に一層磨き

をかけ、その実現によって、誰もが必要な給付やサービスを享受でき、その負担

を社会全体で分かち合うことで、誰一人として取り残されることなく社会で活躍
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できる、活力ある社会をつくりだしていくことが求められる。 

 

Ⅱ．連合が求める税制改革にあたっての視点 

１．本税制改革構想の目的と射程 

本構想の目的は、「連合ビジョン」が掲げる持続可能で包摂的な社会の実現に向

けて、「社会保障構想（第 3 次）」、「教育制度構想」との整合をとりつつ、これま

での「税制改革基本大綱」を土台としながら、2035年頃に向けて社会保障や教育

制度の改革を支える税制改革の姿を描くことである。 

本構想の射程を 2035年としているのは、いわゆる団塊ジュニア世代が 65 歳に

到達し始める時期を見据えてのことである。これまでの社会保障と税の一体改革

が視野に入れてきたのは団塊世代が 75 歳を迎える 2025 年であり、その先の社会

保障の持続可能性の確保に向けて、早い段階から給付と負担の両面からの総合的

な改革議論を進める必要がある。その中で税制、社会保障、教育にかかわる政策

の一体的な実現をはかる必要がある。 

 

２．税制改革の基本理念 

（１）税制・財政が持つべき役割と租税原則 

１）税財政の役割と租税原則 

①私たちの暮らしと税財政の役割 

・私たちが安心して暮らしていくために、税金は重要な役割を果たしている。

例えば、年金や医療などの社会保障、教育や消防などの公共サービス、図書

館や道路などの社会資本整備は、日常生活に不可欠なものであり、必要な人

に適切に供給され続けることで社会が維持されている。税は、そうした社会

を維持するための経費を分担しあう「社会の会費」といえる。ゆえに、受益

に見合った負担水準と、それを誰がどのように負担するかが最大の焦点に

なる。 

・経済力に見合って税を負担し、必要な人に適切な給付が行われることで、所

得の再分配も可能となる。所得税や相続税など、累進性のある税制を通じ、

経済力のある人がより多くの負担を担い、税や社会保険料を社会保障給付

などを通じて再分配することで、大きな経済格差を是正することができる。 

・さらに、税財政を通じた、経済の安定化機能（ビルトイン・スタビライザー）

や政策誘導などにより、国民生活の安定と経済社会の維持・発展に寄与する

という側面もある。 

②租税原則 

・租税原則とは、どのような税をどのような理念にもとづき課すべきかとい 

った税制の準拠すべき原則である。経済社会状況や国の果たすべき役割の変

化などによって、その原則も変遷をしてきているが、その中で連合は、特に

以下の原則を重視する。 
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（２）「公平・連帯・納得」の継承 

第 3次大綱では、連合が求める税制改革を象徴する理念として、「公平・連帯・

納得」を掲げた。 

・「公平」…税と社会保障を通じて所得再分配機能を高め、垂直的・水平的・世

代間公平性を確保する税制を構築すること 

・「連帯」…相互信頼と連帯により社会全体で負担を分かち合うことで少子高齢

社会を克服していくこと 

・「納得」…納税者・国民が税に対する理解と納得を高めることのできる税制を

確立すること 

これらは、第 3 次大綱の策定以降における経済社会や税制改正の推移を踏ま

えても、なお重要なテーマであるといえる。したがって、本構想においても、

引き続き基本理念として位置づけていく。 

 

Ⅲ．税財政を取り巻く環境と課題 

 １．社会経済と税財政の現状・課題（※詳細は 41ページ「補論」に記載） 

（１）現政権の経済財政運営とその限界 

「デフレ脱却」と「富の拡大」を目的とする安倍政権の経済財政政策、いわゆ

る「アベノミクス」の開始から 6年が経過した。しかし、物価目標は未だ達成途

上であり、個人消費や地域経済への波及も十分とはいえず、企業や株主が恩恵を

受ける一方で労働分配率は低下するなど、分配の歪みや格差の拡大が生じてい

る。金融緩和頼みの政策に対しては、将来の金融・財政に及ぼす副作用への懸念

も強まっている。 

（２）人口動態の変化、中間層の減少と格差・貧困をめぐる課題 

人口減少・超少子高齢化の進行により、社会保障ニーズが高まる一方で、その

支え手が減少していくことを踏まえ、社会保障の持続可能性を確保しうる財政

のあり方が問われている。その一方で所得の状況をみれば、賃上げの流れは確か

公平の原則 垂直的公平（経済力のある人がより大きな税負担

を担う）、水平的公平（同じ経済力の人は同じ税負

担を担う）、世代間の公平（負担を将来世代に付け

回ししない）の確保。 

十分性の原則 財政需要を満たすのに十分な租税収入があるこ

と。福祉や公共サービスを強化するには、それに見

合った負担が必要である。 

経済の安定と成長

の原則 
経済の安定と成長のための税財政政策を円滑に

実行できること。 

簡素・明確の原則 簡素で納税者にわかりやすい税制であること。税

務行政が、公正に行われること。 

費用最小の原則 徴税業務と納税事務の両方にとっての費用を他

の租税原則と両立する限り、最小にすること 
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なものとなりつつあるものの、非正規雇用で働く者は雇用労働者全体の 4 割近

くを占め、年収 200 万円以下の給与所得者も全体の 4 分の 1 近くまで増加し、

中間層の減少、所得の格差や貧困をめぐる状況が改善されているとはいえない。 

 （３）技術革新の進展に伴う課題 

第 4 次産業革命による急速な技術革新の進展によって、産業構造の変化や今

後の雇用のあり方にも影響を及ぼすことが想定される。格差拡大や貧困を防ぐ

ために必要な政策対応が求められる。また、経済のデジタル化を踏まえた税制の

公平性確保や納税手続きの簡素化・利便性向上も急務である。 

（４）財政健全化に向けた課題 

歳出が歳入を大幅に上回る状況が続き、国と地方の長期債務残高は年々増加

し続けている。将来世代への負担の先送りに歯止めをかけ、社会保障などのセー

フティネットの持続可能性や財政に対する国内外の信用を確保するため、行財

政改革と税制改革を通じたプライマリーバランス（基礎的財政収支）の黒字化、

中長期的な債務残高の圧縮を着実に進める必要がある。 

 （５）税制の機能低下、課税の公平性などをめぐる課題 

所得税、相続税、法人税のフラット化や金融所得への軽課などにより、税制が

本来持つべき所得再分配機能、財源調達機能は低下したままである。課税の公平

性をめぐっても、従来から残る所得捕捉率の格差に加え、家族形態や働き方の多

様化など社会の構造変化を踏まえた税制の見直しは十分に進んでいるとはいえ

ない。消費税についても、益税につながる制度不備に加え、軽減税率の導入など

公平性や効率性にかかわる課題を残している。 

 （６）将来不安がもたらす悪循環 

本来であれば、社会経済の構造変化を見据え、早い段階で受益と負担のバラン

スをとることで、社会保障制度に対する信頼感を高めつつ、将来世代への負担の

先送りに歯止めをかける必要があった。しかし、国民的合意を取り付ける政治的

な努力が十分に行われないまま、負担増・給付抑制など財政のつじつま合わせが

繰り返されたことで、国民の間に制度に対する不信感や将来不安、税・社会保険

料の負担感が募り、それが更なる負担増・給付抑制を招く悪循環が続いている。 

 

２．健全な財政への道筋をつけ、次世代が安心できる社会を引き継ぐ 

 これ以上の問題の先送りは社会の持続可能性の観点から許されない。今こそ、

人々のニーズを満たす普遍的な社会保障や教育、雇用セーフティネットの充実を

はかると同時に、その負担を社会全体で支える税制と社会保障制度の改革を実行

し、受益と負担のバランスを回復することで、税や社会保険料の負担に対する抵

抗感の緩和をはかる必要がある。それは、人々の暮らしと将来への希望を守るこ

と、社会における相互信頼を醸成し社会の分断を回避すること、次の世代が安心

できる社会と健全な財政への道筋を付けることを通じて、持続可能で包摂的な社

会としていくことにつながる。 
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Ⅳ．連合が考える税制改革の主要論点と方向性 

 

人口減少・超少子高齢化、技術革新の進展などの環境変化を踏まえ、連合ビジョン

が掲げる「つづく社会」「つづけたい社会」を具体化するべく、社会の持続可能性・包

摂性を確保しうる受益と負担のバランス改革の実現が求められる。税制においても、

適切にその役割を発揮できるよう抜本的な改革を行う必要がある。 

その際、とかく消費税の税率引き上げに注目が集まりがちになるが、所得税の累進

性強化、相続税などの資産課税の再構築など、税制全体の総合的な見直しによって、

所得・消費・資産それぞれに対する課税のバランスを保ち、生涯を通じた税負担の公

平をはかることなくして、「公平・連帯・納得」の理念は実現できない点に留意しなけ

ればならない。 

加えて、税制改革に並行して、より質の高い雇用の確保、所得の持続的な増加、暮

らしの底上げ・底支えにつながる政策･制度を実現し、経済を安定的な成長軌道に乗

せることを通じて持続的な税収の自然増をはかることも、財政基盤を確立するうえで

重要である。 

 

１．税制に対する納税者・国民の関心・理解・納得の向上 

（１）理解の前提となる情報の開示 

改革を進めるうえで、「納得」できる税制であることが求められる。北欧諸

国などでは、税金は「もう一つの財布」「将来社会に対する投資」という国民

＜連合が描く未来＞ 

○中立的かつ客観的な推計を前提とした財政運営がなされるとともに、税財

政の状況や納税に関する権利・義務に関する国民の理解が進んでいる。 

○ＩＣＴの活用、マイナンバーの普及が進み、所得の適切な把握、納税手続き

の利便性が向上している。税務当局における事務の効率化・負担軽減も進ん

でいる。 

○所得、資産、消費でバランスのとれた課税を通じて、生涯を通じた課税の公

平化が進むとともに、所得や資産の再分配機能や財源調達機能の回復が進ん

でいる。働き方や家族形態に中立な税制が構築されている。 

○社会保障などの給付・サービスの充実、益税の解消によって、消費税をはじ

めとする税制への信頼が高まっている。 

○国と地方の間、地域間の税源バランスの改善が進んでいる。 

○成長と環境のバランスに配慮した経済活動が行われている。 

○ＮＰＯ法人などの活動がさらに活性化するとともに、地域の社会貢献活動

への参加や支援が広がっている。 

○経済のデジタル化やグローバル化にも対応した公平な課税が進んでいる。 



7 

 

意識が強く、税制に対する信頼度や負担の分かち合いに対する意識も高く、わ

が国とは対照的である。財政のガバナンスについても、わが国には他の先進諸

国でみられるような政府から独立した立場で中長期の財政推計を行う機関が

ないこともあり、時の内閣による楽観的な将来推計に基づく財政計画や予算編

成が繰り返されている。財政の先行きに関する客観的でより信頼性の高い情報

が国民の間に共有されることが、税財政改革を進めるうえでも重要である。 

（２）負担・給付の両面で求められる適切な所得把握 

税制に対する信頼が確かなものになりにくい背景の一つに、いわゆるクロヨ

ン問題など所得捕捉の不十分さがある。これまで政府からは所得捕捉率の格差

の改善を強調するデータが示されているが、これに反証する研究結果も示され

ている。 

この間、免税点の引き下げや申告書類などの整備、罰則強化などの改善が行

われてきた一方で、税務職員数の減少や実地調査割合の低下など、税務調査な

どを行う体制はむしろ弱まっている。その一方で、経済活動のグローバル化や

デジタル化が進むにつれて、租税回避の手法も巧妙化・国際化している。そう

した中で課税の公平や税制に対する信頼確保の意味でも、適切な所得捕捉が行

われる必要がある。 

所得に関する情報の的確な把握は、税負担の公平性を確保するためだけでは

なく、困難な立場にある人が確実に社会保障や福祉サービスを受けられるよう

にするうえでも不可欠なものである。このことについて認識を共有していくこ

とも重要である。 

（３）関心・理解・納得を高める改革 

納税者の立場に立ったわかりやすい税制とし、税金が私たちの社会や暮らし

に役立っているとの実感を持てるようにすることが必要である。国民・納税者

が納税者としての権利と義務を理解し、税とその使い途に関心を持ち、政治参

加を通じて意見を言えることが民主主義を強くする。 

そのために、①納税者の視点から納税者の権利と義務をわかりやすく明示し

た「納税者権利憲章（仮称）」の制定、②納税意識の喚起につながる申告納税

選択制の導入、③税の意義やライフステージごとの負担と受益の関係などにつ

いての租税教育の強化、④税や予算・決算に関するより一層の情報公開と国民

の政治参加、⑤海外の事例も参考にしつつ所得捕捉に関する実態調査の実施・

公表、⑥マイナンバーやＩＣＴの活用をはじめとする納税手続きの簡素化・効

率化、適正な課税に向けた税務執行体制の整備などを実現する必要がある。 

 

２．税と社会保障を通じた所得再分配機能の強化 

（１）公平性の確保、所得再分配機能と財源調達機能の回復 

「公平」は、税制を考える上で最も重要な原則の一つである。社会を維持す

るための経費は、公平に分担しなければならない。税と社会保障による所得再
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分配機能を強め、格差社会を是正することが大きなテーマの一つである。世代

間の公平に配慮しつつ、所得税や相続税の見直しを中心に垂直的公平を強化し、

水平的公平を確保する税制改革が必要である。また、働き方の変化や多様化に

対応した税制の見直しも重要な課題である。 

（２）垂直的公平の強化 

１）所得税 

・所得税においては所得再分配機能と財源調達機能を回復するべく、所得税の

累進構造の強化、人的控除の控除方式の見直し（所得控除から税額控除への

変更、各種給付への振り替え）、金融所得などの分離課税の見直しを行う。さ

らに、課税最低限を引き上げることで担税力を調整するとともに、低所得層

に対し給付つき税額控除（「就労支援給付制度（仮称）」）を導入するなど負担

軽減をはかる。現役世代を含めた社会保障制度の機能強化などを前提に、中

堅以上の所得層や分離課税で軽減されている金融所得などに負担を求める

ことで所得税を基幹税として再構築する。 

２）相続税 

・相続税について、財源調達機能の回復、格差の拡大・固定化を是正する観点

から、バブル経済以前のレベル（亡くなった方の 1割程度が課税対象となる

イメージ）まで課税対象を広げる。 

３）土地税制 

・土地は、個人資産であると同時に公共的な性格を有している。土地税制は、

土地の保有、譲渡、取得の段階ごとに税負担能力を認め、課税している。保

有段階の安定的な課税を基軸に、経済状況に応じた譲渡・取得段階の課税を

弾力的に組み合わせることで、地方税収の安定化と土地の有効活用促進をは

かる。 

・固定資産税は、市町村税収の 4割以上を占めており、住民税と並ぶ基幹的な

税金である。地域の公共サービスの費用を分担していくために、公平で適正

な負担が必要である。また、土地基本法の「土地は公共財であり、公共の福

祉を優先させる」という理念のもと、税制の特例措置や規制の見直しなどに

より、土地の有効活用を促していく。 

・譲渡・取得段階の課税については、投機的な譲渡が行われている場合には引

き上げ、流動性が阻害されている場合には引き下げるなど、経済情勢に合わ

せて弾力化をはかる。 

（３）水平的公平の確保 

・個人情報の保護を前提としたマイナンバー制度の活用、インボイス方式の導

入と着実な運用、罰則の強化などにより、いわゆるクロヨン問題など徴税上

の所得捕捉の公平性を確保し、滞納を防止する。 

・経済のデジタル化による経済活動の多様化、とくに個人間取引の活発化を踏

まえた所得把握の仕組みを整備する。 
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（４）世代間の不公平の是正 

・財政赤字による将来世代への負担のつけ回しや世代間における受益と負担の

著しい格差を是正していく必要がある。労働者に負担が集中しないよう所

得・消費・資産のバランスのとれた税制改革を行うとともに、積極的社会保

障政策や全世代支援型の社会保障を推進することで世代間の不公平を是正

する。 

 

３．社会保障・教育の安定財源確保 

（１）信頼と連帯の社会に向けた負担の分かち合い 

「連帯」の理念のもと、わが国の少子高齢化をいかに支え合っていくべき

か。負担のあり方に正面から向き合わないままの財政再建は、給付削減の繰

り返しによって、より弱い者へのシワ寄せや世代間の対立などを招き、痛税

感だけが強調される結果、社会に分断線を引くことになりかねない。 

格差を是正し世代間の対立など社会の分断を防ぐため、誰もが取り残され

ることなく、必要な社会保障、教育、その他の公共サービスを享受できるよう

にし、そのための財源確保は、所得再分配機能の強化とともに皆で負担を分

かち合うことで、相互の信頼・連帯を構築できる社会をめざすことが重要で

ある。 

「社会保障構想（第 3次）」では、積極的社会保障政策と参加型社会保障に

よる包摂された持続可能な社会の実現をめざし、税と社会保険などによる安

定財源の確保を提起している。また、「教育制度構想」においては、誰もが将

来に希望をもち自己実現をはかり、生涯を通じて学び続けることができる社

会の実現に向け、教育費の無償化による教育機会の確保、労働教育の推進、社

会人の学び直しなどリカレント教育の充実を掲げ、新たな財源については税

を中心に賄うこととしている。本構想においても、これら 2 つの構想と整合

性のとれた税制改革を提起する。 

（２）税と社会保険の役割分担 

病気や加齢など生活のリスクに備える「共助」に対しては、社会保険を中心

に、自助や共助では対応できない公的扶助などには税金を中心に対応するこ

とが基本である。しかし、それぞれの社会保険制度によって、その財政基盤の

強さに大きな差があり、これらを補うため、税金が投入されている。高齢化に

よる各制度への影響には、大きな違いがあり、個別に判断する必要がある。 

   （３）消費税を社会保障の安定財源と位置づける 

     高齢化による社会保障給付に要する自然増だけでも、1 年ごとに 1 兆円以

上ずつ増えていく見通しであり、さらに社会保障制度の機能強化にも財源が

必要となる。消費税は、景気の影響を比較的受けにくく高い財源調達能力を

有する。全国民が広く負担をする消費税を、将来にむけての社会保障の安定

財源として位置づけ、充当する社会保障の範囲を明確にし、段階的に引き上
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げていく。 

消費税のもつ逆進性を緩和するため、「給付つき税額控除（消費税還付制度・

仮称）」を活用し税金を還付する仕組みを導入する。 

  （４）教育費の無償化などにかかる財源の確保 

技術革新の進展、人口減少・超少子高齢社会の進行によって、雇用や生活の

あり方が大きく変わっていくことが予見される。そうした変化に適応し、貧

困の連鎖を断ち切り、誰もが将来に希望を持ちながら社会で活躍できるよう、

生涯を通じて学び続けられる教育制度の構築が求められている。 

「教育制度構想」では、幼児教育の無償化と全入化、経済状況にかかわら

ず、義務教育から高等教育に至るまでの教育費の無償化を通じたすべての子

どもに対する学ぶ機会の保障、労働教育、社会人の学び直しなどリカレント

教育の充実を打ち出している。このうち学校教育の充実にかかる財源につい

ては、社会全体で学び続ける個人を支える観点から、税によって賄うことと

し、10％への到達以降の消費税率の引き上げなどによって充てることとして

いる。 

（５）企業にも社会的責任に見合った負担を求める 

社会保険料も重要な財源である。原則すべての雇用者に社会保険を完全適用

し、企業は、それに見合った社会保険料を負担する。 

 

４．働き方や家族形態の多様化への対応 

（１）性やライフスタイルに中立な制度 

働き方や家族形態の多様化に対応し、性やライフスタイルに中立な制度へ

の見直しも重要なポイントである。わが国の所得税は、これまで「標準世帯モ

デル」を念頭に所得控除を拡充してきたが、所得再分配機能を強化する観点

から、人的控除を所得控除から税額控除化し、あるいは社会保障給付に振り

替えることで簡素化する方向に転換する必要がある。また、わが国の税制は、

扶養親族や相続・贈与などおける制度適用の要件を民法上の親族関係にある

場合に限定しており、年金や健康保険、労災補償給付などにおける取り扱い

に比べ対応が進んでいない。こうした点についても、家族形態の多様化に中

立な税制の観点から対応の検討が求められる。 

（２）税制と給付の役割分担 

これまでは、働きたくても働けない人、自己の能力開発、育児、介護などに

取り組む人に対し、そうした人を扶養する世帯主への所得控除を通じた経済

的支援を中心に行ってきた。これからは、社会全体で直接応援していくもの

と、引き続き税制を通じ経済的支援をしていくものに整理し、メリハリをつ

けて対応する。 

（３）配偶者の就労選択に中立な税制 

また、配偶者控除などについて、配偶者の就労選択に中立な税制とするべ
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く、個人単位課税をベースに、働きたくても働けない人がいることや平均所

得以下の層の経済的負担などを考慮し、消失型の扶養控除（所得制限を設け

た控除）への統合をはかることとする。なお、社会保険の完全適用に向けた加

入範囲の拡大などもあわせて行う。 

（４）「働き方の多様化」への対応 

ＩＣＴの発達やシェアリング・エコノミーの拡大によって、給与所得者で

あっても副業や兼業を通じて複数の相手先から収入を得る機会の増加が想定

される。課税の公平性の確保に向けた適切な所得捕捉が求められる。同時に、

働き方の多様化は給与所得者の申告納税機会の拡大にもつながることから、

ＩＣＴの活用による申告手続きの簡素化・効率化などの環境整備を進めるこ

とも求められる。 

 

５．企業などの社会的責任発揮 

（１）法人課税の基本的なあり方 

法人税、法人住民税、法人事業税をあわせた実効税率は、2018 年時点で

29.74％と、国際的な法人税率引き下げの動きの中で、この 10年で 10ポイン

ト近く低下している。社会保険料を含めた企業負担という視点からみると、

先進国において中ぐらいの水準である。国際比較にあたっては、課税ベース

の違いや社会保障制度のあり方なども含めて比べる必要がある。いずれにし

ても、多くの企業が国・地方において公共サービスの恩恵を受けて経済活動

を行っていることや、わが国経済社会の状況をふまえれば、企業もその社会

的責任に見合った負担を担うべきである。 

わが国においては、赤字法人の割合はやや減少しているものの依然 6 割を

越えるなど、法人課税の負担に偏りがある。国民の目からみて、より納得感の

ある法人課税としていく必要がある。 

租税特別措置については、租特透明化法の趣旨を踏まえ、政策効果の検証

や情報の公開を通じ、不断の見直しをはかる必要がある。 

企業行動を長期的視点に立って「ディーセント･ワークの創出」「人への投

資」を促す方向に変えていくことも重要な課題である。雇用の安定と質の向

上が、企業の競争力強化、成長へと繋がり、その成果の適正な分配を通じ持続

的な経済成長をめざしていく必要がある。 

（２）中小企業の支援 

企業数で99％、従業員数で 70％を占める中小企業が元気を取り戻すことは、

ものづくりなどの産業基盤の維持・発展、地域社会の活性化、分厚い中間層の

復活をはかるためにも重要な課題である。中小企業憲章などを踏まえ、公正

な取引関係の確立や起業・転業・新事業展開の支援など総合的な中小企業政

策を進めていく必要があり、その一つとして、税制面からの支援措置を講ず

る。同時に、経営者は、きちんと納税することで社会貢献をするという意識を
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もつ必要がある。 

大企業の一人あたり教育訓練費（年間）は、企業規模が小さいほど少なくな

る傾向にあることから、中小企業の「人に対する投資」への支援策を拡充す

る。 

（３）法人課税における国と地方の役割分担 

法人住民税、法人事業税は、地方税の中でも一人あたり税収の地域間格差

が最も大きな税目となっている。この間、法人住民税や法人事業税の一部を

国が代わって徴収し、譲与税や交付税として地方に再配分する仕組みが設け

られているが、根本的な解決とはいえない。そもそも、偏在是正の調整財源そ

のものが景気変動の影響による振幅が大きいことや、限られた財源を自治体

間で奪い合う構造が続くこと自体が問題である。国においては、経済変動な

どに対応したビルトイン・スタビライザーの機能を強め、地方は、景気変動に

よる税収の変動をできるだけ安定させる税制改革をはかる必要がある。 

（４）公益法人、宗教法人について 

公益法人および宗教法人などに対する課税について、非収益事業は非課税、

収益事業に対しては 15％の税率が課せられている。これまで、課税対象とな

る収益事業の範囲拡大など、課税の適正化がはかられてきたが、引き続き、非

収益事業と収益事業の明確化に努め、収益事業に対する課税の適正化をはか

る。 

 

６．地方分権・住民ニーズを満たすサービスの提供に資する地方税財源改革 

（１）提供されるサービスと財源のアンバランス 

子育て、教育、医療、介護、地域福祉などのサービスの提供や、地域におけ

る経済、産業、雇用にかかわる政策の実施など、地方自治体は国民生活に密接

にかかわる公共サービスの多くを担っている。 

その一方で、地方の税財政基盤は十分に手当されているとはいえない。金

額ベースでは国民が受けるサービスの約 6 割を地方が担っているのに対し、

国と地方の租税負担の比率は 6:4 となっている。地方財政計画に基づく財源

の所要額が地方交付税財源を上回る状況が続く中、本来ならば地方税や交付

税財源の充実による対応がはかられるべきである。しかし、現状は、地方交付

税の不足分を地方自治体に地方債（臨時財政対策債）を発行させる形で補填

させている。臨時財政対策債の元利償還金は国が後年度の地方交付税で措置

することになっているとはいえ、地方財政の硬直化を招くいびつな状況が続

いている。 

この間、2000 年代の「三位一体改革」で、地方交付税や補助金などが大幅

に削減される一方、税源移譲の規模が十分に行われず、地域間の財政力格差

や公共サービスの切り下げを招いた。その後も、地域間の経済力格差、地域の

人口減少や高齢化による影響による税源の偏在への対応が課題となっている。 
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（２）安定的な地方税財源の確保に向けて 

今後、少子高齢化に伴う社会保障給付費の増加が見込まれる一方、人口減

少や地域間の人口移動などによる地方税収への影響が懸念される。そうした

中で、将来にわたり、ナショナル・ミニマムや普遍的な住民ニーズを満たし、

すべての人により質の高い公共サービスを提供し続けていくうえでも、安定

的な税財源の確保をはじめとする地方税財政の改革は喫緊の課題である。改

革にあたっては、国と地方の役割分担のあり方を踏まえ、地方税制、地方交付

税、国庫補助負担金など、総合的な視点が必要である。 

地方自治は、「民主主義の学校」と言われている。身近なところで受益と負

担を実感し、税金の使途などに住民の意見を反映していくことが、政治や行

政への信頼の回復、そして超少子高齢・人口社会を克服するための社会全体

での負担の分かち合いに対する理解・納得につながっていく。 

 １）国と地方の役割分担 

・地方は、子育て、介護、地域福祉など住民ニーズに即した現物給付、地域 

の特性を活かした地域経済・雇用政策の推進など、応益負担のもと、公共サ

ービスを通じた資源配分を安定的に実施していく必要がある。 

・国は、国全体に関わる行政を担い、経済変動などに対応したビルトイン・ス

タビライザーとしての役割を果たす必要がある。また、所得課税、年金や児

童手当などの現金給付を通じ、応能負担に基づく所得再分配機能の中心的

役割を担う必要がある。 

・国と地方の役割分担、社会保障制度改革、税財政改革の進捗状況などを踏

まえ、将来的には、50対 50の税源配分をめざし、さらなる改革を行う。 

   ２）地方税制改革 

・地方は普遍的な住民ニーズを満たすための安定した税財源を確保し、国は

成長による税収増を見込める方向で地方税制を見直す。 

・地方への新たな税財源配分を行い、地方税財政の充実をはかる。公共サー

ビスに対する応益性の観点を重視するとともに、地域間の偏在性が相対的

に小さく、税収が安定的な地方税体系をめざし、消費課税のウエイトを高

め、法人課税のウエイトを下げる方向で改革する。 

・個人所得税は、所得税改革と歩調を合わせて見直す。法人事業税は、法人課

税改革に沿って見直しを行う。 

・地方自治体の課税自主権の活用については、住民の行政参加を促し自治意

識を高める観点から、基本的には尊重する。ただし、新たな税を創設する際

には課税の理由、税収の使途、既存税制との関係などについて、住民に対す

る丁寧な説明と納得を得ることが不可欠である。 

   ３）地方交付税 

・引き続き、地域間の財政調整とナショナル・ミニマムを担保するための財

源保障が不可欠である。両機能を兼ね備えた地方交付税の仕組みと現行の
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交付税水準を維持・改善する。 

・なお、消費税を社会保障財源に全額充当するため、地方交付税の算定から

消費税（国税）を除外し、新たに相続税を加える。中期的には所得税の再構

築や自然増収などを中心に必要財源を確保することとするが、当面不足す

る財源については、国で責任を持って手当てする。 

４）国庫補助負担金の改革 

・公共事業等に係わる、いわゆる「ひも付き補助金」については、地方の自由

裁量拡大に向けて、民主党政権時の 2011年度予算から「地域自主戦略交付

金」として一括交付化が実現したが、その後の自公政権への政権交代の直

後に再見直しが行われた。国と地方の役割分担を明確にしながら、国庫補

助負担金や各種交付金について、自治体の自由度を高める見直しと税源移

譲を進めていくことは、地方分権を進めるうえで重要であり、引き続き求

めていく必要がある。 

 

 ７．自動車関係諸税の軽減・簡素化など 

（１）依然として続く複雑さと負担感 

これまで、自動車には、取得、保有、走行の各段階で 9つの税金が課されて

きた。このような複雑な税制となった背景には、自動車関係諸税の多くが、高

度成長期の急速な道路網整備のために創設され、受益と負担の関係から道路特

定財源化される中で暫定税率の上乗せなどが行われたことがある。その後、道

路特定財源が 2008 年に一般財源化されたことで、自動車取得税、自動車重量

税、ガソリンや軽油などの燃料課税の課税根拠が失われているが、暫定税率は

依然「当分の間税率」として存続し、自動車関係諸税は国・地方税収のおよそ

１割を占めている。2019年度税制改正では自動車税の一部について恒久的減税

が実施されることになったが、抜本的な軽減・簡素化は依然道半ばである。 

（２）自動車を取り巻く環境変化と税制の課題 

かつて自動車は高級品とされていたが、いまや地域生活や産業活動に欠かせ

ないものとなっている。その一方で、生活の必要上複数台を保有することが多

い地域や、過疎化によって公共交通の維持が困難となったことで自動車の保有・

利用を余儀なくされる例など、地方における家計負担が課題となっている。誰

もが移動の自由を確保できるようにする観点から、自動車や公共交通に求めら

れる役割や負担のあり方が問われている。 

低炭素社会づくりに向けては、電気自動車など次世代自動車の開発・普及も

重要な課題である。また、今後の自動運転技術の発達や自動車シェアリングの

進展如何によっては、自動車保有のあり方にも影響が及ぶことになる。しかし、

現在の自動車関係諸税の枠組みや課税根拠はこうした動向に対応できていない。 

こうした状況変化を踏まえ、自動車の社会的費用に対する負担のあり方、地

方の生活実態や産業活動への影響などにも配慮しつつ、自動車関係諸税を軽減・
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簡素化する抜本改革を行う。その際には地方税財源の確保への配慮が必要であ

る。 

（３）総合的な交通政策の必要性 

国民全体の交通・運輸コストを効率化するとともに、人口減少時代への対応

も念頭に置きつつ、交通のシビルミニマム（生活基盤最低補償基準）を担保す

るため、総合的な交通政策が必要である。「交通政策基本法」の趣旨を踏まえ、

物流・公共交通（鉄道・バス・タクシー・トラック・航空機・船舶等）に対する

税財政上の支援措置を講ずる必要がある。とりわけ、地域公共交通の維持には、

十分な手当が求められる。 

 

 ８．経済成長と環境回復の統合的な実現と税制 

（１）温暖化対策をめぐる課題 

自然災害の大規模化・激甚化など、地球温暖化がもたらす様々な脅威に対す

る危機意識が高まる中、2016年には、発展途上国も含めた新たな国際的枠組み

である「パリ協定」が発効し、世界各国で地球温暖化対策の取り組みが進めら

れている。持続可能な経済・社会に向けて、温室効果ガス削減をはじめとした

環境政策と産業政策、雇用政策を統合した経済発展モデルの構築が世界的な課

題となっており、わが国においても、産業、雇用、国民生活などへの影響も勘

案しつつ、長期的・計画的な取り組みが求められる。 

（２）温暖化対策における税制のあり方 

温室効果ガス削減に向けた経済的手法の一つとして、税制を活用する場合、

政策体系全体の中で税が有効に機能し、実質的な削減に結びつくことが重要で

ある。国民生活への影響に配慮し、特定の産業・企業に過度な負担とならない

よう現実的な税制とする必要がある。 

「地球温暖化対策税」については、温暖化対策の全体像とその中における税

の役割、二酸化炭素等の削減効果、経済・雇用への影響、国民・企業への負担

などについて検証・改善を求めていく。 

（３）社会対話を通じた合意形成 

地球温暖化対策は、国民各層から広く意見を聞き、多くの国民・納税者が納

得できるよう議論を尽くす必要がある。そのため、政府と産業界、労働界、Ｎ

ＰＯなどとの間で十分な社会対話を実施する中で、税も含む政策手法の議論を

行う。 

（４）既存税制のグリーン化 

その他、持続可能な社会に向けた、環境への負荷を軽減するための政策誘導

の一つとして、既存税制のグリーン化も有効な手段である。税制以外の手法と

の組み合わせによる政策効果も含め、検討していくことが重要である。 
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９．多様な主体の参画による包摂的な社会づくりを支える税制 

（１）「新しい公共」による社会課題の解決 

市場による剥き出しの競争は、格差や貧困のみならず、社会の分断や不寛容

をも生み出し、社会の安定、世界の平和にも関わる課題を若起している。こう

した課題の克服と持続可能で包摂的な社会づくり向けて、政府のみならず多様

な主体の参画による秩序の形成が求められている。 

国内において多様な主体の参画を促すキーワードの一つが「新しい公共」で

ある。「新しい公共」とは、公共サービスの提供あるいは社会的課題の解決を政

府や行政任せにするのではなく、ＮＰＯ・ＮＧＯなどの市民組織、企業、協同

組合などの事業団体、労働組合などの主体的な参加・協働によって進めていく

ことである。「新しい公共」の推進による、市民の意志を反映した社会的課題の

解決の広がりは、「働くことを軸とする安心社会」を実現する基盤としても重要

であり、その担い手であるＮＰＯ法人などの活動を支援していくことが引き続

き求められる。 

（２）ＮＰＯ法人の現状と課題 

1998 年のＮＰＯ法施行から 20 年が経過する中、ＮＰＯ法人の数と従事する

職員の数はともに着実に増加し、地域における雇用の受け皿としての役割も担

っている。 

その一方で、ＮＰＯ法人の多くが活動資金を寄付金に頼っていることから、

寄付金による活動資金収集を税制によって支援することが重要である。したが

って、個人および法人の寄付によるＮＰＯ法人への資金援助が容易に行える環

境を整備するため、寄付金控除の対象となる認定ＮＰＯ法人の認定要件（寄付

金要件）の緩和を行うなどの税制改正をはかる。 

（３）「コミュニティ投資」などの支援 

また、よりよい地域社会をつくるための「コミュニティ投資」という考え方

も注目されている。コミュニティ投資は、生活に困難を抱える人々への医療、

教育、就労支援、あるいは再生可能エネルギー開発といった環境面の活動など、

地域コミュニティの持続可能性確保のために社会的企業やＮＰＯなどが実施す

る公的・民間のプログラムに対して資金融通を行うもので、ＥＳＧ投資の一類

型とされる。このうち、社会や環境に対する計測可能なインパクト（健康状態

の改善、教育水準の向上、公共サービスへのアクセス改善など）を生み出すこ

とを目的に行われる投資は「社会的インパクト投資」と呼ばれることもある。 

ＥＳＧ投資の一環として、一定の基準を満たしたコミュニティ投資に対する

税制面の支援措置も必要である。 

 

10．グローバル化に伴う課題への対応 

（１）国際的な租税回避の防止に向けて 

一部の富裕層や多国籍企業によるタックス・ヘイブンを利用した租税回避行
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為は、本来得られるべき税収の低下をもたらし、社会保障や公共サービスの財

源調達にも影響を与えかねない点で、わが国も決して対岸の火事ではない。 

ＯＥＣＤにおいて、「ＢＥＰＳ（Base Erosion and Profit Shifting＝課税ベ

ースの浸食と利益移転）」プロジェクトによる新たな国際課税ルールに関する議

論が進められ、2015 年 10 月には「最終報告書」が公表された。2018 年 7 月に

はＢＥＰＳ防止措置実施条約が発効し、わが国における税制改正にも順次反映

されつつある。その一方で、経済のデジタル化によって、グーグル、アップル、

フェイスブック、アマゾンなどに代表されるグローバルに活動するデジタルプ

ラットフォーム企業が巨額の利益を得る一方で、本来の消費国で適切な税収が

得られていないことが国際的な課題となっている。 

ＥＵでは、これらの企業を念頭に、国内に恒久的施設を有しない場合でも売

上の一定割合を課税する措置が検討されており、英国でも独自課税の方針を打

ち出すなどの動きがみられる。こうした動きを注視しつつ、各国との協調のも

と、租税回避防止の国際的連携の強化や国際課税のあり方などを検討すること

も必要である。 

（２）ＳＤＧｓの採択と目標達成に向けて 

グローバル化の一段の進展に伴う地球温暖化や自然環境の破壊、貧困や格差

といった国際社会全体の持続可能性にかかわる課題の解決に向けて、2015年の

国連サミットで「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ）が採択された。ＳＤＧｓが

掲げる 17の目標の達成に向けて、私たちも国際社会の一員として責任を果たす

ことが求められている。ＩＴＵＣ（国際労働組合総連合）を中心とするグロー

バルユニオンなどと連携して、国際機関、各国政府、多国籍企業への働きかけ

を強め、平和で持続可能な国際社会の実現に取り組む必要がある。その一方で、

ＳＤＧｓの目標達成には、例えば国連貿易開発会議（ＵＮＣＴＡＤ）が発展途

上国支援に年間 2.5 兆ドルが必要と試算するなど、膨大な資金の手当が国際的

な課題となっており、公的・民間を通じた資金融通のあり方も問われている。 
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各論 ～改革の具体的な提言～ 

 

Ⅰ．納税環境の改革 

～納税者・国民の税制に対する理解・関心・納得の向上～ 

 

１．持続可能で責任ある税財政運営を行う。 

（１）毎年の予算編成に先だって、政府のめざしている姿、中期的な経済・財政の

見通し、税財政の基本方針などを策定する。恒久的な減税や政策を行う場合、

それに見合う安定的な財源を確保することを原則とする。 

（２）ＯＥＣＤの「独立財政機関に関する諸原則」勧告も踏まえつつ、国と地方の財

政に関する将来推計や、政府の財政計画の監視・評価を行う内閣から独立した機

関を設置し、その評価に基づき財政運営を行う。 

（３）税の持つ意義や目的、税に関わる国民の義務と権利、ライフステージごとの

受益と負担の関係などについて、子どものころから租税教育をしっかり行う。 

（４）税に関わる情報開示を徹底する。税の使途に関する情報、中央・地方の財務の

実態（債務残高など）、審議会や政党（とくに与党）における税制改正にかかわ

る議論経過の公開など、国民・納税者が税の使途を理解するのに必要な情報の開

示を徹底する。 

 

２．「納税者権利憲章（仮称）」をつくり、申告納税選択制を導入する。 

（１）納税者の目線から、納税者の権利と義務をわかりやすく明示した「納税者権利

憲章（仮称）」をつくる。 

・「納税者権利憲章（仮称）」は、ＯＥＣＤガイダンスの権利と義務を踏まえつつ、

a.個々人の申告にもとづき納税する権利、b.不服申し立ての権利、c.納税に関す

る必要な情報開示の徹底、d.納税者のプライバシー保護を要請する権利、e.税務

通達の法律化、f.租税教育の充実などを定める。 

（２）給与所得について、申告納税制度と年末調整を選択できる制度とする。 

・申告納税の利便性向上に向けて、マイナンバー制度を活用し、雇用主や金融機関

などからの情報をもとに、あらかじめ記載された申告書を納税者が確認・修正の

うえ提出することで申告手続きを完了できる「記入済み申告制度」を導入する。 

・申告納税制度の実効性を高めるため、給与所得控除の見直しを行う。 

＜連合が描く未来＞ 

 中立的かつ客観的な推計を前提とした財政運営がなされるとともに、税財政の

状況に関する国民の理解が進んでいる。納税に関する権利・義務への理解、納税者

と税務当局との対話も進んでいる。ＩＣＴの活用、マイナンバーやマイナポータル

の活用が進み、納税手続きの利便性向上と税務当局における事務の効率化・負担軽

減が進んでいる。 
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（３）納税者の立場に立って、不服申し立て制度を見直す。 

・現行の訴願前置主義（原則として行政上の不服申し立てを経なければ、裁判所へ

の訴訟ができない）を基本としつつ、裁判所への直接訴訟の道も開き、選択可能

とする。 

・国税不服審判所については、財務省・国税庁から切り離して第三者機関としての

独立性を確保する。首席審判官以上は、国会同意人事とする。 

 

３．税務分野、社会保障分野におけるマイナンバー制度の活用をはかる。 

（１）公平な税制の実現、税の所得再分配機能の強化、社会保障を必要とする人が確

実に給付を受けられるようにするため、税務分野と社会保障分野におけるマイナ

ンバーの活用をはかる。 

なお、現行のマイナンバー法で定められた社会保障・税・災害対策の三分野以

外の利用については、個人情報の保護を前提に、安全性の確保、行政の効率性の

向上および国民生活の利便性の向上が認められる項目を対象とし、国民への丁寧

な説明と合意形成をはかる。 

（２）マイナンバー制度が確実に運用され定着するよう、国民全体への周知や事業者

への指導などを進めるとともに個人情報の厳格な保護やなりすまし防止など、制

度に対する国民の不安を払拭するための措置を徹底する。 

（３）マイナンバーカードについて、医療費、仕事に必要な経費などの申告納税に必

要な情報と連携させることで納税手続きを簡素化する、身分証明書として使用で

きるよう関係諸団体への通知を徹底するなど、利便性向上と普及促進をはかり、

マイナンバー制度の浸透・定着につなげる。 

（４）法人を対象とした法人番号制度の利活用を進める。 

 

４．公平で信頼される効率的な税務行政を実現する。 

（１）税務通達については極力法制化し、通達行政の不透明性を是正する。 

（２）租特透明化法にもとづく情報公開を着実に実施する。 

（３）クロヨン問題を解消し、公平な納税義務を確保するため、記帳および総収入申

告義務の強化、違反者に対する罰則強化など、申告納税の環境を整備する。 

（４）税務執行体制の適正化をはかるため、「国税電子申告・納税システム（ｅ-Ｔａ

ｘ）」と全自治体での「地方税電子申告サービス(ｅＬＴＡＸ)」の一層の普及な

どＩＣＴの活用、税務相談や税務調査におけるＡＩの導入などによる徴税業務の

効率化をはかるとともに、申告納税選択制や給付つき税額控除の導入、税務調査

などに必要な税務職員の人員数を確保し、その専門能力を高める。 

（５）各国と租税条約を締結し、租税に関する国際的な情報交換・監視体制を整備し、

租税回避を防止するとともに、司法・警察と連携し、マネーロンダリングなどの

犯罪撲滅にも役立てる。 

（６）デジタル経済における個人間取引やプラットフォームビジネスの進展に対応す
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るため、プラットフォーム事業者から税務当局への情報提供制度の整備など適切

な所得把握と課税を行う。また、グローバル企業の租税回避防止、国内企業との

租税負担とのバランス確保を念頭に、国境を越える取引の把握と課税の取り扱い

について、国際的な調和をはかりつつ仕組みを確立する。 

（７）所得捕捉の適正化に向けて、所得捕捉率の実態に関する調査を定期的に実施し、

その結果を公表する。 

 

５．税財政の決定過程に労働者の代表を参画させる。 

（１）納税者の中軸を担っている労働者の意見を聞き、その生活実感をふまえた予算

編成とするため、税財政の決定過程（例：政府税制調査会、経済財政諮問会議、

財政制度等審議会）に労働者の代表を参画させる。 
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Ⅱ．個人所得課税（所得税、個人住民税） 

～公平性の確保、所得再分配機能と財源調達機能の回復～ 

 

１．個人所得課税（所得税・個人住民税）の総合課税化をはかる。金融所得を含

め適正な課税を行う。 

（１）所得税・個人住民税は、「すべての所得を合算して、担税力の基準とし、そ

こに累進税率を適用する」という考え方に立ち、総合課税を基本とする。 

（２）現行の所得課税は、給与所得などの 10 種類に分類されており、それぞれ担税

力を考慮して、課税方法が定められている。利子所得、配当所得、株式等譲渡所

得に対する課税は、所得水準に関わらず分離課税（利子、配当・株式等譲渡益 20％）

とすることができることから、結果的に高所得者を優遇している。利子所得、配

当所得、株式等譲渡所得の分離課税制度を廃止し、総合課税化する。そのため、

適切な所得捕捉ができるようマイナンバーの金融取引口座への活用を進める。そ

れまでの間は、金融所得にかかる税率について、30％（所得税・個人住民税の合

計）を基準に段階課税化する。あわせて、租税回避につながらないよう、必要な

措置を講じる。 

（３）金融所得課税の一体化（利子所得、配当所得、株式譲渡益所得の損益通算）に

ついては、総合課税化を展望しつつ、30％の分離課税を前提としたうえで、税率

構造を段階化する。 

 

２．税率構造を見直し、所得税の税源調達能力を強める。 

（１）所得税の税率を 5％ずつ、最高税率から段階的に引き上げる。現行 20％適用の

ブラケット幅（税率適用区分）については、2つに分割した上で、課税所得 330～

500万円については、20％のまま据え置く。 

（２）大幅なインフレによって名目所得が上昇した際は、それに見合う諸控除とブラ

ケット幅（税率適用区分）の見直しを行う。 

 

 

 

 

 

 

 

＜連合が描く未来＞ 

総合課税化や税率構造の見直しとともに、低所得層に対する負担軽減策、働き方

や家族形態に中立な税制の構築を通じて、所得再分配機能と財源調達機能が回復

し、基幹税の一つとして重要な役割を果たしている。 
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（税率構造見直しのイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．給与所得控除について、申告納税選択制の実効性を高めるための見直しを検

討する。 

（１）給与所得控除は、勤務費用の概算控除に加え、ｱ)給与所得者と他の所得者との

捕捉率の格差、ｲ)源泉徴収による早期納税分の金利分、ｳ)資産所得、事業所得に

比べて担税力が弱いことなどを総合的に加味して設けられている控除であるこ

とを踏まえ、給与所得控除に関する見直しを行う際には、これらの要素に十分配

慮する。 

（２）給与所得控除から基礎控除への振り替えは所得捕捉の格差是正を前提に、負担

中立のもとで行う。 

（３）特定支出控除について、より多くの給与所得者が制度を適用できるよう、控除

対象基準を現行（給与所得控除の 2 分の 1）から引き下げるとともに、特定支出

控除の範囲を拡大する。 

・現行５項目（通勤費、転任のための引越し費用、研修費、資格取得費、単身赴任

者の帰宅旅費）に、職務上の慶弔費・自動車関係費、能力開発のための費用、周

辺機器を含めたパソコン購入費、通信費、書籍購入費、労働組合費などを加える。 

・認定要件とされている勤務先の証明書の提出義務を廃止する。 

・特定支出控除の制度について周知徹底をはかる。 

 

４．人的控除を見直し、課税ベースを拡大する。 

（１）人的控除は、できるだけ社会保障給付や各種支援施策などに振り替え、残すも

税
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5％ 

 

10％ 

20％ 
23％ 

33％ 

40％ 

↑ 
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↑ 
↑ 
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↑ 
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28％ 

38％ 

45％ 

195 330 1800 900 695 

（万円） 

45％ 

↑ 

  

50％ 

4000 

最高税率から順番に引き上げ 
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のは、所得控除から税額控除に変えることを基本とする。 

（２）基礎控除は、基礎税額控除に変える。（所得税：4.8万円 住民税：4.3万円） 

（３）低所得層の負担軽減のため、5％のブラケット幅（税率適用区分）を引き上げる

際は、基礎税額控除を引き上げる。（4.8万円→7.6 万円） 

個人住民税においても所得税と歩調をあわせて基礎税額控除を引き上げる

（4.3万円→6.6 万円）。その際、個人住民税の税収バランスをとるため税率を

引き上げる。（10％→11％） 

（４）配偶者控除は、扶養税額控除に整理統合する。 

・配偶者控除は、納税者が生計を一にする一定収入以下の配偶者に限定して適用さ

れており、単身世帯や働く女性が増加するもとで、他の扶養親族と配偶者を区別す

ることによる不公平が生じていることから、配偶者控除は、扶養関係と一定収入の

みを基準とする扶養控除に整理統合する。 

（５）扶養控除は、扶養税額控除に変える。 

・平均所得（給与所得 400 万円程度）以下の層に限定して、扶養税額控除を適用

する。（所得税：3.8万円／人 住民税：3.3万円／人） 

・15 歳以上で「障害などのため就労し独立した生計を維持することが困難という

特別な事情を有する人」（具体的には、障害者控除の対象者、要介護認定を受けた

人、長期入院している人など）については、所得制限を設けずに適用する。 

・税収の増加分は、就労支援や子育て支援などの財源とする。 

・控除消失のギャップを調整するための措置を講じる。 

（６）扶養控除の同居特別障害者加算は、公的な支援策の充実をはかり、廃止する。 

・特別障害者手当(26,940円／月）と障害児福祉手当の拡充(14,650円／月）を一

人3,000円/月引き上げる。 

（７）特定扶養控除は、扶養税額控除と教育費税額控除（新設）に分割統合する。新

設する教育費税額控除は、大学、専門学校などに通う扶養者がいる場合、所得制

限、年齢制限を設けずに適用する。（所得税：2.5万円／人 住民税：1.2万円／

人） 

（８）平均所得（給与所得 400万円程度）以下の層において、扶養者が扶養から外れ

る際に生じる世帯での「手取りの逆転現象」を調整するため、現状の配偶者特別

控除に準じた措置を講じる。 

（９）勤労学生控除、老人扶養親族控除（70歳以上）、同居老親等加算、障害者控除、

寡婦・寡夫控除は税額控除に切り換え、維持する。 
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＜人的控除の組み換え（概要）＞ 
現行制度 (所得控除) 改革の方向性 （税額控除） 

 所得税 住民税 所得税 住民税 所得制限 

基礎控除 48万円 

※1 

43 万円 ・税額控除化し実質的に増

額※2 

7.6万円 6.6万円 なし 

配 偶 者 控

除 

38万円 33 万円 ・扶養税額控除に統合    

扶養控除 

0～15歳 

 

16～18歳 

 

23～69歳 

 

 

 

38万円 

 

38万円 

 

 

 

33 万円 

 

33 万円 

・所得制限を設けた税額控

除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.8万円 

 

 

 

 

 

 

3.3万円 

あり 

平均所得以

下に限定 

特定扶養

控除 

19～22歳 

 

63万円 

 

45 万円 

・教育費税額控除を分離、 

残りは扶養税額控除 

に統合 

 

 

 

 

2.5万円 

 

 

 

1.2万円 

なし 

注：枠囲みは税制から社会保障給付に振り替えるもの 

※1基礎控除は 2020年分以降の金額を記載 

※2 低所得層の負担軽減のため、5％のブラケット（税率適用区分）の引き上げ時に基礎税額控除を引

き上げ、個人住民税においても所得税と歩調をあわせて基礎税額控除を引き上げる。その際、個人住

民税の税収バランスをとるため税率を引き上げる（10→11％）。 

 

５．就労支援給付制度と消費税還付制度を新たに導入する。 

（１）低所得雇用者の社会保険料・雇用保険料（労働者負担分）の半額に相当する金

額を所得税から控除する仕組み（就労支援給付制度・仮称）を導入する。 
  （制度のイメージ） 

給与収入 55～200 万円で社会保険料・雇用保険料を負担している雇用労働者（約 1500 万

人）に対し、社会保険料・雇用保険料（給与の約 14％）の半額に相当する金額を所得税から

控除する。給与収入 200 万円から徐々に低減し、250 万円で消失する措置もあわせて講じる

（対象者約 600万人）。必要財源は、1.5～2兆円程度を想定する。 

 

（２）課税最低限以下の層を中心に消費税の逆進性対策として、最低限の基礎的消費に

かかる消費税負担分を還付する制度（消費税還付制度・仮称）を導入する。 

  （制度のイメージ） 

    合計所得が課税最低限の人（4000万人程度）に対し、扶養者数に応じて、最低限の基礎的

消費にかかる消費税負担相当分を定額で還付する。課税最低限の水準から徐々に低減し、消

失する措置もあわせて講じる。必要財源は、消費税に換算した場合で税収の 1 割弱程度を想

定する。 

・子育て支援策、児童扶

養手当の拡充等 

・就労支援、第 2のセー

フティネットの整備等 

 

子ども手当（振替済） 

・奨学金の拡充等 

16～69歳 

統合 

新設：教育費税額控除 

（年齢制限なし） 

高校実質無料化（振替済） 

統
合 
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６．個人所得課税に関するその他の課題 

６－１．雑損控除などの各種所得控除については、各々の制度が創設された背景

や目的を十分検証し、社会のニーズを踏まえて、制度の存続および拡充・改善

をはかる。 

（１）雑損控除、医療費控除、社会保険料控除は、現行の控除額を維持する。 

・災害や病気や事故などにより、多額の出費を強いられることがあり、こうした

ケースに対し税制面での支援を引き続き行っていく。 

・健康保険料、厚生年金保険料といった社会保険料や雇用保険料（労働者負担分）

は、社会保障を国民全体で支え合う制度のもとで、当該者が当然負担すべきもの

であり、国民生活の基盤部分を支える必要経費である。さらに、社会保険料の支

払いを促す意味からも、保険料を支払った人に対する控除として、今後とも税制

面での支援は継続する。 

（２）生命保険料控除、地震保険料控除、財形制度は、現行の制度を拡充・改善する。 

・社会保障制度は、「財政支出」によって、等しく「国民に必要最低限の生活を保

障」するものであるが、個人の不測の事態に対して、本人とその家族の「現状の

生活水準を将来にわたって保障」するものではない、という性格を有している。

近年の少子高齢化のもとでは、年金、医療の給付見直しや介護の実態から、本人

と家族(遺族)を含めた生活の保障という視点で、遺族、年金、医療、介護の分野

における自助努力の重要性がますます高まっている。また、自然災害などによる

生活破壊の防衛策としての自助努力の必要性も急速に高まっている。さらに、こ

うした多様なニーズを反映して、従来にない様々な機能を備えた商品が提供され

るようになり、自助努力として多くの国民が将来の不安に備えていることがあげ

られる。上記を踏まえ、国民が将来の不安に備え社会保障でカバーできない部分

について行う自助努力に対して、税制での支援を積極的に拡充・改善する。その

ため、遺族、年金、医療、介護、地震など自然災害の保障にかかる各種保険料控

除の拡充をはかる。 

・土地や住宅を既に保有している人と、これから住宅を取得しようとする人とでは、

現行の税制の下では大きな格差が生じる。とりわけ勤労者の住宅取得などの財産

形成に対しては特段の配慮が必要である。また、平均寿命の延伸を踏まえた退職

後の所得確保に向けた資産形成も引き続きの課題である。したがって、財形制度

（財形年金貯蓄および財形住宅貯蓄）の利子非課税限度額（現行 550万円）を 1,000

万円に引き上げる。また、公的年金支給開始年齢が 65歳となること対応し、契約

締結時 60 歳未満の労働者を対象とする。貯蓄額が利子非課税限度額を超えた場

合の課税方法を、非課税貯蓄額を超えた部分のみに課税するよう改める。 

（３）自然災害の激甚化と生活再建の長期化を踏まえ、現行の雑損控除から自然災害

による被害の損失にかかる控除を分離し、「災害損失控除（仮称）」を創設する。 

・控除対象は、災害による資産・家財の損失額、避難に伴う転居費用を含み、保険

金や損害賠償金などによる補填分を差し引いたものとする。 
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・同控除の適用は、他の所得控除の適用後に行い、控除しきれない額がある場合の

繰り越し可能期間は、雑損控除における期間（3年間）より長く設定する。 

   

６－２．年金課税については、拠出時・運用時非課税、給付時課税を原則に、公的

年金等控除については、高齢年金受給者の特有の必要経費や担税力の考慮、年

金制度を支える現役世代との負担のバランス、及び最低保障額の縮減、老年者控

除の廃止などの経緯を踏まえ、現行制度を基本に、年金以外の所得を含めた高

所得層における応能負担のあり方について検討する。 

（１）公的年金、企業年金に対する課税については、拠出時非課税、運用時非課税、

給付時課税を原則とする。そのため、企業年金、確定拠出年金の運用時に課税

されている特別法人税（2020年度まで凍結中）は、撤廃する。 

（２）公的年金については、年金受給者の諸経費としての公的年金等控除額を控除

した金額に課税されている。この公的金年金控除は、高齢年金受給者の特有の

必要経費（複数の疾患にともなう医療・介護などの自己負担、住居などのバリ

アフリー対応など）、及び担税力の調整という性格がある。その控除額の水準

については、高齢者の生活実態に加え、年金制度を支える現役世代の収入・負

担実態（特に不安定・低賃金の非正規労働者の増大による収入の低下、年金保

険料の大幅アップなど）とのバランスの視点も必要である。 

   なお、公的年金等控除については、2005年以降、65歳以上の最低保障額が縮

減（140万円→120万円）、老年者控除（所得税 50万円、住民税 48万円）の廃

止などが行われている。これに加え、2020 年以降は、公的年金などの収入が

1,000 万円を超える場合の控除に上限が設けられるとともに、公的年金以外の

所得が 1,000 万円超の場合は控除額の引き下げが行われる。こうした控除の見

直しの経緯を踏まえ、公的年金等控除については、現行制度を基本に、年金以

外の所得を含めた高所得層における応能負担を踏まえた控除額の見直しについ

て検討する。 

   

６－３．退職所得控除は、勤続年数による控除額の格差を解消するため、勤続年

数にかかわらず控除額を一律に年60万円とする。 

（１）現行の退職所得控除は、勤続年数 20 年を境に１年あたりの控除額が 40万円

から 70万円に増える仕組みとなっており、勤続年数による格差が存在している。 

  しかし、様々な理由により、離職を余儀なくされている者が多くなっているこ

と、ライフスタイルの多様化にともない就労形態も多様化していることから、勤

続年数により退職所得控除の格差を設けることに対する意義も薄れている。特に、

勤続 20年前後の者に対しては弊害も生じている。 

  したがって、こうした問題の解消と制度の現状を踏まえ、退職所得控除は勤続

年数にかかわらず一律に年 60万円とする。 
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６－４．家賃・住宅ローン利子に対する控除制度の創設により、相対的に重い住宅

費の負担を軽減する。 

（１）相対的に重い住宅費の負担を軽減するための恒久措置として、一定所得以下

の個人に対し、住宅取得借入金の返済利子相当額もしくは賃貸住宅の支払家賃

のそれぞれ一定割合を税額控除する家賃・ローン利子比例税額控除制度を創設

する。 

   なお、税を納めていない低所得者に対しては、家賃補助の仕組みを備えた公

的賃貸住宅の整備を推進する。 

 

６－５．日本国内に住所を有しているが、職業上の理由などにより、1年の大半を

日本に居住していない者を「準居住者」とし、所得税・住民税の軽減をはかる。 

（１）現行、日本国内に住所を有している者および１年以上日本に居住する者は、

すべてを「居住者」として、すべての所得に課税されている。しかし、日本国

内に住所を有しているが日本に居住していない者は、物理的に国内での各種住

民サービスを十分に享受できず、負担に不公平が生じる。したがって、職業上

の理由などにより６か月以上日本に居住していない者を「準居住者」とし、所

得税・住民税の軽減措置を設ける。 
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Ⅲ．資産課税 

 ～資産の再分配、生涯を通じた課税バランスの確保～ 

  

１．相続税の基礎控除などを見直し、資産の再分配機能を回復させる。 

（１）相続税の基礎控除を引き下げる。 

現行の 3,000 万円＋600 万円×法定相続人数（平均 2．5 人程度）を 2,000 万円＋

400万円×法定相続人数とする。 

その際、基礎控除の引き下げによる相続税の課税対象者の拡大を注視しつつ、必

要に応じて死亡保険金の現行の相続税非課税限度額の拡充を検討する。なお、世

代間の所得移転効果も考慮し、贈与税の基礎控除は、現在の水準（110万円／年）

を維持する。 

（２）相続税および贈与税の最高税率を引き上げるなど、累進性を高める税率構造の

見直しを行う。 

（３）小規模宅地等の課税特例（相続した住居に引き続き住み続ける場合、330 ㎡まで

評価額を 80％減額する措置）は継続する。事業承継税制は、現行制度を維持する。 

（４）直系尊属から子や孫に対する住宅、教育、結婚・子育て資金の一括贈与を非課

税とする贈与税上の特例措置は、政策効果を検証し、存続の是非ならびに制度の

見直しを検討する。 

（５）現行の相続時精算課税制度は、将来的には一生累積課税方式（生前贈与を一生

にわたって累積課税し、最終的には相続時に相続税と合わせて課税する方法）と

する。 

 

２．地方税収の安定化と土地の有効活用に資する土地税制とする。 

（１）公示地価を基準に 8割とする路線価（相続税の評価基準）、7割とする固定資

産評価の現行評価基準を徹底する。 

（２）コンパクトシティづくりの促進や市街化調整区域内の土地利用のあり方などに

留意しつつ、固定資産税や都市計画税における租税特別措置を総点検し、課税ベ

ースを拡大する。 

（３）地価税については、地価の上昇率が 2桁を超えた場合に凍結を解除し、資産課

税や土地政策上の性格や役割を強化する。 

（４）高齢者の居住の安定と居住用資産の有効活用をはかるため、リバースモーゲー

ジ（自己所有の住宅などを担保に金融機関から融資を受ける制度）の制度をつく

り、あわせて税制上の優遇措置を講じる。  

＜連合が描く未来＞ 

相続税・贈与税における資産の再分配機能と財源調達機能の回復、生涯を通じた

課税の公平がはかられている。土地税制の見直しによって、地方の基幹税として安

定的な税収確保につながるとともに、土地の有効活用がはかられている。 
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Ⅳ．消費課税 

 ～持続可能な社会保障制度に向けた安定財源の確保～ 

 

１．益税など消費税の制度的な不備を早急に改善する。 

（１）消費税の透明性を高め、税の信頼感を回復するために、簡易課税制度と法人の

免税点を廃止するとともに、現行の帳簿方式から適格請求書等保存方式（インボ

イス方式）への着実な移行と運用をはかる。 

（２）消費税の滞納防止のため、公共工事入札、備品調達の際にも納税証明書の添付

を求める。 

（３）納税者が消費税を負担していることをきちんと理解できるものとし、さらに滞

納防止のため、消費税の小売り段階での表示は「外税方式を原則」とする。また、

内税方式の場合は、価格表示や領収書において税額を明記する。 

 

２．消費税の逆進性緩和策として、低所得層に対する還付制度を導入する。 

（１）課税最低限以下の層を中心に消費税の逆進性対策として、最低限の基礎的消費に

かかる消費税負担分を還付する制度（消費税還付制度･仮称）を導入する。 

（制度のイメージ） 

  合計所得が課税最低限の人（4000万人程度）に対し、扶養者数に応じて、最低限の基礎的消

費にかかる消費税負担相当分を定額で還付する。課税最低限の水準から徐々に低減し、消失す

る措置もあわせて講じる。必要財源は、消費税に換算した場合で税収の 1割弱程度を想定する。 

（２）消費税還付制度の導入に伴い、軽減税率制度を廃止する。なお、それまでの間、

軽減税率制度の対象範囲の拡大は行わない。 

（３）社会保障・税の共通番号の導入を前提に、行政コストを考慮し、具体的な制度

設計を行う。あわせて、税務行政などの体制整備もはかる。 

 

３．消費税を社会保障や教育制度の充実・機能強化への安定財源に充てるため、

段階的に引き上げる。 

（１）消費税（国税）は、基礎年金、高齢者医療、介護、子ども・子育て、教育対策（現

物給付）に充当する。 

（２）基礎年金、高齢者医療、介護、子ども・子育て、教育対策（現物給付）に今後必

要となる給付費の増加およびこれら制度の機能強化などに要する財源として、消

費税を段階的に引き上げる。 

（３）地方消費税は、一般財源とし、地方における社会保障給付費の増加およびその

＜連合が描く未来＞ 

国と地方における社会保障や教育などの給付・サービスの充実ととともに、制度

上の不備の改善や、より効果的で効率的な低所得対策が講じられることを通じて、

基幹税の一つとして消費税に対する理解や信頼が高まっている。 
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機能強化などに対応して、段階的に引き上げる。 

 

４．消費税と個別間接税の二重課税について見直す。 

（１）ガソリン、酒、たばこなどは、個別間接税を含む価格を課税ベースとして消

費税が課せられている。個別間接税、消費税のどちらかにおいて見直しを行い、

二重課税を是正する。 
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Ⅴ．法人課税 

 ～企業の社会的責任の発揮に向けた見直し～ 

 

１．企業の社会的責任に見合った税・社会保険料を負担する。 

（１）法人企業の税・社会保険料負担は、ＧＤＰの 8.7％程度である（2006～2015年

度の平均値）。社会保険料負担を中心にＧＤＰ比 1割程度に段階的に引き上げる。 

（２）欠損金の繰り越し控除については、現行の控除限度（控除前所得の 5割）および

繰越可能期間（10年）を維持する。 

（３）企業の使途不明金への重課税、過大な役員報酬や交際費については、課税を強

化する。 

（４）法人事業税については、外形標準課税（付加価値割）の法人事業税全体に占める

割合を縮小させる。外形標準課税の適用範囲の拡大、税率、実施時期については、

雇用や所得に与える影響および中小企業の業績回復の状況などを見極め、慎重に

検討する。中小企業については、雇用安定控除を拡大する。そのうえで、外形標準

による課税の考え方を維持しつつ、法人住民税などとの整理・統合を検討する。 

（５）公益法人、宗教法人の収益事業に対する課税の適正化をはかる。 

 

２．中小企業の支援、ディーセントワークを後押しする税制改革を行う。 

（１）税法や各種制度ごとに異なる中小企業の定義について、対象範囲を拡大する方

向で整理・見直しを行う。 

（２）中小法人に対する法人税の軽減税率を基本税率の1/2の水準とする。 

（３）中小企業を対象とした人材投資支援のための税制措置を拡充する。 

（４）法定雇用率を上回って障がい者を雇用する企業、重度障がい者などを多数雇用

している企業、障がい者の雇用促進と職場定着に資する設備投資を行う企業を支

援するための税制措置を拡充する。 

 

３．租税特別措置などの見直しを行う。 

（１）法人税の租税特別措置および各種引当金、準備金については、ｱ)政策手段とし

て税が適当か、ｲ)政策目的達成のために効果的な措置であるか、ｳ)その政策目的

が現下の喫緊の政策課題に資するものであるか、ｴ)利用実態が特定の者に偏って

いないか、ｵ）創設後長期間にわたっていないかについて吟味し、不断の見直しを

はかる。 

＜連合が描く未来＞ 

企業においても税・社会保険料に対する一定の負担がはかられている。中小企業

を含めて人への投資や障がい者雇用など職場の多様性確保が進んでいる。経済の

デジタル化に対応した適切な企業所得の把握と課税に向けた枠組みが構築されて

いる。 



32 

 

（２）租特透明化法にそって情報公開を行う。公表範囲について拡大する方向で検討

する。 

（１）グローバル企業の低税率国への利益移転などに伴う国際的な課税ベースの浸

食を食い止めるため、「ＢＥＰＳ（税源浸食と利益移転）プロジェクト」の勧告

を踏まえ、中小企業の負担増に配慮しつつ国内法を整備する。また、国境を越

える資金の流れの透明化に向けたルールを策定する。 

（２）グローバルに活動するデジタルプラットフォーム企業の本拠地国と、実際の消

費地国との税負担バランスを踏まえた国際的な課税調整のあり方について検討

する場を設ける。 

  

４．グローバル企業の租税回避の防止策を強化する。 
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Ⅵ．地方税財政 

 ～地方分権や住民ニーズ充足とバランスのとれた税財源の確保～ 

 

１．地域による偏りが少なく安定的な地方税体系とする。 

（１）所得税改革と歩調を合わせ、地方住民税の人的控除を所得控除から税額控除に

かえる。所得税の基礎税額控除の引き上げと歩調を合わせ、地方住民税の基礎税

額控除（4.3万円→6.6万円）と税率（10％→11％）を引き上げる。 

（２）地域間の偏在性が相対的に小さく、税収が安定的な地方税体系をめざし、法人

住民税（法人税割）および法人事業税（所得割）と消費税の税源交換を検討する。 

（３）地方消費税は、一般財源とし、地方における社会保障給付費の増加およびその

機能強化などに対応して、段階的に引き上げる。税率の決定に際して地方自治体

の意見が反映される仕組みを検討する。 

（４）特別法人事業税、特別法人事業譲与税、地方法人税の仕組みは廃止し、改正前

に戻す。 

（５）法人事業税については、外形標準課税（付加価値割）の法人事業税全体に占める

割合を縮小させる。外形標準課税の適用範囲の拡大、税率、実施時期については、

雇用や所得に与える影響および中小企業の業績回復の状況などを見極め、慎重に

検討する。中小企業については、雇用安定控除を拡大する。そのうえで、外形標準

による課税の考え方を維持しつつ、法人住民税などとの整理・統合を検討する。 

（６）地方自治体の課税自主権にもとづく新たな税を創設する場合は、法令に基づく

手続きを適切に行い、納税者の納得を得るよう努める。その際には、①財政状況

や行・財政改革の計画を明らかにし、課税の必要性についての説明責任を果たす、

②住民（法人も含む）が参加して意見が反映できる機会を設ける、③既存の地方

税との関係を整理する、ことを前提とする。 

（７）制限税率の上限を引き上げ、住民自らが地域に必要なサービスを選択・享受で

きる仕組みづくりの一助とする。 

（８）税制改革全般について地方財政への影響に配慮し、必要な税財源を確保する。 

 

２．財政調整機能と財源保障機能の両方を兼ね備えた地方交付税の仕組みとし、現

行の交付税水準を維持・改善する。 

（１）地方財政計画の仕組みを基本的に維持する。 

（２）地方交付税の財源となる税目について、消費税を除外し、相続税（算定率は 3

割程度）を加える。当面不足する財源については、国が責任を持って対応する。 

＜連合が描く未来＞ 

国と地方の間における税源移譲や税源交換、地域間の税源偏在の是正が進むこ

とで、地域のニーズを踏まえた行政サービスの提供と税財源の均衡がはかられて

いる。住民の自治体財政に対する関心、行政への参画意識がさらに高まっている。 
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（３）地方における社会保障などの財源不足への対応として、臨時財政対策債の発行

に替えて地方交付税の法定率引き上げを検討する。 

（４）「国と地方の協議の場」などを活用し、地方財政計画の策定や地方交付税算定を

行うなど、決定プロセスの透明化をはかる。 

 

３．地方分権の推進に向けて国庫補助負担金や交付金制度のあり方を見直す。 

（１）既存の国庫補助負担金制度について、公共事業などのための地方自治体の使い

勝手の良い財源として国庫補助金の一括交付金化をはかるなどの改革を行う。 

（２）社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金について、地方自治体におけるよ

り自由度の高い活用に向けて不断に制度を見直す。 

  

（１）住民のニーズをふまえ、住民の立場に立った公共サービスとなるよう不断の見

直しを行う。それに伴う税負担などについて情報発信し、租税教育を行う。 

（２）地方行政に関わる情報を広く公開する。あわせて、住民が参加できる行政評価

制度を導入し、結果を公開する。 

（３）地方連合会・地域協議会および各労働組合は、労働者・生活者の声を集約し、

地方議会が活性化するよう働きかける。 

 

（１）「ふるさと納税制度」については、本来寄附金は経済的利益の無償の供与である

ことに鑑み、過度な返礼品の規制や個人住民税の特例控除の段階的な縮減など、

制度・運用の両面において実効性のある改善をはかる。また、ふるさと納税の理

念を周知徹底して、納税者や地方自治体における適切な制度活用を促す。 
 

＜法人課税の改革イメージ＞ 

 【現在】                【改革後】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４．住民の納得を得ながら行財政改革を進める。 

５．「ふるさと納税制度」について、制度の趣旨を踏まえ改善をはかる。 

法人税 

法人住民税 
（均等割、法人税割） 

 

（地方法人税） 

（特別法人事業税） 

法人事業税 
（資本割、付加価値割、所得割） 

法人税 国 

地方 

付加価値割の割合見直し 

雇用安定控除の比率引き上げ 

法人住民税などとの整理検討 

暫定的措

置の廃止 

消費税 

法人住民税 
（均等割、法人税割） 

 
法人事業税 

（資本割、付加価値割、所得割） 

地方消費税 

税源交換 
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Ⅶ．自動車関係諸税の軽減・簡素化など 

～社会環境の変化を踏まえつつ、納得できる制度へ～ 

 

１．自動車関係諸税を軽減・簡素化する抜本改革を行う。 

（１）自動車の保有・走行に関わる税のあり方を抜本的に見直し、軽減・簡素化をは

かる。 

①いわゆる「当分の間税率」を廃止する。また、課税根拠を失っている自動車重量

税を廃止する。 

②税体系は、環境性能の高い自動車や安全で自由な移動の確保につながる自動運転

車の開発・普及促進に資するものとする。 

③物流・公共交通機関（バス・タクシー・トラック）および軽自動車については、

地方の生活実態や産業活動への影響を考慮し、軽減措置を講じる。 

（２）今後の次世代自動車（圧縮天然ガス（ＣＮＧ）車、燃料電池車、電気自動車など）

の普及状況、自動運転技術の進展、自動車シェアリングの動向、ならびに道路など

社会インフラ維持や移動の自由を確保するために必要な費用分担のあり方を踏ま

え、地方財政に配慮しつつ、保有・利用を通じた課税根拠や税率のあり方を総合的

に整理し、自動車関係諸税の軽減・簡素化をはかる。 

 

２．総合的な交通政策の視点から、物流・公共交通に対して、適切な税財政上の

措置を講ずる。 

（１）インフラ整備や事業運営についての国・地方・事業者などの責任と役割を明

確にし、総合的な交通政策を推進に資するよう、税と予算のあり方を見直す。 

（２）政策目的を踏まえ、固定資産や燃料に関わる税の軽減措置などを講ずる。 

  

＜連合が描く未来＞ 

税の軽減・簡素化がはかられるとともに、次世代自動車の普及が進んでいる。地

域では高齢者や障がい者をはじめ、誰もが自動車や公共交通による移動の自由を

確保できている。 
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Ⅷ．その他の課題 

 

１．税制のグリーン化 

（１）地球温暖化対策税について検証・改善をはかる。 

 ①地球温暖化対策税については、以下の観点から、政策効果、国民負担の動向など

を検証し、改善をはかる。 

・国民生活への影響に対する配慮と特定の産業・企業に過度な負担とならないよう

現実的な税制とする。 

・化石燃料の最終消費段階で広く薄く負担をすることを基本とする。 

・税収は、地球温暖化対策に資するエネルギー対策、技術開発などに使用し、雇用

創出に結びつける。 

・国内排出量取引制度などとの二重の負担とならないよう調整する。 

・原料用の石油・石炭などは非課税とする。 

・物流・公共交通機関、農林漁業、石油化学産業などに負担軽減措置を講ずる。 

・税負担の明示やＣＯ2の見える化をはかり意識喚起を行う。 

 

（２）既存税制のグリーン化（環境への負荷を軽減するために政策誘導する 

税制）をはかる。 

① エネルギー基本計画などを踏まえ、省エネルギーや再生可能エネルギー投資にか

かわる税制措置などを総合的に見直す。 

② 住宅や家電などについて、税制や省エネに関する各種制度の政策効果を検証し、

より有効な組み合わせを検討する。 

③ 自動車関係諸税のグリーン化をはかる。 

 

２．「新しい公共」を支える税制 

（１）ＮＰＯ法人などの活動を支援する措置を強化する。 

① ＮＰＯ法人が行う介護サービス事業については、社会福祉法人の場合と同様、非

課税とする。 

② ＮＰＯ法人についても、一般社団法人と同様に基金制度（出資金を債務でなく資

産に計上できる仕組み）を使えるようにする。みなし寄付金の控除限度額につい

ても、50％に引き上げる。 

③ 公益財団・社団法人についても、上記に準じた措置を講じる。 

＜連合が描く未来＞ 

環境負荷に配慮した経済活動が広がっている。地域においてはＮＰＯ法人など

市民団体の活動がさらに活性化するとともに、地域の社会貢献活動への参加や支

援が広がっている。ＥＳＧ投資の普及によって環境・社会・ガバナンスに配慮した

投資活動が広がっている。 
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④ 大規模自然災害の発生時における義援金や被災地支援を行うＮＰＯ法人などへ

の寄附金にかかる所得税、個人住民税、法人税の控除適用を迅速化するため、寄

附金指定の仕組みを恒久化する。 

  

（２）地方自治体とＮＰＯ法人などが協働してよりよい社会をつくる。 

① 各自治体において、ＮＰＯなど市民活動団体を支援するため、自分の納税する住

民税の一部について市町村を通じて寄附する仕組みを創設する。 

② ＮＰＯ法人などと地方自治体が協力し、地域の公共空間を広げていく。労働組合

もその一翼を担う。 

③ コミュニティ投資を含むＥＳＧ投資の普及・促進に向けて、税制上の措置を含め

枠組みを整備する。 

 

３．目的税・特定財源についての基本的な考え方 

（１）目的税とは、特定の経費に充てることを目的に課される税金であり、多くは特

定財源として対応する特別会計に充当されている。受益者負担の考え方にもと

づき税収の使途を特定化することで納税者の納得感が得やすいという一面があ

る。一方、歳入と歳出を分離し、政府・議会の政策決定にもとづき資源配分を行

うという財政の原則を制約する一面もある。 

（２）国民・納税者の納得を得ながら税制抜本改革を進めていくと同時に、限られた

財源を有効に使っていくことが不可欠である。既存の目的税・特定財源について

は、その目的に照らして、歳出内容を厳格に評価し、かつ、その役割や税の負担

割合についても評価した結果にしたがい、必要な見直し行なう。社会保障に関し

て新たに目的税・特定財源を設ける場合は、その趣旨にそって適切に予算･決算

管理を行なう。 

 

４．個別間接税などについての基本的な考え方 

（１）消費税とは別に個別間接税を課す場合、その課税根拠を明確にする必要がある。

課税根拠、経済社会状況、国民・納税者の納得感、税体系の整合性などを踏まえ、

個別にあり方を検討する。 

（２）現在、不動産の譲渡契約や請負契約、領収書など経済取引に伴う 20 種類の 

文書に収入印紙を貼ることが義務付けられている。電子取引の増加など商慣行

の変化に対応し、印紙税については廃止を含め抜本的に見直す必要がある。 
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Ⅸ．引き続き検討すべき課題 

 

 以下の各項目については、本構想の検討過程では具体的な提起の結論を得るには至

らなかったが、引き続き国内外の情勢も注視しながら適宜検討を行い、成案が得られ

たものについては「政策・制度 要求と提言」などに反映していく。 

 

１．退職後の所得確保に向けた資産形成に関わる税制について 

○企業年金は、賃金の後払いとしての性格と老後の生活保障としての機能を有し

ている。公的年金改革などをふまえて、企業年金に関わる税制について検討を

行う。 

○公的年金や企業年金を補完する退職後の生活に向けた資産形成については、財

形年金貯蓄に加え、個人型確定拠出年金（ｉＤｅＣｏ）の加入範囲拡大、積立

型の少額投資非課税制度（積立ＮＩＳＡ）の導入など、手段が多様化している。

その一方で、各制度に関する税制は分立し複雑化している。働き方の多様化な

どの環境変化を踏まえつつ、退職後の所得確保に向けた個人の資産形成努力を

支援する制度に対する税制上の措置について、その利便性向上や充実に向けた

あり方を検討する。 

 

２．住民ニーズの充足に向けた地方自治体の連帯による新たな地方税について 

〇地方自治体には、子ども・子育て、医療、介護、地域福祉、地域公共交通など、

住民が共通に必要とするサービスを提供する役割と責任がある。自治体によっ

ては、地域実態を踏まえ、地方単独事業として国の基準に上乗せ・横出しする

かたちで必要なサービスを提供する例も見られる。しかし、その対応は自治体

ごとに異なり、人口減少などで急速にニーズの変化がみられる中、既存の制度

の枠組みでは対応できない状況も生じている。これらを踏まえれば、税源移譲

や地方交付税改革のみならず、地方自治体が地方財政計画とは別枠で独自財源

を確保するため、住民の理解を得つつ主体的に課税自主権を行使することも重

要になってくる。 

〇この点に関して、地方自治体が連帯して一部の地方税（例：個人住民税、地方

消費税など）の税率を全国一斉かつ一律に引き上げて地方の共同税収とし、こ

れを住民ニーズに関わる基準にもとづいて自治体間で配分するという考え方が

ある1。こうした考え方は、地方分権を進める中で地域におけるくらしの支え合

いと負担の分かち合いをはかる手法の一つとして位置づけることができる。他

方、住民に共通するニーズを満たすサービス項目の設定、引き上げ対象となる

税目、住民や議会における合意形成のあり方、税収の配分方法といった課題も

                                                      
1 主な例として、2013年 9月にとりまとめられた全国知事会・地方税財政制度研究会報告書における「地方共同

税」、2017年 12月の自治労自治体財政構想プロジェクト報告書における「地方連帯税（仮称）」、2018年 6月

の全国市長会による「協働地域社会税（仮称）」創設の提言がある。 
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あることから、これらの点も含め、新たな地方税の導入について検討を行う。 

 

３．国際課税について 

（１）国際的な投機資金の規制 

○国際社会において、経済のグローバル化の負の側面（所得格差の拡大、貧困の

深刻化、投機マネーの暴走など）や地球環境問題など、国境を越えて協力しな

ければ解決できない課題への対応として、国際連帯税などの国際課税の検討が

なされている。日本においても、2012年に成立した「税制抜本改革法」におい

て国際連帯税の検討が盛り込まれ、外務省における税制改正要望や制度設計に

関する検討が行われている。最近では、ＥＵにおいて、英国の離脱を踏まえた

中長期の財政のあり方をめぐる議論の中で、独自財源確保策の選択肢の一つと

して金融取引税が取り上げられる動きがみられるほか、ＳＤＧｓの目標達成に

向けた資金の確保策としても注目されている。 

○国際課税は、2008年の世界金融危機をひとつの契機として、国際的な金融規制

の強化とともに税制を活用し、金融の暴走に歯止めをかけようとする考え方で

ある。1970年代に提起されたトービンタックス（通貨取引税）と比べると、①

金融のデリバティブ商品も含めた課税対象の拡大、②一律課税ではなく通常は

極めて低い税率（0.005％程度）とし短期的変動（特定通貨へのヘッジファンド

の攻撃）に対し抑止力となる税率引き上げが柔軟にできる仕組みとすること、

などの新たな内容が含まれている。 

○国際レベルで資金の投機的な動きを抑制するため、金融取引税などの国際連帯

税導入について、①目的の明確化、②制度の実効性確保、③税収の配分決定の

仕組み、④国際経済などへの影響などに関する議論を深め、国内における合意

形成と国際合意を早期にはかる。その税収は主に貧困撲滅や気候変動対策の財

源として活用する。 

（２）企業負担に関する国際協調 

○法人税や社会保障の企業負担などの引き下げ競争が懸念される。Ｇ7・Ｇ20 な

どの国際会議のテーマとして取り上げ、国際的な政策協調を継続するべきであ

る。連合は、ＩＴＵＣなどと連携して、働きかけを強める。 

 

４．ＡＩによる付加価値創出など第 4次産業革命を踏まえた税制の検討について 

○第 4 次産業革命がもたらす将来の雇用や生活への影響は、現時点では必ずしも

十分に見通すことはできない。ＩｏＴやＡＩ、ビッグデータなどの活用によっ

て、生産システムの高度化、競争力強化、人手不足問題の解決などをはかり、

新たな付加価値の創出を通じて持続的な経済成長につなげていくことが期待さ

れる一方で、仕事の変化や省人化による職種転換や労働移動などの社会的・経

済的コストへの対応も課題となる。また、ＡＩやビッグデータによる知的財産

権などの無形資産を活用できる者とそうでない者との間における所得や資産の
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格差も大きなものとなる可能性もある。 

ＡＩやビッグデータなどから生み出される付加価値の公正な分配に向けて、

知的財産権など無形資産に対する課税の可能性をはじめとして、所得・消費・

資産それぞれの視点から、課税根拠や税収の使途などについて検討を行う。 

 

５．純資産税について 

○経済力に応じた課税を実現するためには、所得への課税では十分ではなく、資

産についても、その経済力を捕捉して課税する必要がある。つまり、所得税を

補完し、資産の保有者と非保有者との水平的公平と資産の再分配をはかるため、

地価税、固定資産税の個別資産税が課せられているものを除き、森林などの不

動産をはじめ預金、株式、債権などの金融資産など、個々人が所有している資

産を（宝石類、絵画など課税額の算定が困難なものを除く）合算し、一定額以

上の資産保有者に対して累進税率で課税する純資産税の導入の検討を行う。 

 

以 上 
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＜補論＞ 

 

 

税財政をとりまく現状と課題 

－第 3 次税制改革基本大綱の策定以降を中心に－ 

 

 

Ⅰ．現政権の政策運営とその限界 

第 2 次安倍政権による大胆な金融緩和、機動的な財政出動、成長戦略の三本の矢

からなる経済財政政策、いわゆる「アベノミクス」が始まってから 6 年余りが経過

した。金融緩和の継続が円安や株価上昇を支え、長きにわたるデフレ状況からの変

化は見られるものの、政権が掲げた物価目標の安定的な達成は未だ見通せていない。

金融緩和頼みの経済財政運営に限界が見える中、経済や財政に対する副作用への懸

念が強まっている。 

この間、企業の収益や内部留保が過去最高水準を記録し、株価上昇や配当によっ

て株主をはじめより多くの金融資産を保有する層が恩恵を受ける一方、労働分配率

は低下を続けるなど分配の歪みが生じており、個人消費の回復や地域経済への波及

を含め、実体経済の回復には至っていない。 

  

Ⅱ．人口減少、超少子高齢化の進行 

日本の総人口は、2015年に調査以来初の減少に転じた。出生数の減少と長寿化に

よって、今後も人口減少と超少子高齢化が同時進行していく。このことは、社会保

障ニーズが高まる一方で、それを支える現役世代の減少も意味しており、社会保障

制度の持続性を確保するうえで大きな課題となっている。また、地域においては、

コミュニティの維持や行政サービス提供のあり方についても見直しが迫られている。

団塊世代が 70歳台後半に到達する 2025年以降、これまで以上に相続が発生する「大

相続時代」の到来が指摘されている。これに対応した相続・贈与や寄付などに関す

る制度のあり方も課題となっている。 

 

Ⅲ．中間層の減少、格差の拡大、貧困の固定化 

中間層の減少、格差の拡大と貧困の固定化も改善しているとはいえない。パート・

有期・派遣契約などで働く労働者の数は 2,120 万人、雇用労働者に占める割合は

37.9％を占め、高止まりが続いている（2018年平均・総務省労働力調査）。国税庁の

民間給与実態統計調査によれば、2017 年時点で働く者の約 4 分の 1（24.1％）にあ

たる 1,119 万人が年収 200 万円以下で生活しており、この 10 年間で増加傾向にあ

る。不本意ながら非正規雇用を選ばざるを得ず、家計の主たる稼得者でありながら

非正規雇用で働かざるを得ない人々も依然として相当数存在している。 

雇用の流動化と不安定化は、能力開発機会の不足などで人的資本の蓄積が進まず、
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技術革新への対応や付加価値の創造に影響することで、所得環境ひいては中長期の

財政に影を落とす。中間層の地盤沈下、格差の拡大と貧困の固定化は、生活不安や

政治に対する不満を通じてその中で極論を弄して人々を煽るポピュリズム型政治の

台頭を許し、社会の混乱をもたらしかねない。このように格差や貧困への対応をな

おざりにすることは、社会に歪みや分断をもたらし、社会の持続可能性にとっての

危機をもたらすおそれに留意する必要がある。 

  

Ⅳ．税財政の現状と課題 

１．財政の現状 

日本の財政は歳出が歳入を上回り、公債発行に依存する状況が続いている。国

の長期債務残高は 2019 年度末で 897 兆円と、対ＧＤＰ比で 158％、税収の 14 倍

に相当する見通しである。（国と地方を合わせた長期債務残高は 1,122兆円・対Ｇ

ＤＰ比 198％） 

民主党政権当時の財政運営戦略において 2020年度のプライマリーバランス（基

礎的財政収支）黒字化が掲げられたが、その後安倍政権はその目標年度を 2025年

に先送りしている。これ以上の将来世代への負担先送りを避けるためにも黒字化

達成に向けた着実な取り組みが求められるが、プライマリーバランスが黒字化さ

れたとしても、人口減少と高齢化による生産年齢人口の減少傾向と社会保障関係

費の増加が続く中では、生産性の向上、労働参加率や雇用・賃金の改善が進んで

も厳しい財政状況が続くことに変わりはない。 

赤字公債に頼る財政運営が続くことは、財政制約によって必要な社会保障やセ

ーフティネットの持続可能性に影響を及ぼすことを意味する。また、国の財政に

対する信用が低下すれば、金利の上昇が経済成長の足かせとなるとともに国債費

の増大を招き、さらなる財政悪化の悪循環に陥りかねない。これ以上将来世代に

負担を先送りすることはできない。 

 

２．今日の財政状況に至る背景 

わが国の財政状況が今日のような状況に至ったのはなぜか。総じて見れば、社

会保障の受益と負担のバランスをとることについて国民的合意をとる努力が必ず

しも十分になされないまま、後の世代への先送りが続いてきたことが最も大きな

要因として挙げられる。 

本来であれば、高齢化や人口減少時代の到来を見据え、早い時期に社会保障制

度の基盤整備と必要な財源確保の道筋を付けておくべきであったが、成長の果実

は主に減税の財源に充てられるなど、雇用や生活保障に関わる制度の充実への配

分は十分ではなかった。そうした中で、バブル経済の崩壊で税収が減少するとと

もに、景気浮揚策としての減税や公共事業の増加などが財政赤字の拡大につなが

った。 

この間には消費税の導入と税率の引き上げが行われたが、その一方で所得税・
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法人税減税がセットで行われるなど負担中立の税制改正が続いた。景気の回復に

よる税収増への期待も、長期にわたる経済の低迷が続くなかで容易に実現せず、

税収不足と債務残高の累増が続くことになる。 

 

３．負担感と将来不安の悪循環 

2000年代に入り、新自由主義的な考え方のもとで、負担増・給付減によって財

政健全化の解決をはかる政策路線が敷かれた。社会保障制度の充実に向けた抜本

改革が十分に進まない中でこうした政策がとられたことで、制度に対する信頼を

損ね、暮らしと将来に対する不安を招き、需要の低迷によって景気回復の足かせ

となった。これに経済の長期低迷と雇用の流動化・不安定化による中間層の崩壊

もあいまって、税や社会保険料に対する負担感が一層強まり、負担増の前に歳出

の見直しを求める世論や政治的な圧力が、更なる社会保障費の抑制、あるいは制

度充実の遅れにつながった。こうした悪循環はいまなお続いている。 

わが国の政治は、めざすべき社会とそれを支える税財政の役割について、正面

から国民・納税者とともに議論することを避ける傾向がある。そうした中で、時

の政権は国民受けのするテーマだけを取りあげ、スローガン先行で長期的なビジ

ョンが不明確なまま、甘い財政見通しのもとで、つじつま合わせの税財政運営を

してきた。そのため、多くの国民・納税者は、受益と負担の関わりが実感として

持てないまま、負担増・給付減が続く中で、非効率な歳出や行政の不祥事を見て

漠然とした負担感・不信感を募らせている。 

加えて、国民・納税者の側、とりわけ給与所得者においても、源泉徴収・年末

調整の制度によって、自ら税額を計算し申告する機会が少ないこともあり、自分

の納税額をよく把握できていないことが少なくないことも納税意識の希薄化や政

治への無関心の一因となっている。 

 

Ⅴ．税による所得再分配機能の低下 

この 30 年間、所得税の税率構造のフラット化、資産に対する軽課、法人税率の

引き下げが続く一方で、消費税の導入と段階的な税率引き上げ、社会保険料の引き

上げが行われてきた。その結果、ＯＥＣＤ加盟国において税による所得再分配効果

が最も低い国の一つになっている。 

所得税は、累進的な税率構造を持つことで垂直的公平を確保しやすい特徴を持っ

ており、税による所得再分配機能の中心的役割を担ってきた。しかし、バブル崩壊

以降、財源調達能力が低下し、所得再分配機能が弱まっている。その大きな原因と

しては、地価や株価の下落、超低金利政策の影響に加え、所得税収の中核を担って

きた中間層の崩壊と所得の二極化、最高税率引き下げ、金融所得への課税軽減など

が挙げられる。中低所得層の社会保険料負担の上昇を抑制しつつ、基幹税としての

所得税を再構築していくことが課題となっている。 

相続税についても、所得課税や消費課税を補完する資産課税として、生涯を通じ
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た税負担の公平、社会連帯としての富の再分配、世代を越えた格差の固定化を防止

する役割が期待されているが、その機能が弱まっている。バブル期の地価急騰に伴

い、基礎控除の引上げや小規模宅地などの課税の特例の拡充、税率構造の緩和が行

われ、バブル崩壊後、地価が下落したにもかかわらず、その水準が維持されている。

また、未成年者控除などの税額控除の拡充も行われている。その結果、相続税の課

税対象者は、この 10 年間で増えてはいるが、亡くなった方 100 人に対し、8 人程

度である。 

相続税を補完する贈与税もまた、高齢者に集中している金融資産について、世代

間の所得移転を促す視点からの基礎控除の引き上げ、あるいは住宅取得や、教育、

結婚・子育てに関わる資金贈与にかかる非課税枠の設定・拡充が行われている。経

済活性化という狙いがあるとしても、所得再分配機能の低下や格差の固定化などの

観点から、制度のあり方が問われている。 

 

Ⅵ．課税の公平性をめぐる課題 

給与所得と他の所得との間の課税の公平についても、いまだに損なわれている可

能性がある。給与所得はほぼ 100％税務当局によって捕捉されている一方、事業所

得などの所得捕捉が十分でない、いわゆる「クロヨン」問題については、2000年代

に事業所得や農業所得の所得捕捉率が大幅に改善したとする研究結果が公表され

た。しかし近年、これに対し、いまだに捕捉率は改善していないとの反論が複数示

されている。 

そうした中で、2018年度税制改正では、「働き方の多様化」への対応との名目で、

給与所得控除の控除額・適用上限基準の引き下げと、基礎控除の控除額引き上げが

決定された（2020年分の所得税から実施）。所得捕捉をめぐる課題が残る中で、こ

の格差に対する配慮の要素を含んだ給与所得控除を安易に基礎控除に振り替える

ことは、結果的に事業所得の減税分の負担を一部の給与所得者などに安易に求める

こととなり、税制に対する公平感・納得感を損なう。社会保障や福祉サービスなど

の給付が所得にもとづいて決定されることも踏まえ、税と社会保障における公平性

の確保に向けて、所得捕捉率の向上が不可欠である。 

今後も、働き方に対する中立性を念頭に、所得計算上の控除に関する見直しが検

討される可能性は高い。その中で、給与所得控除に対しては、これまで同様、給与

所得者の必要経費としては「過大」であるとの指摘がなされると考えられる。しか

し、給与所得控除には、本来ならば「最低生計費非課税」を具現化するべき基礎控

除の額が少ないため、これを補完する側面もあった点を見過ごしてはならず、基礎

控除と給与所得控除をセットでとらえる視点も必要である。 

 

Ⅶ．技術革新の進展 

第 4次産業革命による急速な技術革新の進展や産業構造の変化が、今後の雇用の

あり方にも影響を及ぼすことが想定される。その中にあっても、環境変化に適応し、
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安心して働きつづけることができるよう、人材育成・能力開発機会の提供、職業転

換や労働移動を余儀なくされる場合における他の業種・職種への円滑な移動の確保

が不可欠であり、必要な企業への支援、社会的セーフティネットの強化に向けた財

源の手当が求められる。 

また、技術革新の結果、経済のデジタル化やシェアリング・エコノミーが進展す

ることによって、経済取引の形態の多様化も容易に想定される。こうした動きに対

応し、公平な課税に向けて適切な所得捕捉がなされる必要がある。同時に、技術革

新の成果を活用した納税手続きの簡素化、利便性向上を進めることも必要である。 

 

以 上 
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＜参考資料＞ 

 

 

「第 3次税制改革基本大綱」の達成・進捗状況について 

 

 

Ⅰ．納税者の立場に立ったわかりやすい税制 

○中長期の視点に立った財政運営は後退している 

政府は、「経済財政運営と改革の基本方針」（いわゆる「骨太方針」）を毎年閣議

決定し、その中で当面の経済財政運営と次年度予算編成に向けた考え方を示して

いるが、その内容は中期の歳出を拘束しておらず、前提となる経済成長の見通し

も楽観的なものとなっている。民主党政権時には「中期財政フレーム」を閣議決

定していたが、政権交代以降はそうした中期的な歳出計画は示されていない。 

 

○給与所得者の申告納税選択制は未だ実現していない 

  給与所得者の申告納税と年末調整の選択制は未だ実現していない。なお、2012

年度税制改正で、特定支出控除の見直しが行われ、適用判定基準が、それまでの

給与所得控除額の全額から 2分の 1となったことで、申告納税の機会の拡大につ

ながっている。2018年度税制改正では特定支出控除の対象範囲が一部拡大されて

いる。 

 

○不服申し立て制度の見直しは一部にとどまる 

  「納税者権利憲章（仮称）」については 2011年度税制改正大綱で具体的内容が

盛り込まれたが、当時の国会情勢の中で制定に至らなかった。不服申し立て制度

については 2014年の行政不服審査法の改正で一部見直しが行われたが、裁判所へ

の直接訴訟、国税不服審判所の独立性確保などは実現していない。 

 

○マイナンバー制度が導入されたが、公平な税制への活用は道半ば 

  2013年にマイナンバー法が成立し、2016年 1月から運用が開始され、証券口座

における義務化に続き、2018年からは預金口座への付番が始まった（当面は任

意）。しかし、総合課税化や給付付き税額控除の実現に向けた活用に見通しが立つ

状況には至っていない。 

 

○効率的な税務行政、国際的な連携に向けた取り組みが続く 

  租特透明化法による実態調査の国会報告が行われるようになった。また、申

告・納税義務違反者への罰則についても一部ではあるが見直されている。国際的

な租税回避防止に向けた各国との連携については、ＯＥＣＤの「ＢＥＰＳ」プロ

ジェクトの最終報告における行動計画に基づく税制改正が順次行われつつある。
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電子申告については e-Taxの利便性向上がはかられつつあり利用者も増加傾向に

ある。その一方で、税務調査などの現場を担う国税庁の職員数は 1997年度をピー

クに減少傾向にある。 

 

Ⅱ．所得税の再構築 

○総合課税の実現、課税ベースの拡大は進んでいない 

  所得税の総合課税化は依然として実現していない。金融所得にかかる税率は

2013年度税制改正で軽減措置が見直されたものの 20％にとどまっており、その中

で公社債等と上場株式等、利子との損益通算を可能とする金融所得の一体課税が

進んでいる。また、少額投資非課税制度（ＮＩＳＡ）、未成年者を対象とするジュ

ニアＮＩＳＡ、非課税期間を 20年とする積立ＮＩＳＡなどが加えられている。 

 

○財源調達機能の回復、所得再分配機能の強化に向けた改革も進んでいない。 

  税率構造については、2013年度税制改正で最高税率のブラケットが新設された

が、それ以外で連合が求める税率構造の見直しは進んでいない。また、連合が求

めてきた給付付き税額控除の導入は行われていない。 

 

○給与所得控除の上限設定が行われ、その後も見直しが続いている。 

  給与所得控除については、2012年度税制改正で上限が設定されるとともに、特

定支出控除の適用判定基準の見直しが行われた。その後も給与所得控除の上限は

段階的に引き下げられている。加えて、2018年度改正では、多様化する働き方へ

の対応を理由として、一部（10万円）が基礎控除に振り替えることが決定した

（実施は 2020年から）。 

 

○人的控除、各種控除の見直しも引き続き課題 

人的控除の税額控除化や給付への振り替えは、政府税制調査会での検討が続い

ているものの、実現には至っていない。そうした中で、2017年度税制改正で配偶

者特別控除の適用対象となる配偶者の所得上限の引き上げと納税者本人の所得制

限導入、2018年度税制改正で基礎控除の所得制限導入がそれぞれ決定され、税額

控除化とは異なる動きが見られる。 

各種控除については、2012年以降、生命保険料控除における介護医療保険料の

控除枠新設、全体の控除額変更が行われた。 

住宅ローン減税については、消費税率引き上げによる需要変動対策として控除

額の拡充や適用期間の延長が繰り返されている。 

  

○年金課税の見直し、老後の資産形成と税制のあり方の検討が行われている 

  2018年度税制改正で、公的年金等控除から 10万円を基礎控除に振り替えること

が決定された。併せて、控除に上限額が設けられるとともに、年金以外の所得を
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含めた金額が 1,000万円を超える場合には所得額に応じて上限がさらに引き下げ

られることが決定した（実施は 2020年分から）。このほか、公的年金、企業年

金、個人型年金、財形貯蓄といった制度が並立する中で、老後の資産形成を支援

する税制のあり方について政府・与党内での検討が続いている。 

 

Ⅲ．資産課税の強化 

○相続税・贈与税の見直しは一部進む一方、特例措置が導入・拡充されている 

  2013年度税制改正では相続税の基礎控除引き下げとともに、相続税と贈与税の

最高税率引き上げが行われた。その一方で住宅取得資金、結婚資金、子育て資金

について、直系尊属から子・孫への一括贈与に関する非課税措置が設けられてい

る。事業承継税制については、経営者の高齢化への対応を名目とした適用要件緩

和が続いている。 

 

Ⅳ．消費税の社会保障安定財源化 

○制度的な不備の是正は一部にとどまる 

  インボイス制度については導入が決定されたが、度重なる消費税率引き上げの

延期に伴い 2023年 10月からの実施になった。簡易課税制度と免税点の廃止は行

われていないが、簡易課税制度のみなし仕入れ率の一部見直しが行われている。 

 

○消費税率の段階的引き上げの実施、社会保障財源への充当が法文化される 

社会保障と税一体改革に関する 3党合意を経て、税制抜本改革法が成立し、消

費税率の 10％への段階的引き上げが決まったが、安倍内閣による 2度の引き上げ

延期判断により、10％税率への到達時期は 2019年 10月となっている。税制抜本

改革法により、消費税および地方消費税の税収は年金、医療、介護、少子化対策

に充てることが法文上明確化された。 

 

○逆進性対策では課題を残している 

  消費税率の引き上げに伴う逆進性対策としては、連合が求めてきた低所得者を

対象とする給付付き税額控除ではなく、軽減税率制度（外食・酒類を除く飲食料

品、定期講読の新聞について 8％）の導入が決定されている。 

 

Ⅴ．法人所得課税の改革 

○企業の社会的責任に見合った税・社会保険料の負担は進んでいない 

  法人企業の税・社会保険料負担のＧＤＰ比 1割程度への段階的な引き上げには

至っていない。社会保険料の適用拡大については 2016年から実施され、法人事業

税の外形標準課税については、適用対象は資本金 1億円以上の企業のままである

が、2016年度から付加価値割の比率を高めるなど外形標準課税の割合が引き上げ
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られている。欠損金の繰越控除制度については、2016年度税制改正で、大企業に

ついて控除限度額が 5割に制限される一方、繰越期間が 10年に延長された。 

 

○中小企業支援、ディーセントワークを後押しする税制改革について 

   税法における中小企業の定義見直しは進んでいない。「雇用促進税制」「所得拡大

促進税制」が導入されたが、いずれも 2017年度で廃止された。障がい者の雇用に

対する税制優措置については現行制度の大きな変更は行われていない。 

 

○租税特別措置などの見直しは進んでいるとはいえない 

  租特透明化法により、2013年以降毎年実態調査の報告が国会に対して行われて

いるが、個別措置に関するデータの羅列にとどまっており、政策効果の分析がほ

とんど行われておらず、積極的な見直しにつながっているとはいえない。 

 

Ⅵ．地方税財政の強化 

○税源の偏在是正策は課題を残した状況が続いている 

  法人事業税について、その一部を「地方法人特別税」として国が代わって徴収

し、譲与税として地方に配分する仕組みが導入されていたことに加え、2014年度

税制改正では法人住民税の一部を国税化・地方交付税財源とする「地方法人税」

が設けられた。地方特別法人税は消費税率の 10％への引き上げ時に廃止されるこ

とが決まっていたが、2019年度税制改正で、新たに「特別法人事業税」が創設さ

れ、事実上それまでの仕組みが継続されることになった。国が地方の課税自主権

に干渉する形となっており、限られた財源を地方間で奪い合う形を根本的に見直

す形にはなっていない。 

 

○地方交付税制度、国庫補助負担金の動向について 

地方交付税の仕組みは維持されているが、地方交付税の財源となる税目の見直

しなどは進んでいない。国庫補助金負担金の改革についても、民主党政権におい

て、いったんは「地域自主戦略交付金」として一括交付金化が実施されたが、政

権交代後に廃止されている。 

 

Ⅶ．自動車関係諸税 

○軽減・簡素化に向けた動きは見られつつあるが一部にとどまる 

  自動車関係諸税については、環境への負荷を取り込んだ税体系の整備は進めら

れているものの、総じてみれば軽減・簡素化は進んでいない。2016年度税制改正

で、消費税率の 10％への引き上げ時点での自動車取得税の廃止が決定された一方

で、自動車税に環境性能割が導入されることになった。2019年度税制改正では、

2019年 10月以降に登録される自動車について自動車税の一部が引き下げられるこ

とになった一方、エコカー減税やグリーン化特例が縮小されることになった。「暫
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定税率」については 2010年度税制改正で廃止されたものの、その後も「当分の間

税率」として存続している。 

2019年度の与党税制改正大綱は、自動車を取り巻く環境変化（技術革新、保有

から利用への変化の動き、環境負荷逓減の要請など）を踏まえ、国・地方を通じ

た財源の安定的確保を前提に課税のあり方を中長期視点に立って検討するとして

いる。 

 

Ⅷ．地球温暖化対策のための税、既存税制のグリーン化 

○温暖化対策税が導入された 

2012年度税制改正で導入された「温暖化対策税」については国民負担増の急増

を避けるため段階的な税率引き上げが行われ、現在に至っている。原料用の石

油・石炭、物流・公共交通機関、農林漁業などに対して、時限措置として免税・

還付措置が講じられている。 

 

○既存税制のグリーン化の動向について 

  既存税制のグリーン化については、エネルギー需要構造改革推進投資減税やグ

リーン投資減税などが導入されたが、いずれも期限到来をもって廃止された。そ

の一方で 2018年度税制改正では省エネ再エネ高度化投資促進税制が創設されるな

ど、随時見直しが行われている。自動車についても自動車税と軽自動車税におい

て環境性能割やグリーン化特例が導入されている。 

 

Ⅸ．「新しい公共」を支える税制 

○寄付金控除の見直し、ＮＰＯ法人の公益性認定の見直しで一部前進した 

2011年度税制改正で、個人が認定ＮＰＯ法人等に寄附を行った場合、従来の所

得控除に加え、所得税額の 25％を上限として税額控除できる制度が設けられた。

また、認定ＮＰＯ法人の認定について従来の国税庁長官から都道府県知事または

指定都市の長が行うよう変更された。 

その一方で、ＮＰＯ法人が行う介護サービス事業の非課税化、基金制度の利用

可能化、社会的責任投資に対する枠組みと税制の整備は進んでいない。 

 

以 上 
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＜付録＞ 

 

「税制改革基本大綱検討プロジェクトチーム」の検討経過 

(設置確認：第 10回中央執行委員会・2018年 5月 24日) 

 

本構想の検討に際しては、「連合ビジョン」の策定に向けた 2018 年 6 月の「人口

減少・超少子高齢社会ビジョン検討委員会」の最終報告を踏まえ、政策委員会のも

とに「税制改革基本大綱検討プロジェクトチーム」が設置された。プロジェクトチ

ームは、2018年 6月から 2019年 2月の間で 11回にわたる議論を行い、素案を取り

まとめた。 

 

回 数 開催日 内 容 

第 1回 2018年 

6月 20日 

・プロジェクトチームの構成、今後の進め方を確認 

・「第 3次税制改革基本大綱」の振り返り 

・フリーディスカッション 

第 2回 7月 11日 

 

・アンケート結果について 

第 3回 9月 12日 

 

・論点整理について 

・総論について（その 1） 

第 4回 10月 10日 

 

・総論について（その 2） 

・納税環境、個人所得課税、資産課税について（その 1） 

第 5回 

 

10月 26日 

 

・納税環境、個人所得課税、資産課税について（その 2） 

第 6回 11月 2日 

 

・法人課税について 

第 7回 

 

11月 20日 

 

・消費課税について 

・素案骨子について（その 1） 

第 8回 12月 11日 

 

・地方税財政、自動車関係諸税、税制のグリーン化、 

ＮＰＯ法人などの支援と税制、その他の課題について 

・素案骨子について（その 2） 

第 9回 2019年 

1月 8日 

・素案取りまとめに向けた協議（その 1） 

第 10回 2月 5日 

 

・素案取りまとめに向けた協議（その 2） 

第 11回 2月 26日 

 

・素案取りまとめに向けた協議（その 3）、素案確認 
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「税制改革基本大綱検討プロジェクトチーム」メンバー 

 

座  長 森田 了介 ＵＡゼンセン 常任中央執行委員 
副 座 長 石上 千博 自 治 労 総合政治政策局長 
メンバー  小池 俊介 自動車総連 中央執行委員 

大津 未来生 電機連合 中央執行委員（～第 2回） 
斎藤 牧人 電機連合 専門部長（第 3回～） 
平野 覚 Ｊ Ａ Ｍ 労働・調査グループ長 
坪田 英明 基幹労連 中央執行委員 
松本 光二 ＪＰ労組 企画局長 
梶原 貴 日 教 組 書記次長 
川添 浩良 生保労連 中央副執行委員長 
萩原 亮一 電力総連 産業政策局長 
齋藤 久子 情報労連 中央執行委員 
三瓶 宏一 運輸労連 中央書記次長 
久松 勇治 私鉄総連 社会保障対策局長 
青木 大樹 フード連合 政策局長 
林 公太郎 ＪＥＣ連合 ＪＥＣ総研政策部長 
武井 靖匡 損保労連 中央執行副委員長（～第 3回） 
串田 晃一 損保労連 中央執行副委員長（第 4回～） 
石川 博久 国公連合 中央執行委員 
立川 博行 海員組合 政策局長 
藤田 直治 ゴム連合 書記長（～第 3回） 
萩原 一人 ゴム連合 中央執行委員（第 4回～） 
内藤 晃 航空連合 事務局長 
佐藤 和幸 全国ガス 書記長 
山田 晃嗣 全銀連合 副議長 
新井 好司 全 労 金 中央執行副委員長 
工藤 豊 ヘルスケア労協 事務局次長 
本多 一哉 労済労連 副中央執行委員長 
南部 美智代 連合本部 副事務局長 
川島 千裕 連合本部 総合政策局長 

オブザーバー 小笠原 呂和 ＵＡゼンセン 政策・労働条件局部長 
秋山 和義 基幹労連 職員 
栗田 進 ＪＰ労組 総合戦略部長 
新井 康弘 生保労連 政策局局長 
野田 徹 日 建 協 政策企画局長 
野田 那智子 退職者連合  副事務局長 
川端 邦彦 退職者連合  政策委員長 
中村 善雄 連合総研  主幹研究員 
麻生 裕子 連合総研  主任研究員 

主  査 春田 雄一 連合本部 経済政策局長 
事 務 局 山根 正幸 連合本部 経済政策局局長 

加納 充 連合本部 経済政策局部長（～第 2回） 
河南 高之 連合本部 経済政策局部長（～第 3回） 
鈴木 裕子 連合本部 経済政策局部長（～第 3回） 
大淵 健 連合本部 経済政策局部長（第 3回～） 
中村 圭佑 連合本部 経済政策局部長（第 4回～） 
中村 祐美子 連合本部 経済政策局部長（第 4回～） 
三浦 哲聖 連合本部 経済政策局職員 
 

以 上 


